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資料１-１ 

裾野市防災会議条例 

昭和３７年９月１７日 

条 例 第 １２ 号 

（目的） 

第１条 この条例は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第１６条第６項の規定に基づき裾野市防災

会議（以下「防災会議」という。）の所掌事務および組織を定めるものとする。 

 

（所掌事務） 

第２条 防災会議は、次の各号に掲げる事務をつかさどる。 

（１）裾野市地域防災計画を作成し、およびその実施を推進すること。 

（２）市長の諮問に応じて市の地域に係る防災に関する重要事項を審議すること。 

（３）前号に規定する重要事項に関し、市長に意見を述べること。 

（４）水防法（昭和２４年法律第１９３号）の規定に基づき、水防計画その他水防に関し重要な事項を調査審議

すること。 

（５）前４号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令によりその権限に属する事務 

 

（会長および委員） 

第３条 防災会議は、会長および委員をもって組織する。 

２ 会長は、裾野市長をもって充てる。 

３ 会長は、会務を総理する。 

４ 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 

５ 委員は、次の各号に掲げる者をもって充てる。 

（１）指定地方行政機関の職員のうちから市長が委嘱するもの 

（２）静岡県の職員のうちから市長が委嘱する者 

（３）市長がその部内の職員のうちから指名する者 

（４）静岡県警察の警察官のうちから市長が委嘱する者 

（５）裾野市教育委員会の教育長 

（６）富士山南東消防本部の職員のうちから市長が委嘱する者 

（７）裾野市消防団長 

（８）指定公共機関または指定地方公共機関の職員のうちから市長が委嘱する者 

（９）自主防災組織を構成する者又は学識経験のある者のうちから市長が委嘱する者 

（10）その他市長が特に認めた者 

６ 前項の委員の定数は、３０人以内とする。 

７ 第５項第７号、第８号及び第９号の委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、その前任者

の残任期間とする。 

８ 前項の委員は、再任されることができる。 

 

（専門委員） 

第４条 防災会議に専門の事項を調査させるため専門委員を置くことができる。 

２ 専門委員は、関係地方行政機関の職員、市の職員、関係公共機関の職員、関係地方公共機関の職員及び

学識経験のあるもののうちから市長が任命する。 

３ 専門委員は当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。 

 

（委任） 

第５条 前各条に定めるもののほか、防災会議の議事その他防災会議の運営に関し必要な事項は、会長が防

災会議に諮って定める。 
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附 則 

この条例は、昭和３７年１２月１日から施行する。 

 附 則（昭和４５年条例第２１号） 

この条例は、昭和４６年１月１日から施行する。 

 附 則（昭和５５年条例第１１号） 

この条例は、昭和５５年７月１日から施行する。 

 附 則（平成１２年条例第６号） 

この条例は、平成１２年４月１日から施行する。 

 附 則（平成１２年条例第２２号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１８年条例第３５号） 

この条例は、平成１９年１月１日から施行する。 

附 則（平成２４年条例第３２号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２８年条例第６号） 

この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 
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資料１-２ 

裾野市防災会議構成図 

 

 

機関名 委員職名等 条例該当号(※） 

陸上自衛隊 第３４普通科連隊第３中隊長 1 

静岡県東部地域局 東部危機管理監 

2 静岡県沼津土木事務所 所長 

静岡県東部健康福祉センター 所長 

裾野市 

副市長 

3 

理事 

市長戦略部長 

総務部長 

環境市民部長兼危機管理監 

健康福祉部長 

産業振興部長 

デジタル部長 

建設部長 

水道部長 

教育部長 

静岡県警察 裾野警察署長 4 

裾野市教育委員会 教育長 5 

富士山南東消防本部 裾野消防署長 6 

裾野市消防団 団長 7 

西日本電信電話㈱ 静岡支店長 

8 

東海旅客鉄道㈱ 裾野駅長 

東京電力パワーグリッド㈱ 静岡総支社長 

静岡県エルピーガス協会 裾野ブロック長 

静岡ガス㈱ 導管ネットワーク事業部東部導管ネットワークセンター長 

裾野市区長連合会 代表地区会長 

9 
裾野市自主防災会連合会 連合会長 

裾野赤十字病院 病院長 

沼津医師会 裾野地区長 

裾野市商工会 会長 

10 裾野市婦人会 代表 

裾野市消防団 女性消防団 

※ 裾野市防災会議条例第 3 条第 5 項各号 

委員が出席できない場合は、当該機関から聴講者（オブザーバー）として委員以外の者が出席することができる。 

会長は、会議において必要に応じて聴講者（オブザーバー）に意見を求めることができる。 

専門委員 

会長（市長） 
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資料１-３ 

裾野市災害対策本部条例 

昭和 37 年９月 17 日 

条 例 第 １３ 号 

（目的） 

第１条 この条例は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２３条の２第８項の規定に基づき、裾野市

災害対策本部に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（組織） 

第２条 災害対策本部長は、災害対策本部の事務を総括し、災害対策本部員その他の職員を指揮監督する。 

２ 災害対策副本部長は、災害対策本部長を助け、災害対策本部長に事故があるときは、その職務を代理す

る。 

３ 災害対策本部員は、災害対策本部長の命を受け災害対策本部の事務に従事する。 

 

（部） 

第３条 災害対策本部長は、必要と認めるときは災害対策本部に部を置くことができる。 

２ 部に属すべき災害対策本部員は、災害対策本部長が指名する。 

３ 部に部長を置き、災害対策本部長の指名する災害対策本部員がこれに当たる。 

４ 部長は、部の事務を掌理する。 

 

（委任） 

第４条 前３条に定めるもののほか、災害対策本部に関し必要な事項は、災害対策本部長が定める。 

  

附 則 

この条例は、昭和３７年１２月１日から施行する。 

 附 則（昭和４５年条例第２１号） 

この条例は、昭和４６年１月１日から施行する。 

 附 則（平成２４年条例第３３号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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資料１-４ 

裾野市災害対策本部運営要領 

 

 (趣旨) 

第1条 この規程は、裾野市災害対策本部条例(昭和37年条例第13号。以下「条例」という。)第4条の規定

に基づき、裾野市災害対策本部(以下「本部」という。)の運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

(組織及び所掌事務) 

第2条 条例第3条第1項の規定により、災害対策本部に部及び班を置く。 

2 各部及び班の分掌事務は、別表第1のとおりとする。 

 

(副本部長) 

第3条 条例第2条第2項に規定する災害対策副本部長(以下「副本部長」という。)は、副市長、教育長及び

理事をもって充て、災害対策本部長(以下「本部長」という。)に事故があるときは、副市長、教育長及び理

事の順位により、その職務を代理する。 

 

(本部員及び本部職員) 

第4条 条例第2条第1項に規定する災害対策本部員(以下「本部員」という。)は、別表第2に掲げる職にある

ものをもって充てる。 

2 条例第2条第1項に規定する本部員以外の災害本部の職員(以下「本部職員」という。)は、第2条第1項に

規定するそれぞれの部に、別に本部長が定めるところにより配備される行政職の職員をもって充てる。 

 

(部長、副部長及び班長) 

第5条 条例第3条第3項の規定による部の部長及び副部長は別表第1に定め、班の班長は同表の担当課長

の中から本部長が指名する者をもって充てる。 

2 部長は、部の事務を掌握し、配備職員を指揮監督する。 

3 副部長は、部長の職務を補佐するとともに、配備職員を指揮監督する。 

4 班長は、所掌事務について部長及び副部長を補佐するとともに、配備職員を指揮監督し、その事務処理

に当たる。 

 

(本部の開設及び廃止) 

第6条 本部長は、本部の設置を必要と認めるときは、裾野市地域防災計画の定めるところにより本部を設

置する。 
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2 本部が設置されたときは、本部を裾野市役所庁舎内に置く。ただし、災害の状況により本部長が適当と

認めたときは、他の会議室等に置くことができる。 

3 本部室に「裾野市災害対策本部」の表示をする。 

4 本部室には、本部長があらかじめ指名する本部員及び本部職員を配置する。 

5 本部長は、予想される災害の危険がなくなったとき又は災害発生後における応急措置が完了したと認め

るときは、本部を廃止する。 

6 本部長は、災害対策本部を開設し、又は廃止したときは、その旨を直ちに関係機関に通知する。 

 

(本部会議) 

第7条 本部長は、災害対策の重要事項を協議するため必要に応じて本部会議を招集する。 

2 本部会議は、副本部長、部長及び副部長をもって構成する。 

3 本部員は、それぞれの所掌事務に関する地震防災応急対策の実施状況について、本部会議に報告しなけ

ればならない。 

 

(配備体制) 

第8条 災害が発生するおそれのあるときは、本部開設前であっても、各班は、事前配備体制として必要な措

置を講じなければならない。 

2 配備体制は、次の表のとおりとし、配備の種別等は、その都度本部長が決定する。 

種別 配備内容 配備要員 

情報収集体制 ア 大雨等の注意報及び警報等が発表され、災害発生のおそれはあ

るが、時間、規模等の推測困難なときにとる体制 

イ 南海トラフ地震に関する臨時情報(調査中)発表時にとる体制 

ウ その他、特に市長が当該配備の必要を認めたときにとる体制 

市長が指名する配備要員 

事前配備体制 ア 大雨等の警報等が発表され、又は土砂災害警戒情報を受領等し、

災害発生のおそれはあるが、時間、規模等の推測困難なときにとる

体制 

イ 南海トラフ地震に関する臨時情報(調査中)発表後、気象庁記者会

見の内容に応じた体制 

ウ その他、特に市長が当該配備の必要を認めたときにとる体制 

市長が指名する配備要員 

避難所開設体制 ア 避難所の開設が必要となった場合にとる体制 

イ 南海トラフ地震に関する臨時情報（巨大地震注意・巨大地震警

戒）発表等に伴い、住民の事前自主避難に対応する体制 

ウ 火山の状況に関する解説情報（臨時）が発表され、避難所の開

設が必要となった場合にとる体制 

情報収集体制に加え、広域避難

地本部班、広域避難地班のうち

市長が指名する職員 

噴火前避難支援体制 

（火山対策固有の編

ア 火山活動に異常が認められ、火口周辺警報レベル3（入山規制）

が発表された場合にとる体制 

情報収集体制、避難所開設体制

に加え、市長が指名する職員 
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成） イ 須山支所に現地調整所を設置し、須山地区の噴火前避難を支援

する体制 

第1次配備体制 ア 小規模の災害が局地的に発生し、又は発生のおそれがあるとき

にとる体制 

イ 南海トラフ地震に関する臨時情報(巨大地震注意・巨大地震警戒)

発表時の体制 

ウ 火山活動に異常が認められ、火口周辺警報レベル3（入山規制）

が発表された場合にとる体制 

エ その他、特に本部長が当該配備の必要を認めたときにとる体制 

情報収集配備要員、事前配備要

員及び第1次配備要員 

第2次配備体制 ア 相当規模の災害が発生し、又は発生のおそれがあるときにとる

体制 

イ その他、特に本部長が当該配備の必要を認めたときにとる体制 

全職員 

3 病気等により加療中の者、妊娠中の者及び所属の長があらかじめ配備することが困難と認めた者につい

ては、前項に規定する配備要員から除く。 

 

(職員の参集状況等) 

第9条 各部長は、部内の本部員及び本部職員の参集状況及び安否を掌握し、動員班に連絡する。 

2 動員班は、前項以外の職員の参集状況及び安否を掌握する。 

 

(支部) 

第10条 災害対策本部の下部組織として支部を置き、分掌事務は、別表第3のとおりとする。 

2 支部に支部長を置き、裾野市行政組織規則(昭和50年裾野市規則第3号)第3条第3項に規定する各支

所の支所長の職にあるものをもって充てる。 

3 支部の運営等について必要な事項は、支部長が別に定める。 

 

(広域避難地等) 

第11条 本部長は、必要があると認めるときは、広域避難地等に職員を派遣することができる。 

2 広域避難地等の職員は、本部配置職員以外の職員から本部長が指名する。 

3 本部配置職員及び前項の職員以外の職員は、本部長が指名し、各所属事務所において待機する。 

 

附 則 

この裾野市災害対策本部訓令は、平成19年4月1日から施行する。 

附 則(平成20年災害対策本部訓令第1号) 

この訓令は、平成20年4月1日から施行する。 

附 則(平成21年災害対策本部訓令第1号) 

この訓令は、平成21年4月1日から施行する。 
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附 則(平成22年災害対策本部訓令第1号) 

この訓令は、平成22年4月1日から施行する。 

附 則(平成22年災害対策本部訓令第2号) 

この訓令は、平成22年5月1日から施行する。 

附 則(平成22年災害対策本部訓令第3号) 

この訓令は、平成22年7月1日から施行する。 

附 則(平成23年災害対策本部訓令第1号) 

この訓令は、平成23年4月1日から施行する。 

附 則(平成24年災害対策本部訓令第1号) 

この訓令は、平成24年4月1日から施行する。 

附 則(平成25年災害対策本部訓令第1号) 

この訓令は、平成25年4月1日から施行する。 

附 則(平成26年災害対策本部訓令第1号) 

この訓令は、平成26年4月1日から施行する。 

附 則(平成27年災害対策本部訓令第1号) 

この訓令は、平成27年4月1日から施行する。 

附 則(令和2年災害対策本部訓令第1号) 

この訓令は、令和2年4月1日から施行する。 

附 則(令和 5 年災害対策本部訓令第 1 号) 

この訓令は、令和５年 3 月 31 日から施行する。 

     

 

 

 

 

※ 

本文中 

別表第 1(第 2 条、第 5 条関係) 

別表第 2(第 4 条関係)          は、以下「資料 1-5」・「資料 1-6」で記載する。 

別表第 3(第 10 条関係) 
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資料１-５ 

 

裾野市災害対策本部編成図 

 

       部 名 本部部長 

       
情 報 部 

市長戦略部長 

（副）デジタル部長 

 
   

 
  

現地対策部 
健康福祉部長 

（副）総合福祉課長 

 
   

 
  

復旧対策部 建設部長 

 
 

副本部長 

(副市長） 

(教育長) 

 
統 制 部 

  
物 資 部 産業振興部長 

本部長 

（市 長） 

  

危機管理監 

（環境市民部長） 

  
水 道 部 水道部長 

 
   

管 理 部 総務部長 

  
   

教育対策部 教育部長 

  
危機管理調整監 

危機管理課長 

  

  
 

     支 部 支部長 

       
深  良 支所長 

       
富  岡 支所長 

 
 

  
 

  
須  山 支所長 

         

 
 

  
 

  消 防 部 
富士山南東消防本部 

裾野消防署長 

  
 

  
 消 防 団 部 消防団長 
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資料１-６ 

裾野市災害対策本部事務分掌 

 

部名 本 部 員 班 名 担当課長 事 務 分 掌 

統 

制 

部 

［部長］ 

危機管理監 

（環境市民部長） 

統制班 

危機管理課長 

1 本部長の命を受け、各部を統制すること。 

2 災害対策本部の設置及び運営に関すること。 

3 災害応急対策の総括及び調整に関すること。 

4 本部長の命令、指示の伝達に関すること。 

5 国、県及び他の防災関係機関との連絡及び調整に関する

こと。 

6 災害時応援協定締結都市との連絡及び調整に関するこ

と。 

7 自衛隊の派遣要請要求、受入れ体制、連絡に関すること。 

8 緊急輸送活動の総合調整に関すること。 

9 本部会議の開催に関すること。 

１０ 受援の調整に関すること。 

１１ 災害救助法の適用申請に関すること。 

危機管理 

調整監 
1 危機管理監の補佐に関すること。 

情 
報 
部 

［部長］ 

企画部長 

 

〔副部長〕 

デジタル 

部長 

情報班 戦略推進課長 

渉外課長 

監査委員事務

局長 

1 被害情報の収集・集計・表示及び、台帳調整に関するこ

と。 

2 各部、防災関係機関との情報収集・伝達に関すること。 

3 気象、交通、道路、民心動向等の情報収集に関すること。 

４ 外部からの問い合わせ、電話応対に関すること。 

復興班 
1  災害復興に関すること。 

※情報班縮小後に戦略推進課を軸に編成 

電算班 

情報システム

課長 

業務改革課長 

庁内システム・インフラの被害状況の把握及び復旧に関する

こと。 

２ 広報班の応援に関すること。 

広報班 情報発信課長 

1 市民に対する勧告、要請、指示等の伝達に関すること。 

2 報道機関に対する情報の提供、協力要請に関すること。 

3 広報無線（防災行政無線・固定系）の運用に関すること。 

4 災害の記録に関すること。 
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部名 本 部 員 班 名 担当課長 事 務 分 掌 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

現 

地 

対 

策 

部 

［部長］ 

健康福祉部

長 

 

〔副部長〕 

総合福祉課

長 

広
域
避
難
地
本
部
班 

市民課長 

自治振興 

課長 

国保年金課長 

1 広域避難地、避難所の職員配備に関すること。 

2 避難所の開設及び運営に関すること。 

3 避難者の受入れ体制の管理、調整、被災者の生活支援の

調整に関すること。 

4 救援物資、資機材の配給及び炊き出しの調整に関するこ

と。 

5 帰宅困難者等の社会的混乱防止、支援に関すること。 

6 避難所における災害相談の調整に関すること。 

7 安否情報の登録・照会・氏名等公表に関すること。 

8 埋火葬の手続・許可に関すること。 

9 支部の状況把握に関すること。 

西小広域避難地班 

南小広域避難地班 

裾野高広域避難地班 

東小広域避難地班 

向田小広域避難地班 

深良小広域避難地班 

生涯学習センター広域避難

地 

富岡第一小広域避難地班 

富岡第二小広域避難地班 

千福が丘小広域避難地班 

須山小広域避難地班 

1 広域避難地避難者等の安全及び行動統制に関すること。 

2 地域の被害状況等の把握と情報伝達に関すること。 

3 避難所（2 次的避難所含む）の開設に関すること。 

4 避難所の運営（避難所運営組織の指導・助言含む）に関す

ること。 

5 避難者（ペット含む）の受入れ体制の管理、調整、被災者の

生活支援に関すること。 

6 救援物資、資機材の請求・配給及び炊き出しに関するこ

と。 

7 帰宅困難者等の社会的混乱防止、援護に関すること。 

8 避難所における災害相談に関すること。 

9 安否情報の登録・照会等に関すること。 

医療班 

健康推進課長 

1 医療救護対策調整所及び救護所の設置・運営に関するこ

と。 

2 医薬品・衛生資機材の調達に関すること。 

3 医療機関との連絡調整に関すること。 

4 要救護者の搬送に関すること。 

5 収容可能医療機関の把握に関すること。 

6 感染症患者の隔離収容に関すること。 

7 管理施設及び医療救護施設の被害状況の把握及び災害

応急復旧に関すること。 

8 避難者の健康管理、避難所の衛生管理の助言・指導に関

すること 

９ 福祉保健会館の非常用発電機、電源に関すること。 

10 災害救助法に関すること。（医療・助産） 

※健康福祉会館・救護所を拠点に活動 

遺体措

置対策

班 

１ 遺体の安置及び検案に関すること。 

２ 災害救助法に関すること（埋葬、死体の捜索・処理） 

※健康推進課・市民課・生活環境課等で班編成 
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部名 本 部 員 班 名 担当課長 事 務 分 掌 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

現 

地 

対 

策 

部 

［部長］ 

健康福祉部

長 

 

〔副部長〕 

総合福祉課

長 

衛生班 生活環境課長 

1 廃棄物処理施設の被害状況の把握及び応急対策に関する

こと。 

2 一般廃棄物、し尿の収集及び処理（避難所、防災拠点含

む）に関すること。 

3 災害廃棄物の受入れ、処理等総合調整に関すること。 

4 埋火葬の実施に関すること。 

5 ペットに関すること。 

6 防疫に関すること。 

福祉班 
総合福祉課長 

介護保険課長 

1 応急の救護を要する者への援護に関すること。 

2 避難行動要支援者等の援護対策に関すること。 

３ 災害見舞金、弔慰金、災害援助金、義援金等の支給、貸付

けに関すること。 

４ 社会福祉施設の被害状況の把握及び応急対策に関するこ

と。 

５ 社会福祉関係協力機関との連絡調整に関すること。 

６ 福祉避難所の開設、運営の調整に関すること。 

７ 社会福祉施設との調整に関すること。 

８ ボランティア（団体・個人）に関すること。 

９ 被災者の生活再建支援に関すること。 

１０ 災害救助法に関すること。（福祉避難所の設置、被服・寝

具その他生活必需品の給与又は貸与） 

児童班 

幼稚園・保育

園課長 

子育て支援監 

1 幼稚園・保育園及び児童福祉施設の被害状況の把握及び

連絡調整に関すること。 

2 所管の幼稚園、保育園及び児童関連施設の災害応急復旧

に関すること。 

3 園児の保護及び保護者への引渡しに関すること。 

4 福祉避難所の開設、運営の調整に関すること。 

5 他部署の応援及び職員交代に関すること。 

管 

理 

部 

［部長］ 

総務部長 
動員班 人事課長 

1 職員の非常招集及び解除に関すること。 

2 職員の動員及び配備調整に関すること。 

3 職員及び活動協力者の給食・給水等に関すること。 

4 職員の安否確認、健康管理に関すること。 

5 応援協定団体、支援団体の受入れ、連絡・調整に関するこ

と。 

６ 受援の調整に関すること。 
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部名 本 部 員 班 名 担当課長 事 務 分 掌 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

管 

理 

部 

［部長］ 

総務部長 

管財班 

総務課長 

公共施設 

経営課長 

検査監 

1 市庁舎及び所管施設の被害状況の把握及び応急復旧

（NTT 回線等施設機能を含む）に関すること。 

2 本部全般における資機材の調達、配備に関すること。 

3 緊急車両及び燃料の調達に関すること。 

4 動員職員用市有車両の配車に関すること。 

5 本庁舎の非常用発電機、電源に関すること。 

税務班 税務課長 

1 住家の被害認定調査に関すること。 

2 罹災証明の発行に関すること。 

3 災害による税の減免に関すること。 

財政班 
財政課長 

出納課長 

1 復興財源の確保、震災復興基金等災害対策の予算措置に

関すること。 

2 災害救助法の適用後に係る事務の総括に関すること。 

3 見舞金、義援金の収受、保管に関すること。 

4 災害応急対策に伴う経費の収支に関すること。 

5 災害経理に関すること。 

6 配分委員会に関すること。 

秘書班 秘書課長 
1 本部長及び副本部長の秘書に関すること。 

2 本部外来者の応接、視察団体の応対に関すること。 

議会班 議会事務局長 1 議会対策及び各種会議の招集に関すること。 

復 

旧 

対 

策 

部 

［部長］ 

建設部長 

    

〔副部長〕 

水道部長 

土木班 

建設課長 

駅周辺整備 

課長 

 

1 道路、橋梁、河川等の被害状況の把握及び通行規制等に

関すること。 

2 緊急輸送路、避難路及び応急復旧活動に必要な道路の確

保に関すること。 

3 道路、橋梁、河川、崖崩れ等の応急復旧活動の総括、資機

材の確保に関すること。 

4 市建設業協会等関係機関との連絡調整に関すること。 

建築班 

都市計画課長 

みどりと公園

課長 

1 被災建築物及び被災宅地等に対する安全対策に関するこ

と。 

2 地震被災建築物応急危険度判定実施本部の設置及び運営

に関すること。 

3 公営住宅の応急修理に関すること。 

4 応急仮設住宅に関すること。 

5 市建築士会等関係機関との連絡調整に関すること。 

6 公園施設の被害状況の把握・応急復旧に関すること。 

７ 災害救助法に関すること（応急仮設住宅）。 
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部名 本 部 員 班 名 担当課長 事 務 分 掌 

復 

旧 

対 

策 

部 

 農林班 農林振興課長 

１ 農業関係被害の調査及び取りまとめに関すること。 

２ 農道、農業用施設、林道、治山及び林業関係の被害調査に

関すること。 

３ 農業・林業関係の激甚災指定の取りまとめに関すること。 

４ 農業協同組合等農業関係団体との連絡調整に関するこ

と。 

５ 森林組合との連絡調整に関すること。 

６ 農家に対する災害金融に関すること。 

７ 家畜伝染病予防に関すること。 

水 

道 

部 

［部長］ 

水道部長 
水道班 

上下水道工務

課長 

上下水道経営

課長 

1 上水道・下水道施設の被害状況の把握及び応急復旧に関

すること。 

2 飲料水・生活用水の確保、応急給水に関すること。 

3 市上水道協力会等関係機関との連絡調整に関すること 

4 下水道工事業者等関係機関との連絡調整に関すること 

5 水質検査に関すること。 

6 給水施設の安全確保に関すること。 

7 水道庁舎の非常用発電機、電源に関すること。 

※水道庁舎を拠点に活動 

物 

資 

部 

［部長］ 

産業振興部

長 

物資班 
産業観光スポ

ーツ課長 

1 災害応急用資機材等物資の調達、確保に関すること 

2 避難所等への緊急物資等資材の供給、配送に関すること。 

3 応援物資等の受付、管理に関すること。 

4 物資（医薬品等除く）の集積場所の管理に関すること。 

5 生活必需品等応急物資の確保、斡旋、配分に関すること。 

6 生活必需品等の価格安定に関すること。 

7 市物資集積所支援企業との連絡・調整に関すること 

教 

育 

対 

策 

部 

[部長] 

教育部長 

教育対

策班 

教育総務課長 

学校教育課長 

生涯学習課長 

鈴木図書館長 

1 学校及び教育施設の被害状況の把握及び応急対策に関す

ること。  

2 児童、生徒等の保護及び保護者への引渡しに関すること。 

3 私立学校等との連絡調整に関すること。 

4 応急教育の実施に関すること。 

5 学校管理者との連絡調整に関すること。 

6 休校その他学校管理に関すること。 

7 被災児童・生徒への教科書、学用品の給与に関すること。 

8 他部署の応援及び職員交代に関すること。 

9 所轄施設を避難所として使用する場合、避難所の開設・運

営支援に関すること。 

10 所轄施設を防災拠点として使用する場合、関係機関との

連絡、調整及び使用支援に関すること。 

※所轄施設所属長は施設で活動 
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部名 本 部 員 班 名 担当課長 事 務 分 掌 

消 

防 

部 

[部長] 

裾野消防署

長 

消防班  

1 被害状況等情報の収集と伝達に関すること。 

2 消火活動、水防活動及び救急救助活動に関すること。 

3 地域住民等への避難の勧告又は指示の伝達に関すること。 

4 火災予防の広報に関すること。 

5 広域応援、緊急消防援助隊の派遣要請、受入れ体制及び連絡に

関すること。 

6 消防団部との連携体制の確保に関すること。 

7 危険物施設管理者への指導等に関すること。 

消 

防 

団 

部 

[部長] 

裾野市 

消防団長 

消防団  

1 被害状況等情報の収集と伝達に関すること。 

2 消火活動、水防活動及び救助活動に関すること。 

3 地域住民等への避難勧告又は指示の伝達に関すること。 

4 火災予防の広報に関すること。 

5 富士山南東消防本部（裾野消防署、分遣所、分署）との連

携体制の確保に関すること。 

支 
 
 
 

部 

[支部長] 

深良支所長 

深良支

部 
 

1 管理施設の被害状況の把握及び復旧等に関すること。 

2 深良小広域避難地班の支援に関すること。 

3 支部地域の被害情報の把握・報告及び地域住民等への避

難の勧告又は指示の伝達に関すること。 

4 深良地区コミュニティセンターを避難所として使用する場

合、避難所の開設・運営支援に関すること。 

[支部長] 

富岡支所長 

富岡支

部 
 

1 管理施設の被害状況の把握及び復旧等に関すること。 

2 富一小広域避難地班の支援に関すること。 

3 支部地域の被害情報の把握・報告及び地域住民等への避

難の勧告又は指示の伝達に関すること。 

4 富岡地区コミュニティセンターを避難所として使用する場

合、避難所の開設・運営支援に関すること。 

[支部長] 

須山支所長 

須山支

部 
 

1 管理施設の被害状況の把握及び復旧等に関すること。 

2 須山小広域避難地班の支援に関すること。 

3 支部地域の被害情報の把握・報告及び地域住民等への避

難の勧告又は指示の伝達に関すること。 

4 須山地区コミュニティセンターを避難所として使用する場

合、避難所の開設・運営支援に関すること。 

※班長職、職員の具体的な配備については、「令和 5 年度 裾野市災害対策本部配備体制」による。 
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資料１-７ 

標   識 

１ 区 分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             

２ 補足表示 

（１）班長以上 

「裾野市災害対策本部」及び「職名」を文字標記 

（２）その他の本部員 

   「裾野市災害対策本部」及び「氏名」を文字標記 

 

３ 表示要領 

（１）「裾野市災害対策本部」の表記（左側面又は後面） 

 

 

（左側面） 

                                              標識線の間又は、上部 

                                             （後面） 

                                              標識線の上部 

                           

（２）「職名」「氏名」の表記（後面） 

               

                   

標識線の間又は、下部 

 

 

 

職 名 標     識 

本部長 赤帯 ４線 

 

副本部長 赤帯 ３線 
 

部 長 

副部長 
赤帯 ２線 

 

班 長 

副班長 
赤帯 １線 

 

その他の 

本部員 
線 無 し  
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資料１-８ 

職員非常連絡体系表 
    令和 5 年４月１日 

 
※ 細部は各年度の職員配備による 

※ 水防配備体制は裾野市水防計画による 
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資料１-９ 

裾野市地震災害警戒本部条例 

昭和５４年１２月２２日 

条 例 第 ３ ３ 号 

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、大規模地震対策特別措置法（昭和５３年法律第７３号。以下「法」という。）第１８条第４項

の規定に基づき、裾野市地震対策警戒本部（以下「警戒本部」という。）の組織等に関し必要な事項を定め

ることを目的とする。 

 

 （組織） 

第２条 地震災害警戒本部長（以下「本部長」という。）は、警戒本部の事務を総括し、所部の職員を指導監督

する。 

２ 警戒本部に地震災害警戒副本部長（以下「副本部長」という。）、地震災害警戒本部員（以下「本部員」とい

う。）その他の職員を置く。 

３ 副本部長は、本部員のうちから市長が任命する。 

４ 副本部長は、本部長を助け、本部長に事故があるときは、その職務を代理する。 

５ 本部員は、次に掲げる者をもって充てる。 

（１）静岡県警察の警察官のうちから市長が委嘱する者 

（２）市の教育長 

（３）市長がその部内の職員のうちから指名する者 

（４）富士山南東消防組合の職員のうちから市長が委嘱する者 

（５）市の消防団長 

（６）市の区域において、業務を行う法第２条第７号に規定する指定公共機関または同条第８号に規定する指

定地方公共機関の役員または職員のうちから市長が任命する者 

６ 本部員は、本部長の命を受け、警戒本部の事務に従事する。 

７ 本部員以外の警戒本部の職員（以下「本部職員」という。）は、市の職員のうちから、市長が任命する。 

８ 本部職員は、警戒本部の所掌事務について、本部員を補佐する。 

 

 （部） 

第３条 本部長は、必要と認めるときは、警戒本部に部を置くことができる。 

２ 部に属すべき本部員および本部職員は、本部長が指名する。 

３ 部に部長を置き、本部長が指名する本部員がこれに当たる。 

４ 部長に事故があるときは、部に属する本部員のうちから部長があらかじめ指名する者がその職務を代理

する。 

 

 （雑則） 

第４条 この条例に定めるもののほか必要な事項は、本部長が定める。 

 

  附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 21 年条例第 17 号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 28 年条例第 6 号) 

この条例は、平成 28 年 4 月 1 日から施行する。 
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資料１-10 

裾野市地震災害警戒本部運営要領 

昭 和 ５ ８ 年 ２ 月 １ 日 

地震災害警戒本部訓令第１号 

 

第 1 章 総則 

第 1 条 この要領は、裾野市地震災害警戒本部条例(昭和 54 年裾野市条例第 33 号。以下「条例」という。)

第 4 条の規定に基づき、裾野市地震災害警戒本部(以下「警戒本部」という。)の運営に関し必要な事項を

定めるものとする。 

 

第 2 章 警戒本部 

(組織及び所掌事務) 

第 2 条 条例第 3 条第 1 項の規定により、警戒本部に部及び班を置く。 

2 各部及び班の分掌事務は、別表第 1 のとおりとする。 

(副本部長) 

第 3 条 条例第 2 条第 2 項に規定する地震災害警戒副本部長(以下「副本部長」という。)は、副市長、教育

長及び理事をもって充て、地震災害警戒本部長(以下「本部長」という。)に事故があるときは、副市長、教

育長及び理事の順位により、その職務を代理する。 

(本部員及び本部職員) 

第 4 条 条例第 2 条第 5 項に規定する地震災害警戒本部員(以下「本部員」という。)は、別表第 2 に掲げる

職にあるものをもって充てる。 

2 条例第 2 条第 7 項に規定する本部員以外の警戒本部の職員(以下「本部職員」という。)は、第 2 条第 1

項に規定するそれぞれの部に、別に本部長が定めるところにより配備される行政職の職員をもって充て

る。 

(部長及び副部長及び班長) 

第 5 条 条例第 2 条第 1 項に規定する部の部長及び副部長は別表第 1 に定め、班の班長は同表の担当課長

の中から本部長が指名する者をもって充てる。 

2 部長は、部の事務を掌握し、配備職員を指揮監督する。 

3 副部長は、部長の職務を補佐するとともに、配備職員を指揮監督する。 

4 班長は、所掌事務について部長及び副部長を補佐するとともに、配備職員を指揮監督し、その事務処理

に当たる。 

(本部の開設及び廃止) 

第 6 条 本部長は、大規模地震対策特別措置法(昭和 53 年法律第 73 号。以下「法」という。)第 9 条第 1

項の警戒宣言が発せられたときは、速やかに警戒本部を設置する。 

2 警戒本部を裾野市庁舎内に置く。 

3 本部に「裾野市地震災害警戒本部」の標示をする。 

4 本部には、本部員のほか、本部職員のうちからあらかじめ本部長が指名する者を配置する。 

5 本部長は、警戒宣言が解除され、地震防災応急対策の事務処理がおおむね完了したときは、警戒本部を

廃止する。 

6 本部長は、警戒本部を開設し、又は廃止したときは、その旨を直ちに関係機関に通知する。 

(本部会議) 

第 7 条 本部長は、地震防災応急対策について協議するため、必要に応じ本部会議を招集する。 

2 本部員は、それぞれの所掌事務に関する地震防災応急対策の実施状況について、本部会議に報告しなけ

ればならない。 

 

第 3 章 支部 

(組織及び所掌事務) 
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第 8 条 警戒本部の下部組織として支部を置き、分掌事務は、別表第 3 のとおりとする。 

2 支部に支部長を置き、裾野市行政組織規則(昭和 50 年裾野市規則第 3 号)第 3 条第 2 項に規定する各

支所の支所長の職にあるものをもって充てる。 

3 支部の運営等について必要な事項は、支部長が別に定める。 

 

第 4 章 服務等 

(勤務時間外等における職員の措置) 

第 9 条 本部員及び本部職員は、勤務時間の内外を問わず警戒宣言が発せられたときは、直ちに本部に登

庁する。 

2 支部職員は、警戒宣言が発せられたときは、直ちに支部に集合する。 

(職員の心構え) 

第 10 条 職員は、地震防災応急対策を支援する自衛隊、防災関係機関及び自主防災活動を実施する住民そ

の他の者に対し、誠実に対応しなければならない。 

2 職員は、自らの言動によって住民に不安を与え、又は住民の誤解を招き、警戒本部又は支部の活動に反

感を抱かせることのないよう注意しなければならない。 

3 本部職員、支部職員は、自らの業務に精通するよう努めるとともに、他の部の協力を求められたときは、

積極的に協力するものとする。 

 

第 5 章 雑則 

第 11 条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は、本部長が定める。 
 

附 則 
この要領は、昭和 58 年 2 月 1 日から施行する。 

附 則(昭和 60 年地震災害警戒本部訓令第 1 号) 
この訓令は、公表の日から施行する。 

附 則(昭和 63 年地震災害警戒本部訓令第 1 号) 
この訓令は、昭和 63 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 5 年地震災害警戒本部訓令第 1 号) 
この訓令は、公表の日から施行する。 

附 則(平成 6 年地震災害警戒本部訓令第 1 号) 
この訓令は、平成 6 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 7 年地震災害警戒本部訓令第 1 号) 
この訓令は、平成 7 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 10 年地震災害警戒本部訓令第 1 号) 
この訓令は、平成 10 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 11 年地震災害警戒本部訓令第 1 号) 
この訓令は、平成 11 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 15 年地震災害警戒本部訓令第 1 号) 
この訓令は、平成 15 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 16 年地震災害警戒本部訓令第 1 号) 
この訓令は、平成 16 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 18 年地震災害警戒本部訓令第 2 号) 
この裾野市地震災害警戒本部訓令は、平成 18 年 7 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 19 年地震災害警戒本部訓令第 1 号) 
この裾野市地震災害警戒本部訓令は、平成 19 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 20 年地震災害警戒本部訓令第 1 号) 
この訓令は、平成 20 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 21 年地震災害警戒本部訓令第 1 号) 
この訓令は、平成 21 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 22 年地震災害警戒本部訓令第 1 号) 
この訓令は、平成 22 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 22 年地震災害警戒本部訓令第 2 号) 
この訓令は、平成 22 年 5 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 22 年地震災害警戒本部訓令第 3 号) 
この訓令は、平成 22 年 7 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 23 年地震災害警戒本部訓令第 1 号) 
この訓令は、平成 23 年 4 月 1 日から施行する。 
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附 則(平成 24 年地震災害警戒本部訓令第 1 号) 
この訓令は、平成 24 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 25 年地震災害警戒本部訓令第 1 号) 
この訓令は、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 26 年地震災害警戒本部訓令第 1 号) 
この訓令は、平成 26 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 27 年地震災害警戒本部訓令第 1 号) 
この訓令は、平成 27 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(令和 2 年地震災害警戒本部訓令第 1 号)  
この訓令は、令和 2 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(令和５年地震災害警戒本部訓令第 1 号)  
この訓令は、令和５年 3 月 31 日から施行する。 
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別表第 1 (第 2 条、第 5 条関係) 

裾野市地震災害警戒本部各部事務分掌 

部名 本部員 班名 担当課長 事務分掌 

統 

制 

部 

［部長］ 

危機管理監 
（環境市民部長） 

統制班 

危機管理課長 

1 本部長の命を受け、各部を統制すること。 

2 災害対策本部の設置及び運営に関すること。 

3 災害応急対策の総括及び調整に関すること。 

4 本部長の命令、指示の伝達に関すること。 

5 国、県及び他の防災関係機関との連絡及び調整に関する

こと。 

6 災害時応援協定締結都市との連絡及び調整に関するこ

と。 

7 自衛隊の派遣要請要求、受入れ体制、連絡に関すること。 

8 緊急輸送活動の総合調整に関すること。 

9 本部会議の開催に関すること。 

10 消防団員の動員と消防部の連携体制の確保に関するこ

と。 

危機管理 

調整監 
1 危機管理監の補佐に関すること。 

情 

報 

部 

［部長］ 

市長戦略部

長 

 

〔副部長〕 

デジタル 

部長 

情報班 

戦略推進課長 

渉外課長 

監査委員事務

局長 

1 防災情報の収集、記録、整理及び各部等への伝達に関す

ること。 

2 公共交通、道路、生活関連情報等の収集(インターネット、

ラジオ、テレビ) 

３ 市デジタル移動系行政無線の運用に関すること。 

4 応援協定団体、支援団体の受入れ準備に関すること。 

５ 市民等の地震応急対策、避難状況の取りまとめに関する

こと。 

電算班 

情報システム

課長 

業務改革課長 

1  庁内システム・インフラの地震防災応急対策の実施に関

すること。 

2  広報班の応援に関すること。 

広報班 情報発信課長 

1 市民に対する地震防災上に必要な情報の伝達広報に関す

ること。 

2 市民に対する勧告、要請、指示等の伝達に関すること。 

3 報道機関に対する情報の提供、協力要請に関すること。 

4 広報無線（固定系防災行政無線）の運用に関すること。 

5 災害警戒の記録に関すること。(写真、録画、録音等) 
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部名 本部員 班名 担当課長 事務分掌 

現
地
対
策
部 

［部長］ 

健康福祉部

長 

 

〔副部長〕 

総合福祉課

長 

広域避

難地班

本部 

市民課長 

国保年金課長 

1 広域避難地の開設準備に関すること。 

2 避難所の開設準備に関すること。 

３ 避難者の受入れ態勢措置、避難状況の把握に関するこ

と。 

４ 緊急物資、飲料水の供給配分に関すること。 

５ 帰宅困難者等の社会的混乱防止、援護に関すること。 

広域避

難地班 
広域避難地班長 

1 広域避難地の開設準備に関すること。 

2 避難所の開設準備に関すること。 

3 物資・資機材の点検に関すること。 

医療班 健康推進課長 

1 救護班の編成、医療救護対策調整所及び救護所の設置準

備に関すること。 

2 緊急医療体制、救護病院等の活動準備要請に関するこ

と。 

3 医療用資機材、薬品等の準備要請に関すること。 

4 防疫実施計画の実施準備に関すること。 

5 防疫用医薬品の調達計画の実施準備に関すること。 

6 要救護者の搬送準備に関すること。 

7 医療救護施設の地震防災応急対策の実施に関すること。 

衛生班 生活環境課長 

1 し尿処理計画の実施準備に関すること。 

2 廃棄物の処理計画及び処理施設、処分地の確保に関する

こと。 

福祉班 
介護保険課長 

子育て支援監 

1 福祉施設の地震防災応急対策の実施に関すること。 

2 応急の救護を要する者への援護に関すること。 

3 災害時要援護者に関すること。 

4 災害ボランティアの受け入れ準備に関すること。 

5 ボランティア活動資機材等の確保に関すること。 

６ 応急仮設住宅への入居者及び住宅の応急修理対象者の

選考に関すること。 

児童班 

幼稚園・保育園

課長 

子育て支援課長 

1 所管の幼稚園・保育園及び児童福祉施設の地震防災応急

対策の実施状況の把握と促進に関すること。 

2 幼稚園児、保育園児等の避難及び保護者への引渡しに関

すること。 

３ 私立児童福祉施設等との連絡調整に関すること。 
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部名 本部員 班名 担当課長 事務分掌 

管
理
部 

［部長］ 

総務部長 

動員班 人事課長 

1 職員の非常招集及び解除に関すること。 

2 職員の動員及び配備調整に関すること。 

3 職員及び警戒活動協力者への給食に関すること。 

管財班 

総務課長 

公共施設経営

課長 

検査監 

1 市庁舎及び所管施設の地震防災応急対策の実施状況の

把握と実施促進に関すること。 

2 市庁舎及び所管施設の地震防災応急対策の実施に関す

ること。 

3 緊急車両の手配、車両の燃料確保に関すること。 

4  動員職員用市有車両の配車及び燃料確保に関すること。 

税務班 税務課長 
１ 住家の被害認定調査の準備に関すること。 

２ 他班の応援に関すること。 

財政班 
財政課長 

出納課長 
1 他班の応援に関すること。 

秘書班 秘書課長 
1 本部長及び副本部長の秘書に関すること。 

2 本部外来者の応接、視察団体の応対に関すること。 

議会班 議会事務局長 1 議会対策及び各種会議の招集準備に関すること。 

復
旧
対
策
部 

［部長］ 

建設部長 

 

 

土木班 

建設課長 

駅周辺整備課

長 

 

1 工事中の道路、河川等の仮設応急措置及び保安措置の指

示に関すること。 

2 緊急輸送路及び幹線避難路における障害物等の除去の

指示。 

3 緊急輸送路及び幹線避難路における交通規制に関するこ

と。 

4 復旧作業隊の編成準備及び復旧資機材の把握に関する

こと。 

5 樋門の点検及び操作体制の確認に関すること。 

6 崩壊危険区域の交通規制、立入制限等の措置に関するこ

と。 

建築班 

都市計画課長 

みどりと公園

課長 

1 避難所等公共建物、被災建築物の応急危険度判定の準備

に関すること。 

2 公営住宅の地震防災応急対策の実施状況の把握と促進

に関すること。 

３ 応急仮設住宅の建設、住宅の応急修理に関すること。 
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部名 本部員 班名 担当課長 事務分掌 

 

 

 

 

 

農林班 農林振興課長 

１ 農道、農業用施設、林道、治山及び林業関係の被害調査の

準備に関すること。 

２ 農業協同組合等農業関係団体との連絡調整に関するこ

と。 

３ 森林組合との連絡調整に関すること。 

水
道
部 

［部長］ 

水道部長 
水道班 

上下水道工務

課長 

上下水道経営

課長 

1 応急給水活動の準備に関すること。 

2 水道の地震防災応急対策の実施に関すること。 

3 工事業者等への応急復旧の協力要請及び資機材の把握

に関すること。 

4 上下水道管・施設の被害調査に関すること。 

5 上下水道管・施設の応急対策及び復旧に関すること。 

物
資
部 

[部長] 

産業振興部

長 

物資班 
産業観光スポ

ーツ課長 

1 生活必需品等応急物資の確保、斡旋、配分に関すること。 

2 生活必需品等の価格安定に関すること。 

3 協定業者との連絡体制の確保、物資調達の準備要請。 

4 救援物資備蓄状況の把握、運用の準備に関すること。 

5 緊急物資の集積場所確保に関すること。 

教
育
対
策
部 

［部長］ 

教育部長 

教育対

策班 

教育総務課長 

学校教育課長 

生涯学習課長 

鈴木図書館長 

1 学校等教育施設の地震防災応急対策の実施状況の把握

と促進に関すること。 

2 児童、生徒等の避難及び保護者への引渡しに関すること。 

3 私立学校等との連絡調整に関すること。 

消
防
部 

［部長］ 

裾野消防署

長 

消防班  

1 情報の収集と伝達に関すること。 

2 消火活動、救助活動の出動体制の確立に関すること。 

3 地域住民への避難の勧告又は指示の伝達に関すること。 

4 出火防止のための広報に関すること。 

5 消防団との連携体制の確保に関すること。 

6 事業所の地震防災応急対策の実施状況の把握と促進に

関すること。 
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別表第 2(第 4 条関係) 

裾野市地震災害警戒本部員一覧表 

区 分 職 名 

本部長 市長 

副本部長 副市長 

〃 教育長 

危機管理監 環境市民部長 

本部員 市長戦略部長 

〃 総務部長 

〃 健康福祉部長（福祉事務所長） 

〃 産業振興部長 

〃 デジタル部長 

〃 建設部長 

〃 水道部長 

〃 教育部長 

〃 危機管理調整監 

〃 富士山南東消防本部裾野消防署長 

〃 消防団長 

〃 裾野警察署員 
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別表第 3(第 8 条関係) 

裾野市地震災害警戒本部支部事務分掌 

支部名 支部長 事務分掌 

深良支部 深良支所長 
1 支部範囲の情報収集・伝達 

2 支部範囲行動職員の把握 

3 本部からの特命に関すること。 

富岡支部 富岡支所長 

須山支部 須山支所長 
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資料１-11 

市町村長以外の指示権者、根拠規定 

実施責任者 区 分 災 害 の 種 類 根 拠 法 令 

市 長 勧 告 ・ 指 示 災 害 全 般 災害対策基本法第６０条 

警 察 官 指 示 〃 
災害対策基本法第６１条 

警察官職務執行法第４条 

海 上 保 安 官 〃 〃 災害対策基本法第６１条 

知事またはその命 

を う け た 吏 員 
〃 

洪 水 ・ 高 潮 

地 す べ り 

水防法第２９条 

地すべり等防止法第２５条 

水 防 管 理 者 〃 洪 水 ・ 高 潮 水防法第２９条 

自 衛 官 〃 災 害 全 般 自衛隊法第９４条 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



資料編 １組織 

- 29 - 

資料１-12 

自主防災組織一覧 

西地区 

石脇区 佐野上宿区 佐野本宿区 佐野若狭区 佐野二区 

大畑区 上町区 緑町区 元町区 桃園区 

富沢区 南町区 二ツ屋一区 二ツ屋二区 堰原区 

伊豆島田区 水窪区    

 

東地区 

久根区 公文名一区 公文名二区 公文名三区 公文名四区 

公文名五区 稲荷アルミ区 中丸上区 中丸中区 中丸下区 

天理町区 滝頭区 本茶区 道上区 峰下市の瀬区 

鈴原区 茶畑団地区 青葉台区 和泉区 富士見台区 

麦塚区 新道区 東町区 本通り区 日の出元町区 

本村上中区 本村下区    

 

深良地区 

町震一区 町震二区 舞台団地区 南堀区 和市区 

遠道原区 切久保区 上原区 上原団地区 原区 

上須区 深良新田区 岩波区   

 

富岡地区 

千福区 御宿平山区 御宿上谷区 御宿新田区 御宿坂上区 

御宿入谷区 上城区 中村区 下条区 中里区 

田場沢区 森脇団地区 上ヶ田区 金沢区 今里区 

今里上区 下和田区 呼子区 矢崎区 トヨタ区 

御宿台区 千福が丘区 千福南区   

 

 

 

 

須山地区 

須山一区 須山二区 須山三区 須山四区 須山六区 

十里木地区     
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２ 災害の危険度 
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資料２-１ 

裾野市域における主な災害 

 

裾野市域における主な災害

災害発生日 種　別 概　要

昭和54.10.19 台風
台風20号による裾野市の被害は、床上浸水６棟、床下浸水１３棟、非住家の被害４棟、
田（流失・埋没）0.19ｈａ、田（冠水）0.ｈａ、畑（流失・埋没）3.66ｈａ、畑（冠水）0.07ｈ
ａ、道路被害7件、河川被害47件、水道被害１件

昭和56.2.２７ 異常低温 異常低温による裾野市の凍被害は、水道管破裂600余。

昭和57.11.３０ 大雨・強風 二つ玉低気圧による裾野市の被害は、床上浸水6棟、床下浸水52棟

昭和58.8．15～18 台風 台風5号及び6号による裾野市の被害は、道路被害３件、河川被害18件

昭和60.6.30～７．１ 台風 台風6号による裾野市の被害は、道路被害1件、河川被害１件

平成2.9．13～16 豪雨
秋雨前線豪雨による裾野市の被害は、軽症者1人、一部破損１棟、床上浸水３３棟、床下
浸水２７５棟。土砂崩れによる水道管破損１件→自衛隊派遣要請し給水車５ｔ飲料水確
保。

平成８.９．２２ 台風 台風１７号による裾野市の被害は、重傷者２人、一部破損１棟

平成９.６．２０ 台風 台風７号による裾野市の被害は、床下浸水１棟

平成９.１１．２９～３０ 豪雨 豪雨による裾野市の被害は、床下浸水１棟

平成１０.８.27～9．1 豪雨 豪雨による裾野市の被害は、軽症者1人、全壊１棟、床下浸水3棟

平成11.１１.1 豪雨 豪雨による裾野市の被害は、床下浸水４棟

平成12.7.2 豪雨 豪雨による裾野市の被害は、床上浸水1棟、床下浸水2棟

平成12.11.2 豪雨 豪雨による裾野市の被害は、床下浸水3棟

平成15.7.3～4 豪雨 豪雨による裾野市の被害は、床下浸水3棟

平成16.8.17～18 台風 台風15号による裾野市の被害は、床下浸水3棟

平成16.12.４～5 豪雨・暴風 豪雨・暴風による裾野市の被害は、一部損壊３棟

平成19.7.４ 豪雨 豪雨による裾野市の被害は、床下浸水6棟、

平成19.9.５～7 台風
台風9号による裾野市の被害は、全壊1棟、半壊1棟、一部損壊3棟、床上浸水5棟、床下
浸水２５棟

平成21.8.11 地震 地震による裾野市の被害は、重傷者1人、軽症者1人

平成23.3.15 地震 県東部地震による裾野市の被害は、一部損壊86棟

平成23.6.１１ 大雨 大雨による裾野市の被害は、床下浸水４棟

平成23.9.19 台風 台風15号による裾野市の被害は、軽症者２人

平成26.2.１４ 大雪 南岸低気圧による大雪による裾野市の被害は、重症1人、軽症１

平成30.９.30 台風
台風２4号による裾野市の被害は、看板落下1件、ガラス窓損壊４件、屋根飛散３件、
シャッター破損数件、カーブミラー折損1件、フェンス損壊１件、竹の飛散1件、ブロック
塀倒壊1件発生。停電１,１６０軒

令和元.8.28 大雨 大雨による裾野市の被害は、土砂流出1件、床下浸水14件

令和元.9.８ 台風
台風15号による裾野市の被害は、倒木2箇所、家屋付属物の落下1件、目隠し板破損１
件、道路没落1件、側溝詰まり1件

令和元.10.12 台風
台風19号による裾野市の被害は、崖崩れ1箇所、道路崩壊4箇所、床下浸水16件、一部
損壊1件

令和2.6.30 大雨 大雨による裾野市の被害は、崖崩れ1件

令和2.7.26 大雨 大雨による裾野市の被害は、床下浸水3件

令和３.7.２～４ 大雨
大雨による裾野市の被害は、床下浸水５件、公共施設1ケ所、農地被害4ケ所、道路被
害：８９ケ所、河川被害：３２ケ所、林道被害２１ケ所、土砂崩れ７ケ所、農業用水路被害２
５ケ所、その他被害９ケ所

※ 平成２6年以降は「市の災害記録」より抽出
※ 平成２３年以前は「静岡県の災害年報」より抽出
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資料２-２ 

河 川 一 覧 

区
分 

水
系 河 川 名 起    点 終  点 

延長(m) 

(市内) 

一 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

級 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

狩 
 
 
 
 
 
 
 
 

野 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

川 

黄 瀬 川 
左岸 御殿場市茱萸沢字丸田 1207-2 地

先 
狩野川への合流点 

29,950 

(8,600) 

佐 野 川 
須山字大沢入ノ沢堂ケ尾五本池沢入 

2311-1 地先の砂防堰堤 
黄瀬川への合流点 14,250 

裾野大久保川 
左岸 葛山字カヤノ木久保 278-1 地先 
右岸 葛山字根木畑 226-1 地先 

佐野川への合流点 1,700 

金 沢 川 今里字木の根坂 1580 地先の貯砂堰堤 佐野川への合流点 3,000 

用 沢 川 
左岸 須山字内野の内用沢 1932 地先 

右岸 須山字大坂 1944-1 地先 
佐野川への合流点 4,500 

又 沢 川 
左岸 須山字大野 3081 地先 

右岸 須山字大野 3082 地先 
用沢川への合流点 1,300 

下 和 田 川 下和田字内平 725 地先の市道橋 佐野川への合流点 2,600 

深 良 川 深良字穴口下 4222-1 地先の隧道下流端 黄瀬川への合流点 7,800 

久 保 川 
御殿場市永塚字大沢 481 地先の無名橋下

流端 
黄瀬川への合流点 

11,500 

(5,750) 

大 場 川 滝沢の合流点 狩野川への合流点 
17,650 

(5,750) 

梅ノ木沢川 富沢字平林 570-1 地先の東名高速道路橋 黄瀬川への合流点 
2,000 

(750) 

泉 川 深良字恋池向 3680-1 地先の市道橋 大場川への合流点 4,500 

入 田 川 
左岸 茶畑字大入 1365-4 地先 

右岸 茶畑字鎧沢 2020-2 地先 
泉川への合流点 1,500 

準 
 
 
 
 
 

用 

大 柄 沢 川 
左岸 深良字遠道原上 588 地先 

右岸 深良字寺田 545-1 地先 
黄瀬川への合流点 2,600 

小 柄 沢 川 
左岸 深良字震橋 124-2 地先 

右岸 深良字震橋 120-1 地先 
黄瀬川への合流点 3,800 

久 保 川 
左岸 上ヶ田字待合田 16-1 地先 

右岸 御宿字坂口 863 地先 
佐野川への合流点 2,800 

中 川 
左岸 伊豆島田字堰所 650-1 地先 

右岸 水窪字道場山 229-1 地先 
大場川への合流点 1,500 

三 間 堀 川 
左岸 深良字震橋 119 地先 

右岸 深良字震橋 124-2 地先 
中川への合流点 4,100 

泉 川 
左岸 深良字香柿畑 3758-13 地先 

右岸 深良字道城平 3708-9 地先 
泉川の起点 1,130 

小 沢 川 深良字道城平 3646-1 地先 
深良字道城平 

3708-9 地先 
90 
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資料２-３ 

土砂災害危険箇所一覧 

● 土石流 

№ 箇所番号 危険箇所名 
土砂災害 

警戒区域名 
大字 備考 

1 220-Ⅰ-001 深良川 深良川 深良  

2 220-Ⅰ-002 深良川右支川１ 深良川右支川 深良  

3 220-Ⅰ-003 深良川右支川２ 深良川右支川Ａ 深良  

4 220-Ⅰ-004 深良川左支川 深良川左支川 深良  

5 220-Ⅰ-005 深良川右支川３ 深良川右支川Ｂ 深良  

6 220-Ⅰ-006 深良川右支川４ 深良川右支川Ｃ 深良  

7 220-Ⅰ-007 原沢１ 原入沢 深良  

8 220-Ⅰ-008 原沢２ 原沢 深良  

9 220-Ⅰ-009 谷戸沢 深良谷戸沢 深良  

10 220-Ⅰ-010 沢入沢 沢入沢 深良  

11 220-Ⅰ-012 大場川右支川１ 大場川右支川Ａ 茶畑  

12 220-Ⅰ-013 大場川右支川３ 大場川右支川Ｃ 茶畑  

13 220-Ⅰ-014-1 滝ノ沢 滝ノ沢Ａ 須山  

14 220-Ⅰ-014-2 滝ノ沢 滝ノ沢Ｂ 須山 箇所分割 

15 220-Ⅰ-015 下和田沢１ 下和田沢Ａ 下和田  

16 220-Ⅰ-016 下和田沢２ 下和田沢Ｂ 下和田  

17 220-Ⅰ-018 今里沢１ 今里沢Ａ 今里  

18 220-Ⅰ-019 田場沢川 田場沢川 葛山  

19 220-Ⅰ-020 葛山沢 葛山沢 葛山  

20 220-Ⅰ-021 桃園沢 桃園沢 桃園  

21 220-Ⅰ-022 大畑沢左支川 大畑沢左支川 大畑  

22 220-Ⅰ-023 大畑沢右支川 大畑沢右支川 大畑  

23 220-Ⅱ-001 泉川右支川 泉川右支川 深良  

24 220-Ⅱ-002 泉川左支川３ 泉川左支川Ｃ 久根  

25 220-Ⅱ-003 大場川右支川２ 大場川右支川Ｂ 茶畑  

26 220-Ⅱ-004 大場川右支川４ 大場川右支川Ｄ 茶畑  

27 220-Ⅱ-005 大場川右支川５ 大場川右支川Ｅ 茶畑  

28 220-Ⅱ-006 大場川右支川６ 大場川右支川Ｆ 茶畑  

29 220-Ⅱ-007 峰下沢 峰下沢 峰下  

30 220-Ⅱ-008-1 とん沢 谷戸沢Ａ 日向  

31 220-Ⅱ-008-2 とん沢 谷戸沢Ｂ 日向 箇所分割 

32 220-Ⅱ-009 今里沢２ 今里沢Ｂ 今里  

33 220-Ⅱ-010 観音洞沢 観音洞沢 葛山  

34 220-Ⅱ-011 上城沢１ 上城沢Ａ 葛山  

35 220-Ⅱ-012 上城沢２ 上城沢Ｂ 葛山  

36 220-Ⅱ-014 谷津川左支川 谷津川左支川 千福  

37 220-Ⅱ-015 富沢 富沢 富沢  

38 220-Ⅱ-016 谷津川 谷津川 千福  

39 220-Ⅲ-001 泉川左支川１ 泉川左支川Ａ 深良  

40 220-Ⅲ-002 泉川左支川２ 泉川左支川Ｂ 久根  

41 220-Ⅲ-003 入田川 入田川 茶畑  
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42 220-Ⅲ-003-2 入田川-２ 入田川Ａ 茶畑 箇所分割 

43 220-Ⅲ-003-3 入田川-３ 入田川Ｂ 茶畑 箇所分割 

44 220-Ⅲ-005 細野沢 細野沢 千福  

45 220-Ｓ-001 泉川左支川Ａ 泉川左支川Ｄ 公文名  

46 220-Ｓ-003 今里沢Ａ  今里  

47 220-Ｓ-003 上城沢Ａ 西ノ窪沢 葛山  

48 220-Ｓ-004 下和田沢Ａ 下和田沢Ｃ 下和田  

49 220-Ｓ-005 下和田沢Ｂ 下和田沢Ｄ 下和田  

50 220-Ｓ-006 下和田沢Ｃ 下和田沢Ｅ 下和田  

51 220-Ｓ-007 今里沢Ｂ 今里沢Ｃ 今里  

52 220-Ｓ-008 今里沢Ｃ 今里沢Ｄ 今里  

53 220-Ｓ-009 観音洞沢Ａ 田場沢 葛山 43 

 

※区分  Ⅰ：被害想定区域内で人家が５戸以上等ある箇所 

Ⅱ：被害想定区域内で人家が１～４戸ある箇所 

Ⅲ：被害想定区域内で人家がないが住宅立地等が見込まれる箇所 

        （Ⅰ、Ⅱ、Ⅲは平成 29 年度までの区分。Ｓは人家戸数の区分無しの箇所） 

        （危険箇所と警戒区域の範囲・名称は必ずしも一致しない）  
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● 急傾斜地の崩壊 

№ 箇所番号 危険箇所名 
土砂災害    

警戒区域名 
大字 小字 

1  103-Ⅰ-0049  鎧沢  鎧沢  茶畑  鎧沢 

2  103-Ⅰ-0050  入洞  入ノ洞  桃園  入洞 

3  103-Ⅰ-0691  下谷戸  下谷戸  深良  下谷戸 

4  103-Ⅰ-0692  沢入日蔭  沢入日蔭  深良  沢入日蔭 

5  103-Ⅰ-0693  鹿島山  鹿島山  公文名  鹿島山 

6  103-Ⅰ-0694  中坪  中坪  公文名  中坪 

7  103-Ⅰ-0695  公文名山下  公文名山下  公文名  山下 

8  103-Ⅰ-0696  日影林  日影林  茶畑  日影林 

9  103-Ⅰ-0697  峯坂№２  峯坂Ａ  茶畑  峯坂 

10  103-Ⅰ-0698  峯坂  峯坂  茶畑  峯坂 

11  103-Ⅰ-0699  峰下  峰下  茶畑  峰下 

12  103-Ⅰ-0700  屯屋敷  屯屋敷  茶畑  屯屋敷 

13  103-Ⅰ-0701  道場山  道場山  茶畑  道場山 

14  103-Ⅰ-0702  内畑  内畑  富沢  内畑 

15  103-Ⅰ-0703  桃園山下  桃園山下  桃園  山下 

16  103-Ⅰ-0704  大畑  古城跡  大畑  古城跡 

17  103-Ⅰ-0706  葛山中田  葛山中田  葛山  中田 

18  103-Ⅰ-0707  葛山中田№３  上円田  葛山  中田 

19  103-Ⅰ-0708  田久保  山ノ神戸  金沢  田久保 

20  103-Ⅰ-0709  横山下  横山下  金沢  横山下 

21  103-Ⅰ-0710  大久保  大久保  金沢  大久保 

22  103-Ⅰ-0711  トノカイト  トノカイト  下和田 トノカイト 

23  103-Ⅰ-0712  中条  中条  下和田  中条 

24  103-Ⅰ-0713  オトウ坂  桑原  下和田  オトウ坂 

25  103-Ⅰ-0714  新井  新井  須山  新井 

26  103-Ⅰ-3368  原  原Ａ  深良  原 

27  103-Ⅱ-0497  桃園  欅坂  桃園  桃園 

28  103-Ⅱ-0498  原№２  原Ｂ  深良  原 

29  103-Ⅱ-0499  大畑  沢入  大畑  大畑 

30  103-Ⅱ-0500  谷津  谷津  千福  谷津 

31 103-Ⅱ-0502  茶畑  茶畑Ａ  茶畑  茶畑 

32 103-Ⅱ-0503 市ノ瀬 市ノ瀬Ａ 茶畑 市ノ瀬 
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33 103-Ⅱ-0504 市ノ瀬 No.２ 市ノ瀬Ｂ 茶畑 市ノ瀬 

34 103-Ⅲ-0121 茶畑 No.４ 茶畑Ｂ 茶畑 茶畑 

35 103-Ｓ-3001 須山Ｃ 鑵子山 須山 藤原 

36 103-Ｓ-3002 下和田Ｂ トノカイトＢ 下和田 寺山 

37 103-Ｓ-3003 呼子Ａ 呼子Ｂ 呼子三丁目 
呼子 

三丁目 
 

38 103-Ｓ-3004 呼子Ｃ 呼子二丁目 
呼子 

二丁目 
 

39 103-Ｓ-3005 葛山Ｂ 葛山北 葛山 子ノ神 

40 103-Ｓ-3006 千福Ａ 千福Ａ 千福 下細野 

41 103-Ｓ-3007 茶畑Ｅ 峯坂Ｂ 茶畑 峯坂 

42 103-Ｓ-3008 富沢Ａ 富沢Ａ 富沢 瀬戸山 

43 103-Ｓ-3009 富沢Ｇ 滝ノ洞 富沢 下耕地 

44 103-Ｓ-3010 茶畑Ｃ 茶畑Ｄ 茶畑鈴原 茶畑 逢洞 

45 103-Ｓ-3011 須山Ｂ 須山Ａ 須山 向山 

46 103-Ｓ-3012 須山Ａ 須山Ｂ 須山 田向 

47 103-Ｓ-3013 下和田Ａ トノカイトＣ 下和田 トノカイト 

48 103-Ｓ-3014 今里Ｂ 今里Ａ 今里 入方 

49 103-Ｓ-3015 今里Ｃ 今里Ｂ 今里 新田畑 

50 103-Ｓ-3016 深良Ａ 深良Ａ 深良 桃木畑 

51 103-Ｓ-3017 深良Ｂ 深良Ｂ 深良 祖父離比良 

52 103-Ｓ-3018 深良Ｃ 上須 深良 小林山 

53 103-Ｓ-3019 岩波Ａ 岩波 岩波 東海戸 

54 103-Ｓ-3020 葛山Ｄ  葛山  

55 103-Ｓ-3021 千福Ｃ 千福が丘一丁目 
千福が

丘一丁目 
 

56 103-Ｓ-3022 千福Ｄ 千福Ｂ 千福 長沢 

57 103-Ｓ-3023 大畑Ａ 古城跡Ｂ 大畑 上ノ田 

58 103-Ｓ-3024 桃園Ａ 欅坂Ｂ 桃園 入ノ洞 

59 103-Ｓ-3025 茶畑Ｆ 市之瀬 茶畑 市之瀬 

60 103-Ｓ-3026 富沢Ｂ 深田Ａ 富沢 深田添 

61 103-Ｓ-3027 富沢Ｄ 深田Ｂ 富沢 深田 

※区分  Ⅰ：被害想定区域内で人家が５戸以上等ある箇所 

Ⅱ：被害想定区域内で人家が１～４戸ある箇所 

Ⅲ：被害想定区域内で人家がないが住宅立地等が見込まれる箇所 

         （Ⅰ、Ⅱ、Ⅲは平成 29 年度までの区分。Ｓは人家戸数の区分無しの箇所） 

         （危険箇所と警戒区域の範囲・名称は必ずしも一致しない） 
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資料２-４ 

土砂災害（特別）警戒区域一覧 

● 土石流 

№ 指定区域名 

警戒 

区域 

(ｲｴﾛ

ー) 

特別 

警戒 

区域 

(ﾚｯ

ﾄﾞ) 

所在地 
避難施設・

避難経路 

ハザ

ードマ

ップ策

定 

要配

慮者

利用

施設 

(※2） 

指定年月日 

1 深良川 ○ ○ 深良字豊後 他 深良ｺﾐｾﾝ 済  H26.3.28 

2 深良川右支川 ○  深良字豊後 他 深良ｺﾐｾﾝ 済  H26.3.28 

3 深良川右支川Ａ ○ ○ 深良字豊後 他 深良ｺﾐｾﾝ 済  H26.3.28 

4 深良川左支川 ○ ○ 深良字桃木畑 他 深良ｺﾐｾﾝ 済  H26.3.28 

5 深良川右支川Ｂ ○ ○ 深良字馬坂尻 他 深良ｺﾐｾﾝ 済  H26.3.28 

6 深良川右支川Ｃ ○ ○ 深良字馬坂尻 他 深良ｺﾐｾﾝ 済  H26.3.28 

7 原入沢 ○ ○ 深良字猿ヶ谷 他 深良ｺﾐｾﾝ 済  H26.3.28 

8 原沢 ○  深良字猿ヶ谷 他 深良ｺﾐｾﾝ 済  H26.3.28 

9 沢入沢 ○ ○ 深良字茗ヶ沢 他 深良ｺﾐｾﾝ 済  H26.3.28 

10 大場川右支川Ａ ○ ○ 茶畑字市ノ瀬 他 東ｺﾐｾﾝ 済  H26.3.28 

11 大場川右支川Ｃ ○ ○ 茶畑字中川原 他 東ｺﾐｾﾝ 済  H26.3.28 

12 泉川右支川 ○ ○ 深良字道城平 他 深良ｺﾐｾﾝ 済  H26.3.28 

13 泉川左支川Ｃ ○ ○ 久根字洞山 他 東ｺﾐｾﾝ 済  H26.3.28 

14 大場川右支川Ｂ ○ ○ 茶畑字鴻ノ巣 他 東ｺﾐｾﾝ 済 

特養

富岳

一ノ瀬

荘 

H26.3.28 

15 大場川右支川Ｄ ○ ○ 茶畑字鴻ノ巣 他 東ｺﾐｾﾝ 済  H26.3.28 

16 大場川右支川Ｅ ○ ○ 茶畑字中川原 他 東ｺﾐｾﾝ 済  H26.3.28 

17 大場川右支川Ｆ ○ ○ 茶畑字姥山 他 東ｺﾐｾﾝ 済  H26.3.28 

18 峰下沢 ○ ○ 茶畑字姥山 他 東ｺﾐｾﾝ 済  H26.3.28 

19 泉川左支川Ａ ○  深良字小谷ト 他 深良ｺﾐｾﾝ 済  H26.3.28 

20 泉川左支川Ｂ ○ ○ 深良字山下 他 深良ｺﾐｾﾝ 済  H26.3.28 

21 入田川 ○ ○ 茶畑字鎧沢 他 東ｺﾐｾﾝ 済  H26.3.28 

22 入田川Ａ ○ ○ 茶畑字菅沢 他 東ｺﾐｾﾝ 済  H26.3.28 

23 入田川Ｂ ○ ○ 茶畑字日影林 他 東ｺﾐｾﾝ 済 

清水

館医

院 

H26.3.28 

24 滝ノ沢Ａ ○ ○ 須山字滝ノ沢 他 須山ｺﾐｾﾝ 済  H26.12.24 

25 滝ノ沢Ｂ ○ ○ 須山字滝ノ沢 須山ｺﾐｾﾝ 済  H26.12.24 

26 下和田沢Ａ ○  下和田字坂上 富岡ｺﾐｾﾝ 済  H26.12.24 

27 下和田沢Ｂ ○ ○ 下和田字中条 他 富岡ｺﾐｾﾝ 済  H26.12.24 

28 今里沢Ａ ○ ○ 今里字入方 富岡ｺﾐｾﾝ 済  H26.12.24 

29 田場沢川 ○ ○ 葛山字柏木場 他 富岡ｺﾐｾﾝ 済  H26.12.24 

30 葛山沢 ○ ○ 葛山字伯母子沢 富岡ｺﾐｾﾝ 済  H26.12.24 

31 桃園沢 ○  桃園字欅沢 西小学校 済  H26.12.24 

32 大畑沢左支川 ○ ○ 大畑字小沢入 西小学校 済  H26.12.24 

33 大畑沢右支川 ○  大畑字沢入 西小学校 済  H26.12.24 
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34 谷戸沢Ａ ○ ○ 須山字田向 他 須山ｺﾐｾﾝ 済  H26.12.24 

35 谷戸沢Ｂ ○ ○ 須山字向山 須山ｺﾐｾﾝ 済  H26.12.24 

36 今里沢Ｂ ○ ○ 今里字棚返 富岡ｺﾐｾﾝ 済  H26.12.24 

37 観音洞沢 ○ ○ 葛山字田場沢 富岡ｺﾐｾﾝ 済  H26.12.24 

38 上城沢Ａ ○ ○ 葛山字柳洞 富岡ｺﾐｾﾝ 済  H26.12.24 

39 上城沢Ｂ ○ ○ 葛山字柳洞 富岡ｺﾐｾﾝ 済  H26.12.24 

40 谷津川左支川 ○ ○ 千福字細窪 富岡ｺﾐｾﾝ 済  H26.12.24 

41 富沢 ○ ○ 富沢字茗荷谷 他 西小学校 済  H26.12.24 

42 谷津川 ○ ○ 千福字五本木 他 富岡ｺﾐｾﾝ 済  H26.12.24 

43 細野沢 ○  千福字細野沢 富岡ｺﾐｾﾝ 済  H26.12.24 

44 泉川左支川Ｄ ○ ○ 公文名字陳ヶ洞 東ｺﾐｾﾝ 済  H30.9.28 

45 西ノ窪沢 ○ ○ 葛山字西ノ窪 他 富岡ｺﾐｾﾝ 済  H30.9.28 

46 下和田沢Ｃ ○  下和田字トノカイト 富岡ｺﾐｾﾝ 済  H30.9.28 

47 下和田沢Ｄ ○ ○ 下和田字トノカイト 富岡ｺﾐｾﾝ 済  H30.9.28 

48 下和田沢Ｅ ○ ○ 下和田字中条 富岡ｺﾐｾﾝ 済  H30.9.28 

49 今里沢Ｃ ○ ○ 今里字大久保 富岡ｺﾐｾﾝ 済  H30.9.28 

50 今里沢Ｄ ○ ○ 今里字入方 富岡ｺﾐｾﾝ 済  H30.9.28 

51 田場沢 ○ ○ 葛山字田場沢 富岡ｺﾐｾﾝ 済  H30.9.28 

52 谷戸沢 ○ ○ 深良字小谷戸山 他 深良ｺﾐｾﾝ 済  R０２.３.１３ 
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● 急傾斜地の崩壊 

№ 指定区域名 

警戒 

区域 

(ｲｴﾛｰ) 

特別 

警戒 

区域 

(ﾚｯ

ﾄﾞ) 

所在地 
避難施設・

避難経路 

ハザー

ドマッ

プ策

定 

要配慮

者利用

施設 

(※2） 

指定年月日 

1 中坪 ○ ○ 公文名字中坪 他 東ｺﾐｾﾝ 済  H30.9.28 

2 峯坂 ○  茶畑字峯坂 東ｺﾐｾﾝ 済  H30.9.28 

3 峰下 ○  茶畑 東ｺﾐｾﾝ 済  H19.8.10 

4 道場山 ○ ○ 茶畑字道場山 東ｺﾐｾﾝ 済  H30.9.28 

5 桃園山下 ○  桃園字山下 西小学校 済  H30.9.28 

6 鎧沢 ○ ○ 茶畑字江洞 他 東ｺﾐｾﾝ 済  H26.3.28 

7 下谷戸 ○ ○ 深良字下谷戸 他 深良ｺﾐｾﾝ 済  H26.3.28 

8 沢入日影 ○ ○ 深良字善当 他 深良ｺﾐｾﾝ 済  H26.3.28 

9 鹿島山 ○ ○ 公文名字鹿島山 他 東ｺﾐｾﾝ 済  H26.3.28 

10 公文名山下 ○ ○ 公文名字山下 他 東ｺﾐｾﾝ 済  H26.3.28 

11 日影林 ○ ○ 茶畑字大入 他 東ｺﾐｾﾝ 済 
清水館

医院 
H26.3.28 

12 峯坂Ａ ○ ○ 茶畑字峯下 他 東ｺﾐｾﾝ 済  H26.3.28 

13 屯屋敷 ○ ○ 茶畑字屯屋敷 他 東ｺﾐｾﾝ 済  H26.3.28 

14 原Ａ ○ ○ 深良字原 他 深良ｺﾐｾﾝ 済  H26.3.28 

15 原Ｂ ○ ○ 深良字道城平 他 深良ｺﾐｾﾝ 済  H26.3.28 

16 茶畑Ａ ○ ○ 茶畑字屯屋敷 他 東ｺﾐｾﾝ 済  H26.3.28 

17 市ノ瀬Ａ ○ ○ 茶畑字中川原 他 東ｺﾐｾﾝ 済  H26.3.28 

18 市ノ瀬Ｂ ○ ○ 茶畑字中川原 他 東ｺﾐｾﾝ 済 

特養 

富岳 

一ノ瀬

荘 

H26.3.28 

19 茶畑Ｂ ○ ○ 茶畑字大入 東ｺﾐｾﾝ 済  H26.3.28 

20 入ノ洞 ○ ○ 桃園字入ノ洞 他 西小学校 済  H26.12.5 

21 内畑 ○ ○ 富沢字内畑 他 西小学校 済  H26.12.5 

22 古城跡 ○ ○ 大畑字古城跡 西小学校 済  H26.12.5 

23 葛山中田 ○ ○ 葛山字中田 他 富岡ｺﾐｾﾝ 済  H26.12.5 

24 上円田 ○ ○ 葛山上円田 他 富岡ｺﾐｾﾝ 済  H26.12.5 

25 山ノ神戸 ○ ○ 
上ケ田字山ノ神戸 

他 

富岡ｺﾐｾﾝ 
済  H26.12.5 

26 横山下 ○ ○ 金沢字横山下 富岡ｺﾐｾﾝ 済  H26.12.5 

27 大久保 ○ ○ 今里字大久保 富岡ｺﾐｾﾝ 済  H26.12.5 

28 トノカイト ○ ○ 
下和田字トノカイ 

他 

富岡ｺﾐｾﾝ 
済  H26.12.5 

29 中条 ○ ○ 下和田字中条 他 富岡ｺﾐｾﾝ 済  H26.12.5 

30 桑原 ○ ○ 下和田字桑原 他 富岡ｺﾐｾﾝ 済  H26.12.5 

31 新井 ○ ○ 須山字新井 須山ｺﾐｾﾝ 済  H26.12.5 

32 欅坂 ○ ○ 桃園字欅坂 他 西小学校 済  H26.12.5 

33 沢入 ○ ○ 大畑字沢入 西小学校 済  H26.12.5 

34 谷津 ○ ○ 千福字谷津 他 富岡ｺﾐｾﾝ 済  H26.12.5 

35 鑵子山 ○ ○ 須山字藤原 須山ｺﾐｾﾝ 済  H30.9.28 
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36 トノカイトＢ ○ ○ 下和田字寺山 他 富岡ｺﾐｾﾝ 済  H30.9.28 

37 呼子三丁目 ○ ○ 呼子三丁目 他 富岡ｺﾐｾﾝ 済  H30.9.28 

38 呼子二丁目 ○ ○ 呼子二丁目 他 富岡ｺﾐｾﾝ 済  H30.9.28 

39 葛山北 ○ ○ 葛山字子ノ神 他 富岡ｺﾐｾﾝ 済  H30.9.28 

40 千福Ａ ○ ○ 千福字下細野 他 富岡ｺﾐｾﾝ 済  H30.9.28 

41 峯坂Ｂ ○ ○ 茶畑字峯坂 他 東ｺﾐｾﾝ 済  H30.9.28 

42 富沢Ａ ○ ○ 富沢字瀬戸山 他 西小学校 済  H30.9.28 

43 滝ノ洞 ○ ○ 富沢字下耕地 他 西小学校 済  H30.9.28 

44 茶畑鈴原 ○ ○ 茶畑逢洞 他 東ｺﾐｾﾝ 済 

特養茶

畑ヒル

ズ 

H30.9.28 

45 須山Ａ ○ ○ 須山字向山 他 須山ｺﾐｾﾝ 済  H30.9.28 

46 須山Ｂ ○ ○ 須山字田向 他 須山ｺﾐｾﾝ 済  H30.9.28 

47 トノカイトＣ ○ ○ 下和田字トノカイト 富岡ｺﾐｾﾝ 済  H30.9.28 

48 今里Ａ ○ ○ 今里字入方 他 富岡ｺﾐｾﾝ 済  H30.9.28 

49 今里Ｂ ○ ○ 今里字新田畑 他 富岡ｺﾐｾﾝ 済  H30.9.28 

50 深良Ａ ○ ○ 深良字桃木畑 深良ｺﾐｾﾝ 済  H30.9.28 

51 深良Ｂ ○ ○ 
深良字祖父離比良 

他 

深良ｺﾐｾﾝ 済 
 H30.9.28 

52 上須 ○ ○ 深良字小林山 他 深良ｺﾐｾﾝ 済  H30.9.28 

53 岩波 ○ ○ 岩波字東海戸 他 深良ｺﾐｾﾝ 済  H30.9.28 

54 千福が丘一丁目 ○ ○ 千福が丘一丁目 他 富岡ｺﾐｾﾝ 済  H30.9.28 

55 千福Ｂ ○ ○ 千福字長沢 富岡ｺﾐｾﾝ 済  H30.9.28 

56 古城跡Ｂ ○ ○ 大畑字上ノ田 他 西小学校 済  H30.9.28 

57 欅坂Ｂ ○ ○ 桃園字入ノ洞 他 西小学校 済  H30.9.28 

58 市之瀬 ○ ○ 茶畑字市之瀬 他 東ｺﾐｾﾝ 済  H30.9.28 

59 深田Ａ ○ ○ 富沢字深田添 他 西小学校 済  H30.9.28 

60 深田Ｂ ○ ○ 富沢字深田 他 西小学校 済  H30.9.28 

※「特養」は「特別養護老人ホーム」の略。 

 

○市が開設する避難施設は表中の施設とする。開設は必要に応じて行う。避難施設の正式名称は次のとおりである。 

 東ｺﾐｾﾝ・・・東地区コミュニティセンター 

 深良ｺﾐｾﾝ・・深良地区コミュニティセンター 

 富岡ｺﾐｾﾝ・・富岡地区コミュニティセンター 

 須山ｺﾐｾﾝ・・須山地区コミュニティセンター 

○各区域ごとの避難経路や避難施設については、各自主防災会により定める。 

○土砂災害に関する情報の収集・警報の発令等については、地域防災計画一般対策編第２章第１４節「住民の避難誘導体制」に

おいて定める。 

○救助に関する事項については、消防本部が主体となり対応する。消防本部による救出の状況が困難なときは、警察・他消防

機関・県及び自衛隊に応援を要請する。 

○要配慮者施設への警報の伝達等については、施設に直接電話にて連絡する。 

  



資料編 ２災害の危険度 

- 41 - 

資料２-５ 

山地災害危険地一覧 

№ 大  字 字  等 
直接保全対象施設 

備  考 
人家戸数 種  類 

1 桃 園 山 下 ３２ 市 道 定輪寺裏 

2 桃 園 山 下 ３３ 市 道  

3 葛 山 田 場 沢 １３ 市 道  

4 下 和 田 上 方 １３ 市 道  

5 茶 畑 峰 下 １２ 市 道  

6 久 根 長 尾 ２０ 市 道  

7 深 良 南 堀 ２７ 市 道 天神橋東 

8 岩 波 東 海 戸 １１ 市 道 元町営住宅裏 

9 須 山 十 里 木 ６ 県 道  

10 千 福 細 野 ８ 市 道  

11 富 沢 滝 ノ 洞 １１ 市 道  
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資料２-６      

 

 

 

裾野市 第４次地震被害想定 
 

 

初版 平成２６年２月２１日 

修正 平成３０年２月 ５日 

修正 令和 ２年２月 ４日 

修正 令和 ３年２月 ４日 

修正 令和 ４年２月 ４日 
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（記述要領） 

１ 表現については、県が作成した想定結果データに基づき客観的に事実を記述している。 

２ コメントなど評価については、※で標記している。これは、主観で記述しているところがあり現時点（平成

２６年２月）でのものであり、他の情報、データの更新により変わることを理解していただきたい。 

 

目 次 

１ 地震被害想定策定の根拠と目的 

（１） 根拠 

（２） 目的 

 

２ 第４次地震被害想定使用上の留意事項 

 

３ 静岡県第４次地震被害想定 

(1) 第４次地震被害想定の経緯等 

（2） 第４次地震被害想定の枠組み 

（3） 駿河トラフ・南海トラフ沿いで発生する地震分布、津波高等 

（4） 相模トラフ沿いで発生する地震分布、津波高等 

 

４ 裾野市 第４次地震被害想定の総括要領 

 

５ 裾野市 第４次地震被害想定（県１次報告分） 

（1） 裾野市の震度分布 

（2） 裾野市の人的被害 

（3） 裾野市の建物被害 

 

６ 裾野市 第４次地震被害想定（県２次報告分） 

（1） 裾野市の上下水道の被害 

（2） 裾野市の電力被害 

（3） 裾野市の通信（固定・携帯）被害 

（4） 裾野市のガス（都市ガス・ＬＰガス）被害 

（5） 裾野市の道路被害 

（6） 裾野市の鉄道被害 

（7） 裾野市で発生する避難者 

（8） 裾野市の医療への支障等 

（9） 裾野市から発生する災害廃棄物 

 

参考資料第 1 「震度と揺れ等の状況（概要）」 気象庁から引用 

参考資料第 2 「裾野市の震度分付図」     静岡県作成資料から引用 

参考資料第 3 「裾野市の液状化分布図」    静岡県作成資料から引用 
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１ 地震被害想定策定の根拠と目的 

（1） 根拠 

中央防災会議で作成する防災基本計画には、「国及び地方公共団体は、被害の全体像の明確化及び広域的な防災対策の立

案の基礎とするため、具体的な被害を算定する被害想定を行うものとする」とある。 

 

（2） 目的 

静岡県第４次地震被害想定は、地震・津波による自然の外力や、それらがもたらす被害の様相を、あらかじめ想定し、今後の

地震・津波対策の基礎資料として活用する目的で作成している。 

裾野市第４次地震被害想定は、裾野市において津波の被害がないことから、今後 の大規模な地震対策の基礎資料として活

用する目的である。 

 

２ 第４次地震被害想定使用上の留意事項 

県の作成報告書によると この第４次地震被害想定を読む場合には、以下の事項を留意する必要があると記述されている。 

  

○第１次報告において示した地震分布や津波高等については、最新の科学的知見に基づき推計したものであるが、不確実性を

伴う複雑な自然現象である地震・津波の挙動を正確に予測することは困難である。推計結果はある程度の幅をもつもので

あり、実際の地震、津波が推計結果を超える可能性があることに留意する必要がある。 

 

○第２次報告において定量的に行った被害想定は、阪神・淡路大震災や東日本大震災等の被害状況を踏まえて検討したもので

あるが、個々の項目の想定手法は、必ずしも確立されたものではない。したがって、被害想定の各数値は、確定的なものでは

なく、ある程度の幅を持つもの、傾向を示すものと受け止めていただきたい。 

 

上記の留意事項を肝に銘じてこの第４次地震被害想定を認識する必要がある。 
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３ 静岡県第４次地震被害想定 

(1) 地震被害想定の経緯等 

ア 昭和５１年（1976 年）に、東海地震説が発表されてから、静岡県では東海地震対策を最重要課題の一つとして位置付け、

積極的に地震対策に取り組んできた。そして、社会環境の変化や地震災害に関する科学的な知見の蓄積などに応じて、昭

和 53 年（１９７８年）、平成 5 年（１９９３年）、平成 13 年（2001 年）の３回にわたり、地震被害想定を実施し、地震対策を

効果的に進めるための基礎資料として活用してきた。 

 

イ 平成 23 年 3 月 11 日に発生した、我が国地震観測史上最大となるマグニチュード 9.0 の巨大地震「東北地方太平洋沖

地震」が発生し、東日本の太平洋岸の広範な地域に甚大な被害をもたらし、岩手・宮城・福島の東北３県の沿岸部を中心に

約 2 万人の尊い命を奪う大災害「東日本大震災」となった。 これにより、既往最大クラスの地震を想定対象としてきた地

震被害想定の在り方に対しても、新たな課題を提起するものとなった。 

 

ウ 静岡県の地震被害想定 

◆昭和 51 年（1976 年）東海地震説発表 ◇昭和 53 年（1978 年）  第１次地震被害想定 

◆地震対策事業の実施、社会環境の変化 ◇平成  5 年（1993 年）  第２次地震被害想定 

◆平成 7 年（1995 年）阪神・淡路大震災 ◇平成１３年（2001 年）   第３次地震被害想定 

◆平成 23 年（2011 年）東日本大震災  

◆平成 24 年（2012 年）～ 

   国による南海トラフ巨大地震の被害想定 
◇平成 25 年（2013 年）  第４次地震被害想定 

◆平成 25 年（2013 年）～ 

   国による相模トラフ沿いの地震の被害想定 

◇平成 27 年（2015 年） 相模トラフ沿いで発生 

する地震の地震動・津波浸水想定 

◇平成 27 年（2015 年）駿河トラフ・南海トラフ沿いで派

生するレベル１地震の津波の想定 

◆平成 27 年（2015 年）南海トラフの巨大地 

 震による長周期地震動想定 

◇平成 29 年(2017 年)以降 

南海トラフ沿いの巨大地震による長周期地震動想定 

 

(2) 第４次地震被害想定の枠組み 

ア 県が作成した第４次地震被害想定は、これまで地震被害想定の対象としていた東海地震のように発生頻度が比較的高く、

発生すれば大きな被害をもたらす地震・津波を「レベル１の地震・津波」と位置付け、更に東日本大震災から得られた教訓と

して、発生頻度は極めて低いが、発生すれば甚大な被害をもたらす、あらゆる可能性を考慮した最大クラスの地震を「レベ

ル２の地震・津波」として、２つのレベルの地震・津波を想定の対象としている。 

 

イ 本想定の特徴 

〇 ２つのレベルの地震・津波を対象とする被害想定 

本想定では、「駿河トラフ・南海トラフ沿い」と「相模トラフ沿い」のそれぞれで発生する２つのレベルの地震・津波を想定

対象としている。 

〇 レベル１の地震において駿河トラフ・南海トラフ沿いで発生する地震は東海地震、東海・東南海地震、東海・東南海・南海

地震とし、地震の大きさは、Ｍ８．０から８．７程度と想定している。相模トラフ沿いで発生する地震は、大正型関東地震

とし地震の大きさはＭ８．０から 8.2 としている。 

一方、レベル２の地震において駿河トラフ・南海トラフ沿いで発生する地震は、南海トラフ巨大地震とし、地震の大きさ

は、Ｍ９．０程度と想定している。相模トラフ沿いで発生する地震は、元禄型関東地震とし地震の大きさはＭ８．２～8.5、

最大クラスでは M8.7 程度としている。   
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ウ 第４次地震被害想定の対象地震 

 

 

（３） 駿河トラフ・南海トラフ沿いで発生する地震分布、津波高等 

ア 地震分布、津波高、浸水面積 

〇 地震分布 

第３次地震被害想定に比べ、震度６強から７となる地域の範囲が拡大している。 

〇 津波高・浸水域（面積） 

レベル１における津波の高さは、第３次地震被害想定とほぼ同様の傾向になっており、浸水域は、ほぼ同じである。しか

しレベル２の場合の津波の高さはレベル１に比較すると約３倍の高さであり、浸水面積は、約５～６倍に拡大している。 

 
参考：静岡県の面積,780 ㎢ 静岡県の可住地面積 2,753 ㎢    （引用 静岡県説明資料） 
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イ 建物被害、人的被害 

〇 建物被害 

    レベル１の建物被害（全壊棟数）は、第３次地震被害想定（大破棟数） と被害区分 がことなり単純な比較はできない

が、第３次地震被害想定に比して、やや多くなっている。レベル２の場合は、レベル１に比して約４万棟の被害が増加し

ている。 

※ 県の見解では、概ね 大破棟数＝全壊棟数×０．７ としている。 

〇 人的被害  

 レベル１の人的被害（死亡者数）は、第３次地震被害想定に比して約１万人の増加となっている。レベル２の場合は、レ

ベル１に比して約 10.6 倍に増加している。大きな要因は津波である（約９,０００人⇒約 ９5,０００人）     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考：静岡県の建物棟数 約 142 万棟  静岡県の人口 約 363.８万（引用 静岡県説明資料） 

 
（4）相模トラフ沿いで発生する地震分布、津波高等 

ア 地震分布、津波高、浸水面積 

   〇 地震分布 

 震度６強・７の地震分布が、かなりあることに留意が必要である。 

※３次地震被害想定において地震対象は、神奈川県西部地震（Ｍ７程度）であり、比較ができない。 

   〇 津波高・浸水域（面積） 

 レベル１の最大津波高は最大７ｍ、レベル２の場合は、１０ｍである。 

 
参考：静岡県の面積,780 ㎢ 静岡県の可住地面積 2,753 ㎢    （引用 静岡県説明資料） 
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イ 建物被害、人的被害 

〇 建物被害 

   レベル１の建物被害は、約１．４万棟、レベル２の場合は、約２．７万棟である。 

〇 人的被害  

   レベル１の人的被害（死亡者数）は、約 3,000 人、レベル２の場合は、約 6,000 人であり、レベル２の場合はレベル１の

約２倍である。  

 
  参考：静岡県の建物棟数 約 142 万棟 静岡県の人口 約 363.８万（引用 静岡県説明資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



資料編 ２災害の危険度 

- 49 - 

４ 裾野市 第４次地震被害想定の総括要領 

 裾野市第４次地震被害想定は、静岡県第４次地震被害想定から、裾野市関連の箇所でかつ特に防災に関連するところを絞り

こみ作成した。 

静岡県第４次地震被害想定の記述体系は、以下のように区分され、それぞれ想定値が記載されおり、非常に複雑である。 

（1） 地震（レベル１・２で想定する全ての地震）が発生する季節・時間帯 

「冬・深夜」「夏・昼」「冬・夕」毎に区分され記述 

(2) 駿河トラフ、南海トラフ沿いで発生する地震（東海地震、東海＋東南海地震、 

東海＋東南海＋南海地震、南海トラフ巨大地震）における予知 

「予知あり」「予知なし」 

（3） 駿河トラフ、南海トラフ沿いで発生する南海トラフ巨大地震における強震動生成域の地域 

「基本ケース」「陸側ケース」「東側ケース」 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                              （引用 静岡県説明資料） 

 

このため、裾野市第４次地震被害想定は、この資料の目的に鑑み、静岡県第４次地震被害想定から、裾野市関連の箇所で、最

も裾野市にとって脅威のある（被害の大きい箇所）を絞り込み、特に防災に関連するに特化して作成した。具体的には、「予知

なし」、「最も裾野市とって被害の大きい季節・時間帯」南海トラフの強震動生成域は「東側ケース」である。 
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５ 裾野市第４次地震被害想定（県１次報告分） 

（1） 裾野市の震度分布 

駿河トラフ、南海トラフ沿いで発生する地震においては、南海トラフ巨大地震の場合においても、震度６強～７の震源域は無

い。 

しかしながら、相模トラフで発生するレベル１の大正型関東地震の場合に震度６強が存在する。またレベル２の元禄型関東地

震の場合には、震度６強の地域のほか７の地域も存在する。 

第３次地震被害想定においては、震度６強があったものの震度７の地域は存在していなかった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
  
  
 
 
 
 
 
 

                       （引用 静岡県説明資料） 

 

※ 震度７の地域が裾野市においても出現したため、万が一に備え、事前に、平常時から予防処置等の対応をとることが肝要

である。 

※ 震度７、震度６強の揺状況に関しては、参考資料１に記載 

※ 裾野市の震度分布図、液状化状況については、参考資料２・３に記載 
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（2） 裾野市の人的被害 

〇 人的被害  

レベル１（東海地震、東海・東南海地震、東海・東南海・南海地震、大正型関東地震）およびレベル２の南海トラフ巨大地震の

場合における死亡者数は、５人未満、重傷者は、約４０人から５０人である。 

しかし、レベル２の元禄型関東地震の場合の死亡者数は、約１０人、重傷者は約１００人となる。 

※ 大正型関東地震は、震度７、震度６強の地域もあり特に留意する必要がある。 

 
（3） 裾野市の建物被害 

〇 建物被害 

レベル１の東海地震、東海・東南海地震、東海・東南海・南海地震の場合、揺れによる全壊棟数は約１００棟、火災によるも

のが約１０棟、大正型関東地震の場合、揺れによる全壊棟数は約４００棟、揺れによるものが約１００棟である。 

レベル２の南海トラフ巨大地震の場合、揺れによる全壊棟数は約２００棟、火災によるものが約５０棟、元禄型関東地震の

場合、揺れによる全壊棟数は約１,１００棟、揺れによるものが約４００棟である。 

※ 元禄型関東震災は、震度７、震度６強の地域もあり特に留意する必要がある。 

※ 南海トラフ巨大地震、大正型関東地震において、火災による全壊棟数は５０棟以上あり、市の消防能力（同時期に行う

消火能力）を考慮すると注意を要する。阪神・淡路大震災の場合、火災発生の大きな原因は、家屋の倒壊であり、今後

引き続き住宅等の耐震化、自主防災組織による初期消火能力の向上が必要である。 
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６ 裾野市第４次地震被害想定（県２次報告分） 

（1）裾野市の上下水道の被害 

ア 上水道 

発災直後の断水率は、約７０％程度である。 

※南海トラフ巨大地震が発生した場合に、支援組織の移動に影響を及ぼすため、３日から７日分の備蓄が必要である。市

としても今後計画的に備蓄整備をするほか、市民による備蓄も重要である。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 下水道 

下水道機能支障は、発災直後で５～１０％。７日後が４～７％に低下する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）裾野市の電力被害 

発災直後の停電率は、約９０％であり、４日後に数％となる。 

※市、市民は、発災直後は、停電状況下で行動することを前提にして計画する必要がある。 

長時間の停電による影響⇒共通：交差点の事故、犯罪、不安、医療活動等 

夏 ：冷房、冷凍食品等 

冬 ：暖房等 
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（３）裾野市の通信（固定・携帯）被害 

ア 固定電話 

発災直後の固定電話の停波基地局は、約９０％であり、４日後には数％である。 

※市、市民は、発災直後は、固定電話での通信は不可能であることを前提にして計画する必要がある。 

市は、令和２年１２月現在、携帯衛星電話を 5 基保有している。その運用を有効に利用することが重要である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

イ 携帯電話 

発災直後の携帯電話の停波基地局は、小である。しかし、駿河トラフ・南海トラフで発生する地震の場合に停電が数日間に

なるので約８０％が不通となる。 

※ 市、市民は、発災直後は、通信は可能であるもののその後は、 数日間不可能であることを前提にして計画する必要

がある。 
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（４）裾野市のガス（都市ガス、ＬＰガス）被害 

ア 都市ガス 

駿河トラフ・南海トラフで発生する地震の場合に供給停止率は、ほぼ０である。相模トラフで発生する地震の場合には、約

５％である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ ＬＰガス 

駿河トラフ・南海トラフで発生する地震の場合に供給停止率は、６～９％である。相模トラフで発生する地震の場合には、 

１３～２３％である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）裾野市の道路被害 

高速道路については、大きな施設被害はないものの、東西幹線道路（国道２４６等）、その他の緊急輸送路に指定されている

道路は、一般橋梁の損傷、山、崖くずれ、液状化により、被害が発生する可能性がある。 

※ 市はいずれの地震においても、発災直後余震があるので、発災後数日間は、道路状況を確実に把握する必要がある。 

※ 万が一、富士市の富士川河口断層帯が活動した場合においては、大きな地盤変異に伴う道路構造物の被害が発生し、不

通となった場合には、東西の交通は分断されるため、当市にとっても大きな影響を受けるので、発災直後は、その情報入

手に努める必要がある。 
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（６）裾野市の鉄道被害 

いずれの地震において、御殿場線は、発災後約１週間は、不通となる。 

その後、御殿場区間内の一部区間が不通となり、折り返し運転が約１か月の間続く。 

※ ＪＲは、発災後、利用不可能であることを前提に全ての計画をつくる必要がある。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（７）裾野市で発生する避難者 

避難者の最大は、相模トラフ沿いで発生する元禄型関東震災である。 

１日後に約５,４００人、１週間後に約９,０００人、１か月後に５,４００人である。 

※ 市の指定避難所収容可能人員数数は、１7,594 人（令和２年１２月日１日現在）であり、現行の体制で、裾野市民の避難

者の収容は、可能である。（※福祉避難所は、９０４人） 

※ 新型コロナウイルス感染症対策を講じた（距離離隔）場合は、収容可能人員数は約 2/3～1/2 に減少するため、指定避

難所以外の公共施設（区公民館等）を活用し、収容可能人員数を確保 

 

ただし、地区毎については、収容できないところも発生する可能性が高く、発災直後に市から派遣される広域避難地班は、

収容状況を常に把握する必要がある。 

※ 大企業の従業員、ＪＲ利用者、観光客、高速道路利用者など、帰宅困難者への対応を準備する必要がある。 

（例） 避難所、食料、水、毛布など採暖用具 
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（８）裾野市の医療への支障等 

いずれの地震においても、医療対応力は、不足している状態である。 

特に、元禄型関東地震が発災した場合に医療一人あたりの診療すべき数は、外科系で９人、外科系以外で７人であり、診察

可能数５人を上回る。 

※ 市としては、速やかに県等へ医療支援の要望をする必要がある。 
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（９）裾野市から発生する災害廃棄物 

駿河トラフ・南海トラフ沿いで発災する地震において、２３,０００～３２,０００ｔの災害廃棄物が発生する。 

※ 津波の影響を直接受ける賀茂、東部地区における津波堆積物に量は、莫大な数値であり、留意する必要がある。 

 

一方、相模トラフ沿いで発生する地震において、大正型関東地震で６２,０００トン、元禄型関東地震で１６３,０００トンの災害

廃棄物が発生する 

※ 元禄型関東地震が発災した場合に、県を通じて、又は直接、地震で影響を受けていない 全国の市町村に対し災害廃棄

物の処理の支援を要請する必要がある。 
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参考資料１ 

裾野市の震度分布図 

 

 
 
 
 
 
 

南海トラフ 巨大地震（東側） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（静岡県作成） 
 
 

相模トラフ  

【元禄関東地震】                      【大正関東地震】 

                           
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（静岡県作成） 
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参考資料２ 

裾野市の液状化分布図 

 
 
 
 
 
 

南海トラフ 巨大地震（東側） 

 
（静岡県作成） 

 

相模トラフ  

【元禄関東震災】             【大正関東震災】 

                                       

 

 

 

 

 
 

 
（静岡県作成） 
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参考資料３ 

表層地質図 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 気象情報等 
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資料３-１ 

気象等の予報及び警報の種類と発表基準 

 

 気象業務法に基づく、裾野市における気象等の予報（主な注意報のみ）および警報の種類及び発表基準並

びに気象等の予報及び警報を発表する細部区分は次のとおりである。 

（令和２年８月６日現在 静岡地方気象台） 

裾

野

市 

府県予報区 静岡県 

一次細分区域 東部 

市町村等をまとめた地域 富士山南東 

気 
 

象 
 

警 
 

報 

大 雨 
（浸水害） 表面雨量指数基準 ２２ 

（土砂災害） 土壌雨量指数基準 １８６ 

洪 水 
流域雨量指数基準 

黄瀬川流域=30.4，佐野川流域=13.7， 

用沢川流域=14.8，泉川流域=9.9 

複合基準※ 黄瀬川流域=（８，27.3） 

暴 風 平均風速 ２０m/s 

暴  風 雪 平均風速 ２０m/s 雪を伴う 

大 雪 降雪の深さ 
平地：１２時間降雪の深さ１０cm 

山地：１２時間降雪の深さ２０cm 

気 
 

象 
 

注 
 

意 
 

報 

大 雨 
表面雨量指数基準 １１ 

土壌雨量指数基準 ９４ 

洪 水 

流域雨量指数基準 
黄瀬川流域=24.3，佐野川流域=10.9， 

用沢川流域=11.8，泉川流域=7.9 

複合基準※ 
黄瀬川流域=（８，１９．４）， 

佐野川流域=（５，１０．９） 

強 風 平均風速 １２m/s 

風 雪 平均風速 １２m/s 雪を伴う 

大 雪 降雪の深さ 
平地：１２時間降雪の深さ５cm 

山地：１２時間降雪の深さ１０cm 

雷 落雷等により被害が予想される場合 

濃霧 視程 １００m 

乾燥 最小湿度３０％で、実効湿度５０％ 

気

象

注

意

報 

なだれ 
1.降雪の深さが３０㎝以上あった場合 

2.積雪が４０㎝以上あって最高気温が１５度 C 以上の場合 

低温 冬期：最低気温－４度 C 以下 

霜 早霜・晩霜期に最低気温４°C 以下 

着氷・着雪 著しい着氷（雪）が予想される場合 

記録的短時間大雨情報 １時間雨量 １１０㎜ 

※（表面雨量指数，流域雨量指数）の組み合わせによる基準値を表示。 

＜参考＞ 

表面雨量指数：短時間強雨による浸水危険度の高まりを把握するための指標で、降った雨が地表面にどれだけ溜まっているかを示す指数。 

土壌雨量指数：降雨による土砂災害危険度の高まりを把握するための指標で、土壌中に貯まっている雨水の量を示す指数。 

流域雨量指数：流域雨量指数は、河川の上流域に降った雨により、それだけ下流の対象地点の洪水危険度が高まるかを把握するための指標

で、降った雨水が地表面や地中を通って河川に流れ出し、さらに河川に沿って流れ下る量を示す指数。 
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資料３-２ 

（内閣府及び気象庁資料引用） 

「南海トラフ地震に関連する情報」について 

１ 南海トラフ地震発生のメカニズム及び想定震源域 

● 南海トラフ地震は、駿河湾から日向灘沖にかけてのプレート境界を震源域として概ね 100～150 年間 

隔で繰り返し発生してきた大規模地震です。東海地震の震源域も含まれます。 

〇 駿河湾から遠州灘、熊野灘、紀伊半島の南側の海域及び土佐湾を経て日向灘沖までのフィリピン海 プレート及びユー

ラシアプレートが接する海底の溝状の地形を形成する区域を「南海トラフ」といいます。 

〇 南海トラフ沿いのプレート境界では、①海側のプレート（フィリピン海プレート）が陸側のプレート（ユーラシアプレート）

の下に１年あたり数 cm の速度で沈み込んでいます。②その際、プレートの境界が強く固着して、陸側のプレートが地下に

引きずり込まれ、ひずみが蓄積されます。③陸側のプレートが引きずり込みに耐えられなくなり、限界に達して跳ね上が

ることで発生する地震が「南海トラフ地震」です。 

※ ①→②→③の状態が繰り返されるため、南海トラフ地震は繰り返し発生します。   

   
 

〇 「長期的ゆっくりすべり」は、沈み込むフィリピン海プレートと陸のプレートとの境界のうち、プレート境界の固着が強い

と考えられている領域より深い場所（深さ 20～30 km）が数ヶ月から数年間かけて継続的にゆっくりとすべる現象で、

数年から十年程度の間隔で繰り返し発生していると考えられています。 

〇 「短期的ゆっくりすべり」は、「長期的ゆっくりすべり」が発生する領域より深い場所（深さ約 30～40km）のプレート境

界が、数日～1 週間程度かけてゆっくりとすべる現象で、数ヶ月から 1 年程度の間隔で繰り返し発生しています。 

 

  

✖ 

【図の説明】 

     

： 

 

「長期的ゆっくりすべり」の発生地域 

 

 

    ： 

「深部低周波地震（微動）」の震央 



資料編 ３気象情報等 

- 63 - 

● 南海トラフ巨大地震の想定震源域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 南海トラフで想定される地震の多様なパターン 

 ● 歴史記録からみた南海トラフ沿いで発生した地震 

  の震源域は、南海地域と東海地域で同時に発生、時 

間差を置いて発生等多様性が見られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
● 南海トラフで発生する地震は、多様性に富むため、次の地震の震源域の広がりを正確に予測することは、現時

点の科学的知見では困難であり、南海地域、東海地域で同時に発生する地震と、時間をおいて発生する地震が
あるが、時間をおいて発生する場合でも、数年以内にもう一方で地震が発生しており、両領域はほぼ同時に活
動しているとみなせる。 

 
◎ 南海トラフ全体を一つの領域と考え、大局的には１００～２００年間隔で繰り返し大地震が発生しているとして

評価 （正平地震以降の地震で評価） 

Z  A  B   C  D  E 

区域 Z～E 及び
浅部、中部、深

部の組み合わせ
による地震発生
の区分 

南海トラフ地震震源域 

静岡県 

静岡県 
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（南海トラフ地震の多様な発生形態に備えた防災対応検討「静岡県板ガイドライン」資料引用）  

● 防災対応をとるべきケース 

   ★ M6.8程度以上の地震が発生した場合やプレート境界面で通常とは異なるゆっくりすべり等が発生 

した場合、それらに対する調査を開始し、地震発生の可能性が相対的に高まっていると評価された際に 

は、次の３ケースに応じた防災対応を取る。 

   

 ● 防災対応の流れ 

   
※1：南海トラフの想定震源域内のプレート境界において M8.0 以上の地震が発生した場合（半割れケース） 

※2:南海トラフの想定震源域内のプレート境界においてＭ7.0 以上、M8.0 未満の地震が発生した場合、また 

は、南海トラフの想定震源域内のプレート境界以外や想定震源域の海溝軸外側 50Km 程度までの範囲で 

M7.0 以上の地震が発生した場合（一部割れケース） 

※3:ひずみ計等で有意な変化として捉えられる、短い期間にプレート境界の固着状態が明らかに変化しているよ 

うな、通常とは異なるゆっくりすべりが観測された場合（ゆっくりすべりケース） 

※4:２週間とは、後発地震警戒対応期間（１週間）＋後発地震注意対応期間（１週間） 
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資料３-３ 

南海トラフ地震に関連する情報の種類と発表条件 

 「南海トラフ地震に関連する情報」は、南海トラフ全域を対象に地震発生の可能性の高まりについて発表するもので、この情

報の種類と発表条件は以下のとおり。 

 

情報名 キーワード 情報発表条件 

南海トラフ地震臨

時情報 

＊防災対応がとり

やすいようキーワ

ードを付して情報

発表します 

（調 査 中） 

観測された異常な現象（気象庁ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ 6.8 以上の地震発生※１、ひず

み計※２で南海トラフ地震との関連性の検討が必要と認められる変化を観

測）※３が南海トラフ沿いの大規模な地震と関連するかどうか調査を開始

した場合、又は調査を継続している場合、 

（巨大地震警戒） 

巨大地震の発生に警戒が必要な場合 

＊南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界においてﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰ

ﾄﾞ※４8.0 以上の地震が発生したと評価した場合 

（巨大地震注意） 

巨大地震の発生に注意が必要な場合 

＊南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界においてﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰ

ﾄﾞ 7.0 以上の地震発生（巨大地震警戒に該当する場合は除く）や通常

と異なるゆっくりすべりが発生したと評価した場合等 

（調査終了） 
（巨大地震警戒）、（巨大地震注意）のいずれにも当てはまらない現象と評

価した場合 

南海トラフ地震関

連解説情報 

○観測された異常な現象の調査結果を発表した後の状況の推移等を発表する場合 

○「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」の定例会合における調査結果を発表する場合

（ただし臨時情報を発表する場合を除く） 

 

◇ 南海トラフ沿いで異常な現象が観測されず、本情報の発表がないまま、突発的に南海トラフ地震が発生することもある。 

◇ 地震発生の可能性が相対的に高まったと評価した場合でも南海トラフ地震が発生しないこともある。 

◇ 南海トラフ地震の切迫性は高い状態にあり、いつ地震が発生してもおかしくないことに留意が必要である。 

◇ 本情報の運用開始に伴い、東海地震のみに着目した情報（東海地震に関連する情報）の発表は行われない。 

※１：モーメントマグニチュード 7.0 の地震をもれなく把握するために、マグニチュードの推定誤差を見込み、地震発生直後の

速報的に求めた気象庁マグニチュードで M6.8 以上の地震から調査を開始します。 

※２：太平洋プレートの沈み込みに伴う震源が深い地震は除きます。 

※３：当面、東海地域に設置されたひずみ計を使用します。 

※４：断層のずれの規模（ずれ動いた部分の面積×ずれた量×岩石の硬さ）をもとにして計算したマグニチュードです。（地震発

生直後は、地震波の最大振幅から求められる気象庁マグニチュードが用いられています。） 
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資料３-４ 

発生形態に備えた防災対応（ケース対応） 

 
半割れ／被害甚大ケース 

一部割れ／被害限定ケース 

ゆっくりすべり／被害なしケース 

発 生 

 

 

形 態 

・南海トラフ地震の震源域で M8.0 以上の 

 プレート境界型地震が発生 

 

 

 

 

・南海トラフ地震の震源域で M7.0 以上 8.0

未満の地震が発生 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・通常とは異なるゆっくりすべりを観測 

 

 

 

 

 

 

 

情 報 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒） 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意） 

対 応 巨大地震警戒対応 巨大地震注意対応 

社 会 

状 況 

・被災地域では応急対策活動が行われる 

・被災地域以外では、大きな地震動は発生し

ないが、沿岸地域では大津波警報等が発表

され、住民は避難 

・震源付近の地域では大きな揺れ、一部の沿

岸地域では避難（地震発生を伴う場合） 

住 民 

対 応 

・津波到達までに明らかに避難が完了できな

い地域の住民は避難 

・後発地震の揺れにより土砂災害の発生の可

能性がある地域の住民は必要に応じて自主

避難 

・それ以外の地域は警戒レベルを上げる 

・日頃からの備えを再確認するなど警戒レベ

ルを上げる 

・必要に応じて自主避難 

企 業 

対 応 

・明らかに従業員等の生命に危険が及ぶ場合

は危険を回避する措置 

・その他の企業は警戒レベルを上げる 

・日頃からの備えを再確認するなど警戒レベ

ルを上げる 

対 応 

期 間 

・１週間 

・その後、巨大地震注意対応（1 週間）へ移行 

・1 週間（地震を伴う場合） 

・すべりが収まったと評価されるまで（ゆっく

りすべりの場合） 

 

 

南海トラフ西側で大規模地震(M8 ｸﾗｽ)が発生 

東側は連動するのか？ 

跳
ね
上
が
る
と
地
震
発
生
と
な
る 
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資料３-５ 

異常な現象の観測から防災対応までの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査終了 
通
常
の
生
活 

調査終了 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

通
常
の
生
活 

評価

緊急地震速報 

数秒～十数秒後 

津波警報等 

２～３分後 

南海トラフ地震臨時情報（調査中） 

想定されている大規模地震の発生可能性につい

て調査を開始した旨などを発表 

約３０分後 気象庁記者会見 

最初の地震についての解

説・注意喚起 

1 時間後（休日夜間は 2 時間後） 

最短約２時間後 

南海トラフ地震臨時情報 
（巨大地震警戒） 

大規模地震の発生可能性が相対的に高ま

っている旨などを発表 

南海トラフ地震臨時情報 
（巨大地震注意） 

大規模地震の発生可能性が相対的に高

まっている旨などを発表 

国から地方公共団体への指示及び
国民に対する周知 
日頃の備えを再確認するとともに、津波

の危険性が高い地域では１週間避難を

継続する旨などを発表 

国から国民に対する呼びかけ 
日頃からの地震の備えを再確認するな

ど、１週間地震に備える旨などを発表 

気象庁記者会見 

（大規模地震発生の可能性

について解説） 

１週間後 

国から国民に対する呼びかけ 
地震の発生に注意しながら、通常の

生活を送る旨などを発表 

１週間後 

国から国民に対する呼びかけ 
避難は解除し、日頃からの地震の備え

を再確認するなど、１週間地震に備える

旨などを発表 

国から国民に対する呼びかけ 
地震の発生に注意しながら、通常の生

活を送る旨などを発表 

「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）」、「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）」の

発表後は、随時、「南海トラフ地震関連解説情報」で地震活動や地殻変動の状況を発表 

調査終了 

２週間後 

通
常
の
生
活 

地震等現象発生 
◆ 南海トラフ想定震源域又はその周辺でＭ６．８以上の地震が発生 
◆ 南海トラフ想定震源域のプレ－ト境界面で通常とは異なる 
 「ゆっくりすべり（ひずみ計等で優位な変化）」が発生した可能性 
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資料３-６ 

 

「南海トラフ地震に関連する情報」発表に伴う市の体制 
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参考資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（引用  気象庁） 
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資料３-７ 

特別警報の発表基準 

（気象庁 HP より） 

１ 気象等に関する基準 

 

（注）発表に当たっては、降水量、積雪量、台風の中心気圧、最大風速などについて、過去の災害事例に照らし 

   て算出した客観的な指標を設け、これらの実況及び予想に基づいて判断する。 

 

２ 津波・火山噴火・地震に関する基準 

 
 

３ 津波に関する特別警報 
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４ 火山噴火に関する特別警報 

  噴火警報（噴火警戒レベル４以上）及び噴火警報（居住地域）又は噴火警報を特別警報と位置付け。 

 

 

 

５ 地震動に関する特別警報 

  緊急地震速報（震度６弱以上）を特別警報として位置付け。 
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６ 防災気象情報と警戒レベルとの対応について 

■ 段階的に発表される防災気象情報と対応する行動 

 

 

 

危険度の高まりに応じて段階的に発表される防災気象情報とその利活用 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 被害報告関係 
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資料４-１ 

被害程度の認定基準 

1  人的被害  

(1)  「死者」とは、当該災害が原因で死亡し、死体を確認したものまたは死体は確認できないが、死亡し

たことが確実な者とする。  

(2)  「行方不明者」とは、当該災害が原因で所在不明となり、かつ、死亡の疑いのある者とする。  

(3)  「重傷者」とは、当該災害により負傷し、医師の治療を受け、または受ける必要のある者のうち 1 月

以上の治療を要する見込みのものとする。  

(4)  「軽傷者」とは、当該災害により負傷し、医師の治療を受け、または受ける必要のある者のうち 1 月

未満で治療できる見込みのものとする。  

 

2  住家被害  

(1)  「住家」とは、現実に居住のため使用している建物をいい、社会通念上の住家であるかどうかを問わ

ない。  

(2)  「全壊」とは、住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの、すなわち、住家全部が倒壊、流

失、埋没したもの、又は住家の損壊（ここでいう「損壊」とは、住家が被災により損傷、劣化、傾斜等何

らかの変化を生じることにより、補修しなければ元の機能を復元し得ない状況に至ったものをいう。

以下同じ。）が甚だしく、補修により元通りに再使用することが困難なもので、具体的には、住家の損

壊若しくは流出した部分の床面積がその住家の延べ床面積の 70％以上に達した程度のもの、又は

住家の主要な構成要素（ここでいう「主要な構成要素」とは、住家の構成要素のうち造作等を除いたも

のであって、住家の一部として固定された設備を含む。以下同じ。）の経済的被害を住家全体に占め

る損害割合で表し、その住家の損害割合が 50％以上に達した程度のものとする。  

(3)  「半壊」とは、住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、すなわち、住家の損壊が

甚だしいが、補修すれば元通りに再使用できる程度のもので、具体的には損壊部分が、その住家の延

べ床面積の 20％以上 70％未満のもの、又は住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占

める損害割合で表し、その住家の損害割合が 20％以上 50％未満のものとする。  

(4)  「一部破損」とは、全壊および半壊にいたらない程度の住家の破損で、補修を必要とする程度のも

のとする。ただし、ガラスが数枚破損した程度のごく小さなものは除く。  

(5)  「床上浸水」とは、住家の床より上に浸水したもの及び全壊・半壊には該当しないが、土砂竹木のた

い積により一時的に居住することができないものとする。  

(6)  「床下浸水」とは、床上浸水に至らない程度に浸水したものとする。  

 

3  非住家被害  

(1)  「非住家」とは、住家以外の建物でこの報告中他の被害箇所項目に属さないものとする。これらの施

設に人が居住しているときは、当該部分は住家とする。  

(2)  「公共建物」とは、例えば役場庁舎、公民館、公立保育所等の公用または公共の用に供する建物とす

る。  

(3)  「その他」とは、公共建物以外の倉庫、土蔵、車庫等の建物とする。  

(4)  非住家被害は、全壊または半壊の被害を受けたもののみを記入するものとする。  
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4  その他  

(1)  「田の流失、埋没」とは、田の耕土が流失し、または砂利等のたい積のため、耕作が不能になったも

のとする。  

(2)  「田の冠水」とは、稲の先端が見えなくなる程度に水につかったものとする。  

(3)  「畑の流失、埋没」及び「畑の冠水」については、田の例に準じて取り扱うものとする。  

(4)  「文教施設」とは、小学校、中学校、高等学校、大学、高等専門学校、盲学校、聾学校、養護学校及び

幼稚園における教育の用に供する施設とする。  

(5)  「道路」とは、道路法（昭和 27 年法律第 180 号）第 2 条第 1 項に規定する道路のうち、橋りょうを

除いたものとする。  

(6)  「橋りょう」とは、道路を連結するために河川、運河等の上に架設された橋とする。  

(7)  「河川」とは、河川法（昭和 39 年法律第 167 号）が適用され、もしくは準用される河川もしくはその

他の河川またはこれらのものの維持管理上必要な堤防、護岸、水利、床止その他の施設もしくは沿岸

を保全するために防護することを必要とする河岸とする。  

(8)  「港湾」とは、港湾法（昭和 25 年法律第 218 号）第 2 条第 5 項に規定する水域施設、外かく

施設、けい留施設、または港湾の利用および管理上必要な臨港交通施設とする。  

(9)  「砂防」とは、砂防法（明治 30 年法律第 29 号）第 1 条に規定する砂防施設、同法第 3 条の規定

によって同法が準用される砂防のための施設または同法第 3 条の 2 の規定によって同法が準用され

る天然の河岸とする。  

(10)  「清掃施設」とは、ごみ処理およびし尿処理施設とする。  

(11)  「鉄道不通」とは、汽車、電車等の運行が不能となった程度の被害とする。  

(12)  「被害船舶」とは、ろかいのみをもって運転する舟以外の舟で、船体が没し、航行不能になったもの

及び流失し、所在が不明になったもの、並びに修理しなければ航行できない程度の被害を受けたもの

とする。  

(13)  「電話」とは、災害により通話不能となった電話の回線数とする。  

(14)  「電気」とは、災害により停電した戸数のうち最も多く停電した時点における戸数とする。  

(15)  「水道」とは、上水道または簡易水道で断水している戸数のうち最も多く断水した時点における戸

数とする。  

(16)  「ガス」とは、一般ガス事業又は簡易ガス事業で供給停止となっている戸数のうち最も多く供給停

止となった時点における戸数とする。  

(17)  「ブロック塀」とは、倒壊したブロック塀又は石塀の箇所数とする。  

(18)  「り災世帯」とは、災害により全壊、半壊及び床上浸水の被害を受け通常の生活を維持できなくな

った生計を一にしている世帯とする。  

例えば寄宿舎、下宿その他これに類する施設に宿泊するもので共同生活を営んでいるものについ

ては、これを一世帯として扱い、また同一家屋の親子、夫婦であっても、生活が別であれば分けて扱う

ものとする。  

(19)  「り災者」とは、り災世帯の構成員とする。  

 

5  火災発生  

火災発生件数については、地震又は火山噴火の場合のみ報告するものであること。  
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6  被害金額  

県庁内各課は次の施設等について被害金額を報告する。  

(1)  「公立文教施設」とは、公立の文教施設とする。  

(2)  「農林水産業施設」とは、農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律（昭和

25 年法律第 169 号）による補助対象となる施設をいい、具体的には、農地、農業用施設、林業用施設、

漁港施設及び共同利用施設とする。  

(3)  「公共土木施設」とは、公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭和 26 年法律第 97 号）による

国庫負担の対象となる施設をいい、具体的には、河川、海岸、砂防施設、林地荒廃防止施設、道路、港湾

及び漁港とする。  

(4)  「その他の公共施設」とは、公立文教施設、農林水産業施設及び公共土木施設以外の公共施設をい

い、例えば庁舎、公民館、児童館、都市施設等の公用または公共の用に供する施設とする。  

(5)   公立文教施設、農林水産業施設、公共土木施設およびその他の公共施設については当面、被害見

込額とし、確定し次第、査定済額を報告する。  

(6)  「農産被害」とは、農林水産業施設以外の農産被害をいい、例えばビニールハウス、農作物等の被害

とする。  

(7)  「林産被害」とは、農林水産業施設以外の林産被害をいい、例えば立木、苗木等の被害とする。  

(8)  「畜産被害」とは、農林水産業施設以外の畜産被害をいい、例えば家畜、畜舎等の被害とする。  

(9)  「水産被害」とは、農林水産業施設以外の水産被害をいい、例えば、のり、魚具、漁船等の被害とす

る。  

(10)  「商工被害」とは、建物以外の商工被害で、例えば工業原材料、商品、生産機械器具等とする。  

7  その他  

備考欄には、災害発生場所、災害発生年月日、災害の種類及び概況、消防機関の活動状況その他につ

いて簡潔に記入するものとする。  

 

（消防庁「災害報告取扱要領」から抜粋（静岡県 一部修正））    
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資料４-２ 

被 害 速 報 （ 随 時 ） 

１ 人的被災 

２ 住家被害     非住宅・道路・橋梁・河川・砂防・崖崩れ・港湾・ 

３ その他の被害  漁港・田畑・文教施設・病院・水道・鉄道・通信・  の被害 

船舶・その他（        ）        （該当項目に○印） 

                   

供 覧  

情
報
源 

住 民      消防団      自主防 

その他（              ） 

確 

認 

確認済（どこで）  警 察 

未確認       その他 

市
町
村
名 

 調
査
者 

課 発
信
者 

 
発
信
時
間 

  月  日 

  時  分 第    号 

支
部
名 

 受
信
者 

 
発
信
者 

 

発
信
時
間 

  月  日 

  時  分 第    号 

本 

部 

第    号 
受
信
者 

 
受
信
時
間 

  月  日 

  時  分 

  

件   名 
 

（第     報）  月  日  時  分現在 

発 

生 

日  時  

場  所  

原  因  

  状  況 

（人的被害） 

・被害者の住所氏名 

・年令等 

（住家被害） 

・居住者名 

・避難状況等 

（その他の被害） 

・路線．河川名 

・被災延長．崖土量 

・規制内容 

・復旧見込等 

 

死 者 行方不明 負 傷 者 全  壊 半  壊 一部破損 床上浸水 床下浸水 

人 人 重傷 人 棟 棟 棟 棟 棟 

軽傷 人 世帯 世帯 世帯 世帯 世帯 

計 人 人 人 人 人 人 

この情報は 

警第     号 

その他        で記者発表  済 

（        ） 

 未 発 表 
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資料４-３ 

災害定時及び確定報告書 

様式第４号 

供 覧  

被 害 報 告 受 信 簿 
整理 
検印 
報告 

 

 （     市町村  第   報）   月   日 時  分現在 

発 

信 

者 

     市町村 

     支 部 

     機 関 

受 

信 

者 

 

 

受
信
時
刻 

  月  日  時  分 

災 害 発 生 の 日 時           月   日   時   分 

災 害 発 生 の 場 所           市   町   村 

災害対策本部設置状況  開設  月  日  時  分  廃止  月  日  時  分 

区  分 件 数 備 考 区  分 件 数 備 考 

人
的
被
害 

死 者 人  

そ

の

他

の

被

害 

文 教 施 設 箇所  

行 方 不 明 者 人  病 院 箇所  

負
傷
者 

重 傷 者 人  道 路 箇所  

軽 傷 者 人  橋 り ょ う 箇所  

計 人  河 川 箇所  

住

家

の

被

害 

棟

数

世

帯

数

及

び
人

員 

全 壊 

( 流 失 ) 

棟  港 湾 箇所  

世帯  砂 防 箇所  

人  清 掃 施 設 箇所  

半 壊 

棟  山 ( 崖 ) く ず れ 箇所  

世帯  鉄 道 不 通 箇所  

人  被 害 船 舶 隻  

一 部 破 損 

棟  水 道 戸  

世帯  電 話 回線  

人  電 気 戸  

床 上 

浸 水 

棟  ガ ス 戸  

世帯  ブ ロ ッ ク 塀 箇所  

人  火
災
発
生 

建 物 件  

床 下 

浸 水 

棟  危 険 物 件  

世帯  そ の 他 件  

人  り 災 世 帯 数 世帯  

非
住
家
の
被
害 

官公署庁舎・ 

公 民 館 等 
棟 

 り 災 者 数 人  

被 害 総 額 百万円  

倉庫・土蔵・ 

車庫・納屋等 
棟 

 
避難勧 
告指示 
の状況 

地 区 数 箇所  

避難場所 箇所  

田
畑
の
被
害 

田 

流失･埋没 ha  人 員 人  

冠 水 ha  消防機関 
の 活 動

出勤 
状況 

消防職員 人  

畑 

流失･埋没 ha  消(水)防団員 人  

冠 水 ha  計 人  

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 情報の収集・ 

伝達及び広報活動 
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資料５-１ 

裾野市通信広報連絡系統図
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資料５-２ 

防災行政無線（同報系）広報無線現況 

（親局） 

呼出名称 設置場所 周波数 送信出力 

こうほうすその 市役所４階 
６８．２８ＭHz（アナログ） 

65.55125MHｚ（デジタル） 
１０Ｗ 

 

 

（子局等施設） 

遠隔制御装置 裾野消防署 

屋外拡声子局 

（屋外受信機） 

総合グランド 

可搬型親局装置 裾野消防署 十里木集会所 

簡易中継局 深良中学校 西小学校 

再送信子局 

2 ケ所 

富士山資料館 千福が丘小学校 

南小学校 富岡第二小学校 

屋外拡声子局 

（屋外受信機） 

１2 ケ所 

市役所 向田小学校 

深良小学校 裾野消防署 

須山小学校 

戸別受信機 

市内全戸対象 

富岡第一小学校 公共施設 

東小学校 事業所 
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資料５-３ 

裾野市デジタル防災行政無線・ＩＰ無線現況 

 

局   名 呼出番号 グループ番号 局の区別 

市役所基地局 ００１  基地局 

深良中学校中継局※ ００２  中継局 

統制台（市役所放送室） １００  統制台 

副統制台（危機管理課） １００  統制台 

富士山資料館直接中継 ０５０ Ｆ９９・Ｆ００ 直接通信中継 

裾野消防署 １１９ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０１ 統制機能付半固定型 

市役所半固定型 ２００ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０１ 半固定型 

災害対策本部 ２００♯１ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０１ 半固定遠隔 

西小学校 
３０１ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０１・Ｆ０６ 半固定型 

３０１♯５ Ｆ５０ ＦＡＸ 

南小学校 
３０２ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０１・Ｆ０４ 半固定型 

３０２♯５ Ｆ５０ ＦＡＸ 

裾野高校 
３０３ Ｆ ９ ９ ・ Ｆ ０ ０ ・ Ｆ ０ １ ・ Ｆ ０ ４ ・ Ｆ ０ ７ 半固定型 

３０３♯５ Ｆ５０ ＦＡＸ 

東小学校 
３０４ Ｆ ９ ９ ・ Ｆ ０ ０ ・ Ｆ ０ １ ・ Ｆ ０ ４ ・ Ｆ ０ ８ 半固定型 

３０４♯５ Ｆ５０ ＦＡＸ 

深良小学校 
３０５ Ｆ ９ ９ ・ Ｆ ０ ０ ・ Ｆ ０ １ ・ Ｆ ０ ４ ・ Ｆ ０ ９ 半固定型 

３０５♯５ Ｆ５０ ＦＡＸ 

市民文化センター ３０６ Ｆ ９ ９ ・ Ｆ ０ ０ ・ Ｆ ０ １ ・ Ｆ ０ ４ ・ Ｆ １ ０  半固定型 

富岡第一小学校 
３０７ Ｆ ９ ９ ・ Ｆ ０ ０ ・ Ｆ ０ １ ・ Ｆ ０ ４ ・ Ｆ １ １ 半固定型 

３０７♯５ Ｆ５０ ＦＡＸ 

千福が丘小学校 
３０８ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０１・Ｆ０４ 半固定型 

３０８♯５ Ｆ５０ ＦＡＸ 

危機管理課(予備) 
３０９ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０１・Ｆ０４ 半固定型 

３０９♯５ Ｆ５０ ＦＡＸ 

須山小学校 
３１０ Ｆ ９ ９ ・ Ｆ ０ ０ ・ Ｆ ０ １ ・ Ｆ ０ ４ ・ Ｆ １ １ 半固定型 

３１０♯５ Ｆ５０ ＦＡＸ 

深良支所 ４０１ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０１ 半固定型 

富岡支所 ４０２ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０１ 半固定型 

須山支所 ４０３ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０１ 半固定型 

水道庁舎 ４０４ Ｆ ９ ９ ・ Ｆ ０ ０ ・ Ｆ ０ １ ・ Ｆ １ ３ ・ Ｆ １ ８ 半固定型 

鈴木図書館 ４０５ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０１ 半固定型 

 
※現在、深良中学校基地局の中継機能が故障し修理不能のため、当面の間、須山地区と富岡地区の一部（下和

田・今里・呼子）との通信は、ＩＰ無線機等で行うものとする。 
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局   名 呼出番号 グループ番号 局の区別 

市民体育館 ４０６ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０１・Ｆ０５ 半固定型 

美化センター ４０７ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０１ 半固定型 

福祉保健会館 ４０８ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０１ 半固定型 

生涯学習センター 
４０９ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０１ 半固定型 

３０６♯５ Ｆ５０ ＦＡＸ 

給食センター ４１０ Ｆ ９ ９ ・ Ｆ ０ ０ ・ Ｆ ０ １ ・ Ｆ ０ ５ ・ Ｆ １ ０  半固定型 

運動公園陸上競技場 ４１１ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０１ 半固定型 

ヘルシーパーク裾野 ４１２ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０１ 半固定型 

向田小学校 ４１３ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０１ 半固定型 

富岡第二小学校 ４１４ Ｆ ９ ９ ・ Ｆ ０ ０ ・ Ｆ ０ １ ・ Ｆ ０ ５ ・ Ｆ １ １ 半固定型 

西中学校 ４１５ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０１ 半固定型 

東中学校 ４１６ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０１ 半固定型 

深良中学校 ４１７ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０１ 半固定型 

富岡中学校 ４１８ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０１ 半固定型 

須山中学校 ４１９ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０１ 半固定型 

西保育園 ４２０ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０１ 半固定型 

東保育園 ４２１ Ｆ ９ ９ ・ Ｆ ０ ０ ・ Ｆ ０ １ ・ Ｆ ０ ５ ・ Ｆ ０ ８ 半固定型 

深良保育園 ４２２ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０１ 半固定型 

御宿台保育園 ４２３ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０１ 半固定型 

富岡保育園 ４２４ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０１ 半固定型 

西幼稚園 ４２５ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０１ 半固定型 

いずみ幼稚園 ４２６ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０１ 半固定型 

深良幼稚園 ４２７ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０１ 半固定型 

富岡第一幼稚園 ４２８ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０１ 半固定型 

須山幼稚園 ４３０ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０１ 半固定型 

今里本村地区集会所 ４３１ Ｆ ９ ９ ・ Ｆ ０ ０ ・ Ｆ ０ １ ・ Ｆ ０ ５ ・ Ｆ １ １ 半固定型 

下和田地区集会所 ４３２ Ｆ ９ ９ ・ Ｆ ０ ０ ・ Ｆ ０ １ ・ Ｆ ０ ５ ・ Ｆ １ １ 半固定型 

十里木高原集会所 ４３３ Ｆ ９ ９ ・ Ｆ ０ ０ ・ Ｆ ０ １ ・ Ｆ ０ ５ ・ Ｆ １ ２  半固定型 

裾野赤十字病院 ４３４ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０１・Ｆ２０ 半固定型 

裾野警察署 １１０ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０１・Ｆ２０ 半固定型 

裾野駅 ４３５ Ｆ ９ ９ ・ Ｆ ０ ０ ・ Ｆ ０ １ ・ Ｆ ０ ５ ・ Ｆ ０ ７ ・ Ｆ ２ ０ 半固定型 

岩波駅 ４３６ Ｆ ９ ９ ・ Ｆ ０ ０ ・ Ｆ ０ １ ・ Ｆ ０ ５ ・ Ｆ ０ ９ ・ Ｆ ２ ０ 半固定型 

裾野市商工会 ４３８ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０１・Ｆ２０ 半固定型 

富岳一ノ瀬荘 ４３９ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０１・Ｆ２０ 半固定型 

危機管理課  車載  (№7467) ５０１ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０２・Ｆ２１ 車載型 

危機管理課  車載  (№ 50) ５０２ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０２・Ｆ２１ 車載型 



資料編 ５情報の収集・伝達及び広報活動 

83 

局   名 呼出番号 グループ番号 局の区別 

生活環境課  車載  (№3238) ５０３ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０２・Ｆ２１ 車載型 

予約不要車  車載  (№2335) ５０４ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０２ 車載型 

予約不要車  車載  (№8622) ５０５ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０２ 車載型 

予約不要車  車載  (№8641) ５０６ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０２ 車載型 

建設管理課  車載  (№5318) ５０７ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０２ 車載型 

建設管理課  車載  (№7640) ５０８ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０２ 車載型 

駅周辺整備課 車載(№ 2282) ５０９ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０２ 車載型 

予約不要車  車載 (№2281) ５１０ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０２ 車載型 

総務課     車載  (№2283) ５１１ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０２ 車載型 

農林振興課  車載  (№4030) ５１２ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０２ 車載型 

健康推進課  車載 (№1795) ５１３ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０２ 車載型 

予約不要車   車載 (№6174) ５１４ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０２ 車載型 

予約不要車  車載  (№8619) ５１５ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０２ 車載型 

予約不要車  車載  (№6504) ５１６ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０２ 車載型 

予約不要車  車載 (№8621) ５１７ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０２ 車載型 

上下水道工務課車載 (№3103) ５１８ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０２・Ｆ１８ 車載型 

上下水道工務課車載 (№5914) ５１９ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０２・Ｆ１８ 車載型 

上下水道工務課車載 (№4182) ５２０ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０２・Ｆ１８ 車載型 

上下水道工務課車載 (№3559) ５２１ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０２・Ｆ１８ 車載型 

富士山南東消防 車載（№53） 530 F99・F00・F02・F19 車載型 

富士山南東消防 車載（№544） 531 F99・F00・F02・F19 車載型 

富士山南東消防 車載（№299） 534 F99・F00・F02・F19 車載型 

消防団 指揮車 車載 ５３５ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０２・Ｆ１９ 車載型 

西分団      車載 ５５１ Ｆ ９ ９ ・ Ｆ ０ ０ ・ Ｆ ０ ２ ・ Ｆ １ ９ ・ Ｆ ５ １ 車載型 

西分団小南   車載 ５５２ Ｆ ９ ９ ・ Ｆ ０ ０ ・ Ｆ ０ ２ ・ Ｆ １ ９ ・ Ｆ ５ １ 車載型 

東分団平松   車載 ５５３ Ｆ ９ ９ ・ Ｆ ０ ０ ・ Ｆ ０ ２ ・ Ｆ １ ９ ・ Ｆ ５ ３ 車載型 

東分団茶畑   車載 ５５４ Ｆ ９ ９ ・ Ｆ ０ ０ ・ Ｆ ０ ２ ・ Ｆ １ ９ ・ Ｆ ５ ３ 車載型 

深良分団     車載 ５５５ Ｆ ９ ９ ・ Ｆ ０ ０ ・ Ｆ ０ ２ ・ Ｆ １ ９ ・ Ｆ ５ ５ 車載型 

富岡分団     車載 ５５６ Ｆ ９ ９ ・ Ｆ ０ ０ ・ Ｆ ０ ２ ・ Ｆ １ ９ ・ Ｆ ５ ６ 車載型 

富岡分団今里  車載 ５５７ Ｆ ９ ９ ・ Ｆ ０ ０ ・ Ｆ ０ ２ ・ Ｆ １ ９ ・ Ｆ ５ ６ 車載型 

富岡分団下和田 車載 ５５８ Ｆ ９ ９ ・ Ｆ ０ ０ ・ Ｆ ０ ２ ・ Ｆ １ ９ ・ Ｆ ５ ６ 車載型 

須山分団     車載 ５５９ Ｆ ９ ９ ・ Ｆ ０ ０ ・ Ｆ ０ ２ ・ Ｆ １ ９ ・ Ｆ ５ ９ 車載型 

危機管理課 携帯１ ６０１ Ｆ ９ ９ ・ Ｆ ０ ０ ・ Ｆ ０ ３ ・ Ｆ ２ １ 携帯型 

危機管理課 携帯２ ６０２ Ｆ ９ ９ ・ Ｆ ０ ０ ・ Ｆ ０ ３ ・ Ｆ ２ １ 携帯型 
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局   名 呼出番号 グループ番号 局の区別 

石脇公民館 ６０３ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０３・Ｆ０５・Ｆ０７ 携帯型 

富沢公民館 ６０４ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０３・Ｆ０５・Ｆ０６ 携帯型 

久根公民館 ６０５ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０３・Ｆ０５・Ｆ０８ 携帯型 

鹿島神社 ６０６ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０３・Ｆ０５・Ｆ０８ 携帯型 

本村下公民館 ６０７ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０３・Ｆ０５・Ｆ０８ 携帯型 

峰下公民館 ６０８ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０３・Ｆ０５・Ｆ０８ 携帯型 

鈴原公民館 ６０９ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０３・Ｆ０５・Ｆ０８ 携帯型 

原区集会所 ６１０ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０３・Ｆ０５・Ｆ０９ 携帯型 

千福公民館 ６１１ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０３・Ｆ０５・Ｆ１１ 携帯型 

下条公民館 ６１２ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０３・Ｆ０５・Ｆ１１ 携帯型 

不二聖心女子学院 ６１３ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０３ 携帯型 

さくら保育園 ６１４ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０３ 携帯型 

富岳台保育園 ６１５ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０３ 携帯型 

裾野ひかり幼稚園 ６１６ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０３ 携帯型 

千福が丘ひかり幼稚園 ６１７ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０３ 携帯型 

聖母幼稚園 ６１８ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０３ 携帯型 

東名カントリークラブ ６１９ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０３・Ｆ２０ 携帯型 

裾野カンツリークラブ ６２０ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０３・Ｆ２０ 携帯型 

エルピーガス協会裾野地区 ６２１ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０３・Ｆ２０ 携帯型 

消防団本部 ６３０ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０３・Ｆ１９ 携帯型 

消防団西地区 ６３１ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０３・Ｆ１９・Ｆ５１ 携帯型 

消防団東地区 ６３３ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０３・Ｆ１９・Ｆ５３ 携帯型 

消防団深良地区 ６３５ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０３・Ｆ１９・Ｆ５５ 携帯型 

消防団富岡地区 ６３６ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０３・Ｆ１９・Ｆ５６ 携帯型 

消防団須山地区 ６３９ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０３・Ｆ１９・Ｆ５９ 携帯型 

西分団 ６５１ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０３・Ｆ１９・Ｆ５１ 携帯型 

西分団小南 ６５２ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０３・Ｆ１９・Ｆ５１ 携帯型 

東分団平松 ６５３ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０３・Ｆ１９・Ｆ５３ 携帯型 

東分団茶畑 ６５４ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０３・Ｆ１９・Ｆ５３ 携帯型 

深良分団 ６５５ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０３・Ｆ１９・Ｆ５５ 携帯型 

富岡分団 ６５６ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０３・Ｆ１９・Ｆ５６ 携帯型 

富岡分団今里 ６５７ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０３・Ｆ１９・Ｆ５６ 携帯型 

富岡分団下和田 ６５８ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０３・Ｆ１９・Ｆ５６ 携帯型 

須山分団 ６５９ Ｆ９９・Ｆ００・Ｆ０３・Ｆ１９・Ｆ５９ 携帯型 
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局   名 呼出番号 グループ番号 局の区別 

遠隔 １ １５１ Ｆ９９ 統制局遠隔 

遠隔 ２ １５２ Ｆ９９ 統制局遠隔 

遠隔 ３ １５３ Ｆ９９ 統制局遠隔 

遠隔 ４ １５４ Ｆ９９ 統制局遠隔 

遠隔 ５ １５５ Ｆ９９ 統制局遠隔 

ファクシミリ １０２  統制局ＦＡＸ 

静止画伝送装置 １０３  統制局メッセージ 

 

無線局種別  Ｗ   数 台   数 

 基地局 1  ５Ｗ １ 

 基地局２(中継局)   １０Ｗ １ 

 直接波中継局  ５Ｗ １ 

 陸上移動局 

半固定 ５Ｗ ５0 

車 載 ５Ｗ 34 

携 帯 ２Ｗ ３６ 

合  計   １２0 

   

 

呼 出 符 号  型式 出 力 課  名 保 管 場 所 等 

すそのぼうたい 201 可搬 １０Ｗ 危機管理課 電 話 交 換 室 

   〃   202 可搬 １０Ｗ 
富士山南東消防本部

裾野消防署 
消防署３Ｆ情報室 

ぼうさいすそのし 固定 ２５Ｗ 静岡県 電 話 交 換 室 

 

 災害対策本部連絡用 IP 無線機                    令和 5 年 1 月１日現在 

 

№ 登録名 備考 № 登録名 備考

1 本部長 12・13 西小 　2台
2 統制部 14・15 南小学校 2台
3 情報部 16・17 裾野高校 2台
4 物資部 18・19 東小　2台
5 現地対策部 20・21 向田小 2台
6 教育対策部 22 深良小学校
7 復旧対策部 23・23・24 生涯学習センター　3台 常設
8 医療救護対策調整所 25 富岡第一小学校
9 深良小学校 支部：深良支所 26・27 富岡第二小学校 2台
10 富岡第一小学校 支部：富岡支所 28・29 千福が丘小学校 2台
11 須山小学校 支部：須山支所 30 須山小学校
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資料５-４ 

富士山南東消防本部裾野消防署 消防無線現況 

（基地局）                                              令和 5 年１月１日現在 

呼出名称 設置場所 周 波 数 送信出力 

すそのしょうぼう 情報通信室 活動波･主運用波･統制波 ５Ｗ 

（移動局） 

呼 出 名 称  型式 出 力 配備場所 配 備 車 輌 等 

すその１※ 車載 ５Ｗ 裾野消防署 消防１号車（は ５４４） 

すその３※ 車載 ５Ｗ 須山分遣所 消防３号車（ふ 3776） 

すその４※ 車載 ５Ｗ 伊豆島田分署 消防４号車（す ２９９） 

すその５ 車載 ５Ｗ 裾野消防署 消防５号車（せ   ５） 

すその６※ 車載 ５Ｗ 裾野消防署 消防６号車（ぬ   6） 

すその４１※ 車載 ５Ｗ 裾野消防署 救助工作車（ぬ 119） 

きゅうきゅうすその１※ 車載 ５Ｗ 裾野消防署 救急１号車（さ２６３６） 

きゅうきゅうすその２※ 車載 ５Ｗ 伊豆島田分署 救急２号車（さ１１９２） 

きゅうきゅうすその３※ 車載 ５Ｗ 伊豆島田分署 救急３号車（令和3年3月更新） 

きゅうきゅうすその５※ 車載 ５Ｗ 須山分遣所 救急５号車（さ１１９５） 

すその５３※ 車載 ５Ｗ 裾野消防署 指揮車  （さ  ５３） 

すその６１※ 車載 ５Ｗ 裾野消防署 広報車  （す １１９） 

すその６２※ 車載 ５Ｗ 裾野消防署 防火指導車（そ５０６９） 

すその７１※ 車載 ５Ｗ 裾野消防署 資器材搬送車  （さ  71） 

すその７３※ 車載 ５Ｗ 伊豆島田分署 連絡車  （あ  69）  

すその７５※ 車載 ５Ｗ 須山分遣所 連絡車  （あ  ４６）   

すそのかはん１※ 可搬 ５Ｗ 裾野消防署  

すそのかはん２※ 可搬 ５Ｗ 裾野消防署  

すそのかはん３※ 可搬 ５Ｗ 裾野消防署  

すその１０１※ 携帯 ２Ｗ 裾野消防署  

すその１０２※ 携帯 ２Ｗ 裾野消防署  

すその１０３※ 携帯 ２Ｗ 裾野消防署  
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すその１０４※ 携帯 ２Ｗ 裾野消防署  

呼 出 名 称  型式 出 力 配備場所 配 備 車 輌 等 

すその１０５※ 携帯 ２Ｗ 裾野消防署  

すその１０６※ 携帯 ２Ｗ 裾野消防署  

すその１０７※ 携帯 ２Ｗ 伊豆島田分署  

すその１０８※ 携帯 ２Ｗ 裾野消防署  

すその１０９※ 携帯 ２Ｗ 伊豆島田分署  

すその１１０※ 携帯 ２Ｗ 長泉消防署  

すその１１１※ 携帯 ２Ｗ 伊豆島田分署  

すその１１２※ 携帯 ２Ｗ 伊豆島田分署  

すその１１３※ 携帯 ２Ｗ 須山分遣所  

すその１１４※ 携帯 ２Ｗ 須山分遣所  

すその１１５※ 携帯 ２Ｗ 須山分遣所  

すその 116※ 携帯 2Ｗ 裾野消防署 連絡車  （う 3776）  

すその１１７※ 携帯 ２Ｗ 裾野消防署  

すその１１８※ 携帯 ２Ｗ 裾野消防署  

 

無線局種別 型式 Ｗ   数 台   数 

基地局  ５Ｗ 1 

陸上移動局 車載 ５Ｗ １6 

 可搬 ５Ｗ ３ 

 携帯 ２Ｗ １８ 

合  計   ３8 
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資料５-５ 

防災行政無線（同報無線）親局操作卓サイレン信号 

 

種類 説明 サイレン信号  ※   …吹聴 （  ）…停止 

近火信号 
火災発生を知ら

せるもの 

○ ――― 休止   ○ ――― 休止   ○ ――― 休止 

  

３秒  （２秒）  ３秒  （２秒）  ３秒  （２秒） 

水防 

第一信号 

はん濫注意水位

（警戒水位）に達

したことを知ら

せるもの 

○ ―――   休止    ○ ――― 休止    ○ ――― 休止 

 

５秒  （15 秒）  ５秒  （15 秒）  ５秒  （15 秒） 

水防 

第二信号 

水防員及び消防

機関に属する者

の全員に対し、

関係者が出動す

べきことを知ら

せるもの 

○ ―――   休止    ○ ――― 休止    ○ ――― 休止 

 

５秒  （６秒）  ５秒  （６秒）  ５秒  （６秒） 

水防 

第三信号 

当該水防管理団

体の区域内居住

者が出動すべき

ことを知らせる

もの 

○ ―――   休止    ○ ――― 休止    ○ ――― 休止 

 

10 秒  （５秒）  10 秒  （５秒）  10 秒  （５秒） 

避難信号 

区域内に災害発

生のおそれがあ

り、居住者に避

難を呼びかける

もの 

○ ―――   休止    ○ ――― 休止    ○ ――― 休止 

 

60 秒  （５秒）  60 秒  （５秒）  60 秒  （５秒） 

注 意 

１ サイレン信号は、適切な時間継続する。 

２ 必要があれば警鐘とサイレン信号を併用する。 

３ 危険が去ったときは、口頭伝達または防災行政無線等により連絡する。 
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資料５-６ 

関係機関連絡先一覧 

１ 消防庁（応急対策室） 

 ＮＴＴ有線 地域衛星通信ネットワーク 消防防災無線 

平 日 

(9:30～8:15) 

電 話 03-5253-7527 8-048-500-90-49013 8-90-49013 

ＦＡＸ 03-5253-7537 8-048-500-90-49033 8-90-49033 

上記以外 
電 話 03-5253-7777 8-048-500-90-49012 8-90-49102 

ＦＡＸ 03-5253-7553 8-048-500-90-49036 8-90-49036 

 

２ 気象庁 

機関名 ＮＴＴ 防災無線 

静岡地方気象台 054-286-3521 160-9000 

 

３ 静岡県 

機関名  ＮＴＴ有線 

静岡県防災行政無線 

（時間外の場合のみ[宿直室]） 

地上系 衛星系 

危機管理部 
電 話 054-221-2072 5-700-6030 8-700-6030 

ＦＡＸ 054-221-3252 5-700-6250 8-700-6250 

東部危機管理局 

（東部方面本部） 

電 話 055-920-2002 5-103-6010 ８-103-6010 

ＦＡＸ 055-920-2009 5-103-6407 8-103-6407 

 

４ 静岡県警察 

機関名 ＮＴＴ 防災無線 

静岡県警察本部 警備部災害対策課 054-271-0110  

静岡県警察本部 地域課 航空隊 054-622-6251  

静岡県警察 裾野警察署 055-995-0110  

 

５ 自衛隊・海上保安庁 

機関名 ＮＴＴ 防災無線 

陸上自衛隊 第 34 普通科連隊第３科 0550-89-1310 150-9000 

航空自衛隊 第１航空団防衛部 053-472-1111 153-9000 

海上自衛隊 横須賀地方総監部 046-822-3522 156-9106 

清水海上保安部 警備救難課 054-353-0118 157-9000 

下田海上保安部 警備救難課 0558-25-0118 158-9106 

 

６ 指定公共機関 

機関名 ＮＴＴ 防災無線 

日本赤十字社 静岡県支部 054-252-8131 159-9000 

日本放送協会 静岡放送局放送部 054-2７4-１０２1  

中日本高速道路㈱ 御殿場保全・サービスセンター 05５０-8２-３1００  

東海旅客鉄道(株) 静岡支社管理部総務課 054-284-2319  

西日本電信電話(株) 静岡支店災害対策室 054-205-9122  

東京電力パワーグリッド(株) 静岡総支社（沼津） 055-915-5491  
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中部電力パワーグリッド(株) 静岡支店 054-273-9012  

 

７ 指定地方公共機関 

機関名 ＮＴＴ 防災無線 

静岡ガス(株) 安全推進室 054-284-7984  

(一社)静岡県 LP ガス協会 054-255-2451  

(一社)静岡県トラック協会 054-283-1910  

静岡県道路公社 054-254-3407  

(一社)静岡県医師会 054-246-6151  

 

８ 報道機関 

[地方紙] 

社名 電話番号 FAX 

岳麓新聞社 0550-82-0080 0550-82-0088 

日刊静岡 0550-89-8930 0550-89-8932 

 

[沼津記者会]（FAX 055(934)1109） 

社名 電話番号 FAX 

ＮＨＫ沼津報道室 055-931-7475 055-931-7142 

静岡朝日テレビ 055-951-3100 055-951-3903 

静岡第一テレビ 055-963-4777 055-962-7310 

ＳＢＳ静岡放送 055-962-0383 055-962-6515 

テレビ静岡 055-962-7374 055-954-0710 

静岡新聞社 055-962-0381 055-951-9881 

産経新聞 054-255-5026 054-255-0038 

朝日新聞 055-951-1231 055-951-1410 

読売新聞 055-951-8880 055-951-8881 

毎日新聞 055-962-0204 055-964-0225 

時事通信 055-963-5115 055-951-0660 

中日新聞・東京新聞 055-962-1123 055-962-5964 

 

[その他] 

社名 電話番号 FAX 

㈱エフエムみしま・かんなみ 055-981-8600 055-981-8601 

静岡エフエム放送(株)編成制作部 053-457-115３ 053-457-115３ 

建通新聞 055-962-5167 055-951-6965 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



資料編 ５情報の収集・伝達及び広報活動 

91 

 

 

 

資料５-７ 

裾野市建設業協会 会員一覧 

令和 5 年１月現在 

名   称 住   所 電話番号 ＦＡＸ番号 

渡辺建設(株) 富沢３９４－１ 992-0030 993-4250 

眞田建設(株) 下和田６４４－５ 997-1337 997-1689 

(有)南麓建設 須山２２９２ 998-0079 998-2364 

小林道路(株)裾野営業所 佐野１３８２－２ 994-1608 923-1739 

渡邊工業(株) 深良７４４ 993-7575 993-7744 

(株)NIPPO静岡東部出張所 今里４２７ 997-1543 997-1502 

(有)秋山土建 千福４４３－３ 992-0166 994-1322 

大有建設(株)静岡支店 沼津市足高３１９－３０６ 926-1015 926-1017 

富士急建設(株)静岡支店 須山２２５５－１６６２ 998-1203 998-1204 

井出建設工業(株) 佐野１４５２－２ 993-7070 993-7071 

(株)河西建設 長泉町東野５０－７ 986-2720 986-3661 

㈱建通新聞社 沼津市平町１８－２０ 962-5167 951-6965 
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資料５-８ 

裾野市建設業組合 組合員一覧 

令和 5 年１月現在 

名   称 住   所 電話番号 ＦＡＸ番号 

（有）飯塚工務店 麦塚 174 992-1221 992-5206 

伊東板金 茶畑 245-29 992-3702 992-3702 

羽畑建築 伊豆島田 813-18 993-2668 993-2668 

協和店舗装備 深良 759-1 993-0734 993-0734 

鈴木硝子店 平松 472 993-1654 993-6863 

鈴木覚夫建設 佐野 785-3 992-0268 993-6928 

（有）橘工務店 茶畑 868 992-2305 992-2659 

林土建 佐野 267-1 992-2554 992-2554 

晃建築 久根 355-2 992-5861 992-0051 

（株）ヤマモト 公文名 203 994-1323 993-2791 

渡邉建築 公文名 401-8 992-1431 992-1432 

渡辺建築 伊豆島田 487-1 992-1340 993-6894 

西島建築 岩波 240-12 997-4850 997-4850 
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資料５-９ 

裾野市上水道協力会 会員一覧 

工事店名 住    所 電話番号 

(有)Ｍ・Ｋアクアサービス 茶畑８６－１ 992-6599 

小川設備工事店 茶畑２１９ 993-2074 

(有)北住設機器 茶畑１４５３－７ 993-1250 

杉山産業 茶畑１２５－８ 992-1131 

(有)杉山設備工業 平松５６２ 993-3030 

(株)駿東管工 公文名４３１－３４ 992-5728 

高橋設備 稲荷２１４－１ 993-1336 

工管設 茶畑２７９－１ 993-1603 

(株)植松水道 石脇３９９－１ 992-4644 

鈴木住宅設備 伊豆島田８１６－１９ 993-3901 

(株)中川商店 佐野１０３６ 993-1555 

(株)西島工業 石脇１０７－１ 993-1070 

(有)井上設備工業 金沢３８２－５ 997-4578 

(有)荻田水道工事店 葛山５５２ 997-0701 

(有)杉本住宅設備機器 下和田１３３－９ 997-0983 

鈴鹿建設(株)東富士支店 御宿１５１１－１ 997-2704 

田央設備(有) 下和田６４４－８ 997-5175 

(有)富士設備 下和田７７６－２ 997-1507 

山崎設備 呼子２－６－１３ 997-6766 

(株)小島屋商会 須山５７７－３ 998-0019 
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資料５-10 

ガス販売所一覧 

地区 事業所名 所在地 電話 

東 室伏商店 茶畑２００－１８ 992-0326 

東 日本ガス興業株式会社裾野営業所 平松１１０－３ 992-4305 

西 
株式会社 ＴＯＫＡＩ  

駿東配送センター 
桃園７２－１ 992-1188 

西 株式会社 中川商店 佐野１０３６ 993-1555 

西 有限会社 星野燃料店 佐野７７９－１ 992-0409 

深良 株式会社 植松貞夫商店 深良２３８８－２３ 992-0218 

深良 株式会社 百一酸素裾野支店 深良４１２ 992-0506 

富岡 
富士伊豆農業協同組合  

すそのプロパンガスセンター 
御宿４３０ 992-2078 

市外 静岡ガス株式会社（東部支社） 沼津市岡一色８０９ 927-2811 
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資料６-１ 

静岡県緊急輸送路図 
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資料６-２ 

裾野市内の静岡県緊急輸送路一覧 

路  線  名 延長（ｍ） 備   考 

東名高速道路 7,050 第一次緊急輸送路 

新東名高速道路 7,160 第一次緊急輸送路 

国道２４６号線 7,990 第一次緊急輸送路 

国道４６９号線 11,400 第一次緊急輸送路 

裾野インター線（県道８２号線） 1,017 第一次緊急輸送路 

沼津小山線（県道３９４号線） 3,600 第二次緊急輸送路 

富士裾野線（県道２４号線） 1,158 第二次緊急輸送路 

富士裾野線（県道２４号線） 9,764 第三次緊急輸送路 
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資料６-３ 

裾野市アクセスルート一覧 

（緊急輸送ルート・市緊急輸送路・避難路） 

路  線  名 延長（ｍ） 備   考 

沼津小山線（県道３９４号線） 790 緊急輸送ルート 

市道３０１８号線 47 緊急輸送ルート 

市道１－１３号線 1,310 緊急輸送ルート 

市道１－１５号線 750 緊急輸送ルート 

市道４００８号線 320 緊急輸送ルート 

市道２－３４号線 1040 緊急輸送ルート 

沼津小山線（県道３９４号線） 2,190 市緊急輸送路 

沼津小山線（県道３９４号線） 635 市緊急輸送路 

三島裾野線（県道２１号線） 1,063 市緊急輸送路 

裾野停車場線（県道３４５号線） 350 市緊急輸送路 

市道１７２１号線 260 市緊急輸送路 

市道２－４５号線 2,156 市緊急輸送路 

市道１－３号線 160 市緊急輸送路 

市道１－２１号線 265 市緊急輸送路 

市道１－２２号線 1035 市緊急輸送路 

市道１－２３号線 165 市緊急輸送路 

市道１４０１号線 65 市緊急輸送路 

市道１７９７号線 40 市緊急輸送路 

市道１４２５号線 180 市緊急輸送路 

市道１１７１号線 510 市緊急輸送路 

市道２－１２号線 136 市緊急輸送路 

市道２０２８号線 60 市緊急輸送路 

市道２－２８号線 307 市緊急輸送路 

市道２－１８号線 80 市緊急輸送路 

市道２－２９号線 830 市緊急輸送路 

市道３０４４号線 544 市緊急輸送路 

市道２－３０号線 10 市緊急輸送路 

市道３０７０号線 167 市緊急輸送路 

市道３０６８号線 180 市緊急輸送路 

市道２－３４号線 183 市緊急輸送路 
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路  線  名 延長（ｍ） 備   考 

市道１２５９号線 61 市緊急輸送路 

市道１－１３号線 1,593 市緊急輸送路 

市道２３８３号線 185 市緊急輸送路 

市道２－３８号線 320 市緊急輸送路 

市道１－１８号線 500 市緊急輸送路 

市道１－１９号線 2,895 市緊急輸送路 

市道２２１１号線 120 市緊急輸送路 

市道１－４号線 840 避難路 

市道 2－７号線 261 避難路 

市道２４４２号線 62 避難路（西幼稚園） 

市道２０２３号線 35 避難路（西幼稚園） 

市道２－１７号線 305 避難路（西中学校） 

市道２－１３号線 53 避難路（東西公民館） 

市道１１４４号線 80 避難路（裾野駅） 

市道１３８１号線 825 避難路（いずみ幼稚園） 

市道１－３号線 650 避難路  

市道１４１５号線 77 避難路（東中学校） 

市道１５０９号線 840 避難路（東中学校） 

市道１－４号線 3,785 避難路  

市道１６３２号線 510 避難路（深良中学校） 

市道１２４９号線 285 避難路（深良幼稚園） 

市道１２４０号線 30 避難路（深良幼稚園） 

市道４００８号線 1,310 避難路（ヘルシーパーク） 

市道４０５３号線 3,206 避難路（ヘルシーパーク） 

市道４３６３号線 125 避難路（ヘルシーパーク） 

市道２－４２号線 175 避難路（須山中学校） 

市道４１０６号線 190 避難路（須山中学校） 

市道４１０４号線 45 避難路（須山中学校） 

市道４３８１号線 515 避難路（須山分遣所） 

※ 令和２年３月作成「裾野市防災ハザードマップ」参照 
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資料６-４ 

緊急通行車両の事前届出手続 

(県警察本部) 

 

指定行政機関等が行う災害応急対策の迅速化及び発災後の確認手続きの効率化に資するため、緊急通

行車両の事前届出を推進するものとする。 

 

１ 事前届出手続き 

事前届出対象車両は次のいずれにも該当する車両であること。また、車両使用の本拠地は県内とする。 

(1)指定行政機関等が所有し、若しくは指定行政機関等が契約により常時指定行政機関等の活動のため

に専用に使用される車両又は災害時に他の関係機関・団体等から調達する車両であること。 

(2)大規模地震対策特別措置法第21条に定める地震防災応急対策に係る緊急輸送又は災害対策基本法

第50条に定める災害応急対策を実施するために使用される計画がある車両であること。 

 

２ 届出の方法 

(1)警察署交通課に備え付けてある緊急通行車両事前届出書により届け出る。 

(2)緊急通行車両を使用する指定行政機関等の所在地を管轄する警察署交通課に提出する。 

 

３ 緊急通行車両事前届出済証（以下「届出済証」という。）の交付 

(1)審査を経た緊急通行車両については届出済証を警察署を経由して交付する。 

(2)届出済証の交付を受けた車両は届出済証を自動車検査証と一体保管する。 

 

４ 届出済証の返納 

届出済証の交付を受けた者は、次の場合に公安委員会に対し届出済証を返納するものとする。 

(1)当該車両が、緊急通行車両に該当しなくなったとき。 

(2)当該車両が廃車となったとき。 

(3)その他の理由により緊急通行車両としての必要性がなくなったとき。 
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資料６-５ 
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資料６-６ 

緊急通行車両の確認申請及び確認手続 

 

(県警察本部) 

 

大規模地震対策特別措置法又は災害対策基本法に基づく通行禁上が実施された場合における緊急通行車両の確

認申請及び確認手続きは次によるものとする。 

 

１ 緊急通行車両事前届出済証（以下「届出済証」という。）を携帯している緊急通行車両の場合 

(1)段階別の指定 

届出済証には段階別通行区分が指定されていることから、原則として指定された段階別に確認申請を行うものと

し、段階別の確認申請の時期は、公安委員会がマスコミ等を通じて広報するものとする。 

(2)確認申請の方法 

確認申請は公安委員会に対し届出済証を提示して行うものとし、次の場所で受理する。 

ア 警察本部 

イ 各警察署 

ウ 交通検問所 

(3)確認の方法 

ア 届出済証を携帯している緊急通行車両の確認は他に優先して行うものとする。 

イ 前記申請に基づき公安委員会は、緊急通行車両にあたることを確認した場合には、所定の緊急標章（以下「標

章」という。）及び緊急通行車両確認証明書（以下「確認証明書」という。）を車両１台につき１通交付する。 

(4)確認証明書及び標章の有効期間 

当該車両が緊急通行車両として使用される期間を有効期間とする。 

(5)標章の掲示等 

標章は当該車両の前面の見やすい箇所に掲示するものとし、確認証明書は当該車両に備え付けるものとする。 

(5)標章の返納 

有効期間の終了した標章は警察本部、警察署のいずれかに返納するものとする。 

 

２事前届出をしていない緊急通行車両の場合 

(1)確認申請の方法 

確認申請は、警察署交通課に備え付けてある緊急通行車両確認申請書に必要事項を記入の上、当該車両が指定

行政機関等の災害応急対策に使用するものであることの説明資料を添え、次の場所に提出する。 

ア 警察本部 

イ 各警察署 

(2)確認の方法 

公安委員会は、申請書及び添付書類に基づき当該車両が緊急通行車両であるかを審査し、緊急通行車両にあた

ることを確認した場合には、所定の標章及び確認証明書を車両１台につき１通交付する。 

(3)確認証明書及び標章の有効期間 

当該車両の緊急通行車両として使用される期間を有効期間とする。 
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(4)標章の掲示等 

標章は当該車両の前面の見やすい箇所に掲示するものとし、確認証明書は当該車両に備え付けるものとする。 

(5)標章の返納 

有効期間の終了した標章は警察本部、警察署のいずれかに返納するものとする。 
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資料６-７ 

緊急通行車両についての確認に係る標章 

 

別記様式第３（第６条関係） 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
備考 １ 色彩は、記号を黄色、縁及び「緊急」の文字を赤色、「登録（車両）番号」、「有効期限」「年」、「月」及

び「日」の文字を黒色、登録（車両）番号並びに年、月及び日を表示する部分を白色、地を銀色と

する。 

２ 記号の部分に、表面の画像が光の反射角度に応じて変化する措置を講ずるものとする。 

３ 図示の長さの単位はセンチメートルとする。 
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資料６-８ 

別記様式第４（第６条関係） 

第  号 

年 月 日 
 
 
 

緊急通行車両確認証明書 
 
 
 
 
 

知  事  印 

公安委員会  印 

番号標に表示されている番号 
 

車両の用途(緊急輸送を行う 

車両にあっては、輸送人員 

又は品名） 

 

使用者 

住 所 (    ) 局  番 

氏 名  

通 行 日 時  

通 行 経 路 

出 発 地 目 的 地 

  

備     考   

備考  用紙は、日本工業規格Ａ５とする。
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資料６-９ 

災害時の通行禁止又は制限に係る標識 

 
別記様式第２（第５条関係） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

備考  １ 色彩は、文字、縁線及び区分線を青色、斜めの帯及び枠を赤色、地を 

白色とする。 

２ 縁線及び区分線の太さは、１センチメートルとする。 

３ 図示の長さの単位は、センチメートルとする。 

４ 道路の形状又は交通の状況により特別の必要がある場合にあっては、図示の寸法の２倍まで拡大し、又は図示

の寸法の２分の１まで縮小することができる。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 防災関連・その他施設、 

             設備等 
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資料７-１ 

市防災関連施設一覧 

１ 災害対策本部・支部 

区分 施 設 名 所  在  地 
電  話 

衛星携帯電話 

デジタル 

防災行政無線 

裾野市災害対策本部 市役所本庁舎 佐野１０５９ 
992-1111 

870-772254292 
１００ 

深良支部 深良支所 深良６５７ 
992-0400 

870-772254294 
４０１ 

富岡支部 富岡支所 御宿６８０-１ 
997-0062 

870-772254295 
４０２ 

須山支部 須山支所 須山１５９３-１２ 
998-0002 

870-772254296 
４０３ 

※衛星携帯電話は架電の際、頭に次の番号を加える 

 ①衛星携帯電話同士（００） 

 ②衛星携帯電話以外から架ける場合（１２２－００１－０１０） 

 

２ 広域避難地 

№ 施 設 名 所  在  地 電  話 
ﾃﾞｼﾞﾀﾙ 

防災行政無線 
避難区域 

１ 西小学校 佐野１１４３ 992-0138 ３０１ 

佐野二・大畑・上町・元町・桃園・富沢・南町・二

ツ屋１（1・2 班）・ 

二ツ屋２・千福南 

２ 南小学校 伊豆島田８０６-５ 995-1373 ３０２ 二ツ屋１（3～7 班）・堰原・伊豆島田・水窪 

３ 裾野高校 佐野９００-１ 992-1125 ３０３ 
石脇（第 1・第 3 防災）・佐野上宿・佐野本宿・佐

野若狭・緑町・公文名１ 

４ 東小学校 茶畑３９９ 992-0049 ３０４ 

久根・公文名２・公文名３・公文名４・公文名５・

三菱・中丸上・中丸中・中丸下・天理町・滝頭（2

組以外）・本茶・和泉・富士見台・麦塚・新道・東

町・本通り・日の出元町・本村上中・本村下 

５ 向田小学校 茶畑１１３３ 993-7050 ４１３ 
滝頭（2 組）・道上・峰下・市の瀬・鈴原・茶畑団

地・青葉台 

６ 深良小学校 深良６５５ 992-0242 ３０５ 
南堀・和市・切久保・上原・上原団地・原・上須・

深良新田・岩波 

７ 生涯学習センター 深良４３５ 992-3800 ４０９ 
石脇（第 2 防災）・町震１・町震２・舞台団地・遠

藤原 

８ 富岡第一小学校 御宿６００ 997-0343 ３０７ 

千福・御宿平山・御宿上谷・御宿新田・御宿坂

上・御宿入谷・上城・中村・下条・中里・田場沢・

森脇団地・上ケ田・金沢・今里・矢崎・トヨタ・御

宿台・今里上 

９ 千福が丘小学校 千福が丘４-１２-１ 993-8222 ３０８ 千福が丘 

10 富岡第二小学校 下和田８９０ 997-1022 ４１４ 下和田・呼子 

11 須山小学校 須山１６５ 998-0021 ３１０ 
須山１・須山２・須山３・須山６・須山４・十里木

地区 
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３ 緊急物資集積場所 

緊 急 物 資 集 積 場 所 所  在  地 備  考 

市民文化センター 石脇５８６  

 

【市民文化センター１階見取り図】 

 

 

４ その他防災関連施設 

区分 所管 施設１ 施設２（予備） 

医療救護本部 医療班 福祉保健会館  

広
域
応
援
部
隊 

自衛隊 統（制班 裾野市運動公園  

緊急消防援助隊 消防部 裾野市総合グランド  

県 DMAT 医療班 福祉保健会館  

警察災害派遣隊 統制班 裾野市民文化センター  

ヘリポート 統制班 防災ヘリポート一覧（資料７-２） 参照 

遺体の安置 医療班 福祉保健会館 市民体育館 

ボランティアセンター 
福祉班 

（社会福祉協議会） 
福祉保健会館  

避難所 広域避難地本部班 
指定避難所一覧（資料 7-3）・福祉避難所一覧（資料 7-5） 

一時滞在者用避難所及びリフレッシュセンター（資料 7-4） 参照 

救護所 医療班 救護所一覧（資料８-１） 参照 



資料編 ７防災関連・その他施設、設備等 

109 

資料７-２ 

防災ヘリポート一覧 

１ 防災へリポート一覧 

番号 名   称 所 在 地 ヘリサイズ 
着陸帯面積 

（ｍ×ｍ） 

着陸帯

表面 

離着陸時 

散水要否 

進入不可 

方向 
種別 

１ 運動公園 今里１６１６－１ 中 50×50 芝生 必要 ④⑧ 
拠点   

ヘリポート 

２ 裾野高校グランド 佐野９０２ 中 85×118 砂質 必要 なし 
現地   

ヘリポート 

３ 総合グランド 御宿８８０ 中 88×125 砂質 必要 なし 
現地   

ヘリポート 

４ 須山小学校グランド 須山１６３ 小 50×100 砂質 必要 なし 
現地   

ヘリポート 

５ 消防庁舎屋上ヘリポート 石脇５１５ 小 28×25 舗装 不要 なし 
現地   

ヘリポート 

６ 不二聖心女子学院 桃園１９８ 中 70×120 芝生 不要 なし 
現地   

ヘリポート 

７ 運動公園やすらぎ広場 今里１６１６－１ 中 ９５×９５ 芝生 不要 ⑤⑦ 消防援助隊 

８ 
裾野消防署須山分遣所

北側芝生 
須山１５４５－１ 中 ５０×５０ 芝生 不要 なし 消防援助体 

９ 富士山資料館 須山２２５５-３９ 中 ５０×７０ 芝生 不要 ①⑦ 消防援助隊 

 
※進入不可方向 ①北 ②北東 ③東 ④南東 ⑤南 ⑥南西 ⑦西 ⑧北西 

※番号７，８，９は富士山南東消防本部緊急消防援助隊のヘリポート 

２ ヘリポート候補地 

番号 名   称 所 在 地 面積（㎡） 所有者 標 高 大 き さ 進入方向 備考 

１ 西中学校グランド 佐野４５０ 7,440 裾 野 市 140m 
CH1 UH3 

OH5 
南  

２ 西中学校第二グランド 石脇４６－１他 9,761 裾野市他 140m 
CH1 UH3 

OH5 
南・西  

３ 東中学校グランド 公文名６８５－１ 22,875 裾 野 市 195m 
CH1 UH4 

OH5 
南 照明あり 

４ 富岡中学校グランド 御宿５７９ 16,352 裾 野 市 170m 
CH1 UH3 

OH5 
南・東 散水あり 

５ 深良中学校グランド 深良３８０６ 14,717 裾 野 市 250m 
CH1～2 

UH5 OH7 
南・西 照明あり 

６ 須山中学校グランド 須山１５０２ 13,724 裾 野 市 560m 
CH1  UH4 

OH5 
東･南･北 照明あり 

７ 深良グランド 深良３３６－１ 10,610 民  地 190m 
CH△ UH3 

OH5 
南 ネット８m 

8 キヤノンヘリポート 深良 4202 1,350 民  地 373ｍ UH1 OH1 南  

９ 一ノ瀬グラウンドゴルフ場 茶畑 1859-3 他 1,600 民  地 240ｍ UH1 OH1 西 調整中 

※所在地は代表地番（学校の地番等）である。 

※面積はグランド以外の敷地を含む箇所がある。 

※ＣＨ△は応急の物が着陸可 
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ＣＨ級 

１００（７０） 

１００（７０） 

３６（３０） 

３０（２０） 

ＵＨ級 

３６（３０） 

ＯＨ級 

３０（２０） 

６ 

６ 

５ 

３６ 

３６ 

発着点 無障害地帯 

単位：ｍ 

（ ）内の数字は応急の物の場合 
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【ヘリポートの具備すべき条件】 

 

１ 離着陸（発着）のため必要最小限度の地積 

 
２ 地表面 

   ア 舗装された場所が最も望ましい。 

   イ グランド等の場合、板、トタン、砂塵等が巻き上がらないよう処置すること 

    （地表面が乾燥している場合は、砂塵の巻き上げ防止のため十分な散水を行う）。 

   ウ 草地の場合は硬質低草地であること。 
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３ 着 陸 点 

  着陸点（直径３０ｍ）のほぼ中央に石灰等で直径１０ｍの正円を画き、中央にＨと記す。 

 

 
 
４ 着陸帯付近（着陸点中央からなるべく離れた地点で地形、施設等による風の影響の少ない場所）に吹き

流し、または旗をたてる。 

 （１）布   製 

 （２）風速２５ｍ／秒程度に耐えられる強度 

 
５ 救急車等、車両の出入の便がよい場所であること。 

 

６ 電話等、通信手段の利用が可能であること。 

 

７ 離着陸地帯にみだりに人が近づかないよう配慮すること。 

  特に、ヘリコプターのテールローターには、注意がおろそかになる傾向があるので、機体の尾部には絶対

に近づかないよう配慮する必要がある。 

 

８ 灯火の設置要領 

 
 
 

３０㎝ 

３ｍ～５ｍ 
２ｍ 

赤 白 ５０ｃｍ白

進入方向 

境界灯（不動光 10cd） 

境界誘導灯 

風向指示器 

風向灯 

飛行場灯台 着陸区域の照明 

着陸区域の照明 
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資料７-３ 

指定避難所一覧 

●地震、大規模火災、その他災害 

【１番目に開設する避難所】 ※広域避難地に併設する指定避難所 

名   称 所 在 地 電 話 ＦＡＸ 

 西小学校  佐野１１４３ 992-0138 992-3242 

 南小学校  伊豆島田８０６－５ 995-1373 995-1374 

 裾野高校  佐野９００－１ 992-1125 992-1016 

 東小学校（東地区コミュニティセンター含む）  茶畑３９９ 992-0049 992-1300 

 向田小学校  茶畑１１３３ 993-7050 993-7051 

 深良小学校  深良６５５ 992-0242 992-2433 

 生涯学習センター  深良４３５ 992-3800 992-4047 

 富岡第一小学校  御宿６００ 997-0343 997-1793 

富岡第二小学校（下和田区・呼子区児童屋内体育施設）  下和田８９０ 997-1022 997-1092 

 千福が丘小学校  千福が丘４－１２－１ 993-8222 993-8223 

 須山小学校  須山１６５ 998-0021 998-0128 

 

【２番目に開設する避難所】  

名   称 所 在 地 電 話 ＦＡＸ 

 西中学校  佐野４５０ 992-0157 992-2010 

 西幼稚園  佐野１４７０ 992-5200 992-5248 

 南児童館  伊豆島田８０６－１４ 993-1881 993-1881 

 東中学校  公文名６８５－１ 992-0012 992-2410 

 いずみ幼稚園  稲荷１２３－１ 992-1683 992-1875 

 市民体育館  稲荷２４ 993-0303 993-8543 

 東西公民館  平松４９５ 992-6677 992-5170 

 深良中学校  深良３８０６ 997-0116 997-0236 

 深良幼稚園  深良６９６ 997-3598 997-4048 

 深良地区コミュニティセンター  深良６５７ 992-0400 993-7231 

 富岡中学校  御宿５７９ 997-0069 997-0145 

 富岡第一幼稚園  御宿６８２－１４ 997-1277 997-4319 

 富岡地区コミュニティセンター  御宿６８０－１ 997-0062 997-2798 

 須山中学校  須山１５０２－１ 998-1200 998-1219 

 須山地区コミュニティセンター  須山１５９３－１２ 998-0002 998-1647 

 須山地区研修センター  須山５８７－４ 998-0955 － 
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●風水害、土石流、地すべり、山崩れ 

【１番目に開設する避難所】 

名   称 所 在 地 電 話 ＦＡＸ 

 西小学校  佐野１１４３ 992-0138 992-3242 

 南小学校  伊豆島田８０６－５ 995-1373 995-1374 

 東地区コミュニティセンター  茶畑３６０ - - 

 向田小学校  茶畑１１３３ 993-7050 993-7051 

 深良地区コミュニティセンター  深良６５７ 992-0400 993-7231 

 富岡地区コミュニティセンター  御宿６８０－１ 997-0062 997-2798 

富岡第二小学校（下和田区・呼子区児童屋内体育施設）  下和田８９０ 997-1022 997-1092 

 千福が丘小学校  千福が丘４－１２－１ 993-8222 993-8223 

 須山地区コミュニティセンター  須山１５９３－１２ 998-0002 998-1647 

 

【２番目に開設する避難所】 

名   称 所 在 地 電 話 ＦＡＸ 

 裾野高校  佐野９００－１ 992-1125 992-1016 

 東小学校  茶畑３９９ 992-0049 992-1300 

 深良小学校  深良６５５ 992-0242 992-2433 

 富岡第一小学校  御宿６００ 997-0343 997-1793 

 須山小学校  須山１６５ 998-0021 998-0128 

 

●富士山噴火 

【１番目に開設する避難所】 

名   称 所 在 地 電 話 ＦＡＸ 

 市民体育館  稲荷２４ 993-0303 993-8543 

 

【２番目に開設する避難所】 

名   称 所 在 地 電 話 ＦＡＸ 

 裾野高校  佐野９００－１ 992-1125 992-1016 

 東小学校  茶畑３９９ 992-0049 992-1300 

 向田小学校  茶畑１１３３ 993-7050 993-7051 

 東中学校  公文名６８５－１ 992-0012 992-2410 

 東西公民館  平松４９５ 992-6677 992-5170 

 深良小学校  深良６５５ 992-0242 992-2433 

 深良地区コミュニティセンター  深良６５７ 992-0400 993-7231 

 生涯学習センター  深良４３５ 992-3800 992-4047 

 深良中学校  深良３８０６ 997-0116 997-0236 
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【状況に応じて開設する避難所】  

名   称 所 在 地 電 話 ＦＡＸ 

 西小学校  佐野１１４３ 992-0138 992-3242 

 南小学校  伊豆島田８０６－５ 995-1373 995-1374 

 西中学校  佐野４５０ 992-0157 992-2010 

 西幼稚園  佐野１４７０ 992-5200 992-5248 

 南児童館  伊豆島田８０６－１４ 993-1881 993-1881 

 いずみ幼稚園  稲荷１２３－１ 992-1683 992-1875 

 深良幼稚園  深良６９６ 997-3598 997-4048 

 富岡中学校  御宿５７９ 997-0069 997-0145 

 富岡第一幼稚園  御宿６８２－１４ 997-1277 997-4319 

 富岡第一小学校  御宿６００ 997-0343 997-1793 

 千福が丘小学校  千福が丘４－１２－１ 993-8222 993-8223 
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資料７-４ 

一時滞在者用避難所及びリフレッシュセンター 

 

名   称 所 在 地 電 話 ＦＡＸ 

ヘルシーパーク裾野  須山３４０８ 965-1126  998-2222 
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資料７-５ 

福祉避難所一覧 

名   称 所 在 地 電 話 ＦＡＸ 

 富岳一ノ瀬荘 茶畑１７０７－３ 993-8033 993-8035 

 茶畑ヒルズ 茶畑１４２８－１ 995-0011 995-0021 

 あいの郷 深良２９２９ 965-4123 965-4133 

 みしゅくケアセンターわか葉 御宿１４７５ 997-8181 997-8302 

 富岳ダイヤモンドライフすその 須山２９４９ 965-1122 － 

 さくらんぼ 深良２３７３－１ 919-2096 919-2096 

 みどり作業所 石脇２０８－１ 993-7560 993-1127 

西保育園 佐野１１５４ 992-0216 992-0216 

東保育園 茶畑５０４－１ 992-0279 992-0279 

深良保育園 深良１９１８ 992-2434 992-2434 

富岡保育園 上ヶ田１７４－３ 997-2500 997-2500 

須山幼稚園 須山１５８－１ 998-0096 998-0854 
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資料７-６ 

小中学校一覧 

学校名 所在地 電 話 Ｆ Ａ Ｘ 

小 
 
 
 

学 
 
 
 

校 

東小学校 茶畑３９９ 992-0049 992-1300 

向田小学校 茶畑１１３３ 993-7050 993-7051 

西小学校 佐野１１４３ 992-0138 992-3242 

南小学校 伊豆島田８０６－５ 995-1373 995-1374 

深良小学校 深良６５５ 992-0242 992-2433 

富岡第一小学校 御宿６００ 997-0343 997-1793 

富岡第二小学校 下和田８９０ 997-1022 997-1092 

須山小学校 須山１６５ 998-0021 998-0128 

千福が丘小学校 千福が丘４－１２－１ 993-8222 993-8223 

中 
 

学 
 

校 

東中学校 公文名６８５－１ 992-0012 992-2410 

西中学校 佐野４５０ 992-0157 992-2010 

深良中学校 深良３８０６ 997-0116 997-0236 

富岡中学校 御宿５７９ 997-0069 997-0145 

須山中学校 須山１５０２－１ 998-1200 998-1219 
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資料７-７ 

公共建物番号標示 

   
災害時において、応急対策の活動拠点となる庁舎、避難所となる学校及び救急患者等の搬送先である公

的病院の公共建物の屋上に特定の番号を標示し、ヘリコプター等の航空機による上空からの建物識別を容

易にすることにより、迅速且つ的確な活動を展開するもの。 

 

【建物等の番号標示方法】 

（１）対 象  災害対策本部、救援、救護等の拠点となるところ 

①市町村役所及び県行政センター 

②公立・組合立の小学校 

③災害拠点病院（県指定） 

（２）標 示 内 容  ①数字で表現し、市町村番号に学校番号を加える。 

②数字の大きさについては別に定める。 

③色は白又はオレンジとする。 

（３）番号の付け方  ①左側に市町村番号を書く。（１桁又は２桁） 

②ハイフォンを入れる。 

③市町村役所を０番とする。 

以降小学校番号とする。 

（４）字 体 と規 格  単位ｍ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（５）設 置 場 所 

 

１４－０ 

１４－１ 

１４－２ 

１４－３ 

１４－４ 

１４－５ 

１４－６ 

１４－７ 

裾野市役所  

裾野東小学校 

裾野西 〃  

深 良 〃  

富岡第一 〃  

富岡第二 〃 

須 山 〃  

向 田 〃  

裾野市佐野１０５９ 

 〃 茶畑３９９ 

 〃 佐野１１４３ 

 〃 深良６５５ 

 〃 御宿６００ 

 〃 下和田８９０ 

 〃 須山１６５ 

 〃 茶畑１１３３ 
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資料７-８ 

応急給水拠点一覧 

市上水道 

地 区 配 水 場 名 所   在   地 容  量 

西 石脇配水場 石脇字野添４６３ ５,０００㎥ 

東 茶畑配水場 公文名字二筋道６９３ １,０００㎥ 

富岡 

下和田第２配水場 下和田字嵐ノ下４５０－６ ２,０００㎥ 

御宿配水場 上ケ田字宮原１４２－２ 3００㎥ 

北部配水場 御宿字平六沢１２１１－１ ３,１００㎥ 

須山 須山配水場 須山字渕３９２－９ ８００㎥ 

※ 北部配水場については、給水車専用の拠点とする。 

 

 

湧 水 源 

湧水所在地 推定湧水量（㎥） 

公 文 名 ２,０００～２,５００ 

富 沢 ５，０００ 

御 宿 平 山 １,０００～２,０００ 

須 山 田 向 ５０～１００ 

※水道水ではないため、飲料用として使用する場合は、煮沸等滅菌が必要。 

 

 

上記に加え、令和 5 年度中に区画整理事業で整備中の駅西公園内に給水タンクを設置し、災害時の給水

拠点としての機能を加える予定。 
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資料７-９ 

防災倉庫（水防用を兼ねる）現況 

                                     令和 5 年４月１日現在 

地区 設置場所 所在地 面積(㎡) 種別 設置年 

西 

本庁第１ 佐野１０５９ 14.78  スチール S54 

本庁第２ 佐野 822-1 18.21 木造 ― 

南小学校 伊豆島田８０６－５ 15.12  軽量鉄骨造 R2 

南小学校 伊豆島田８０６－５ 15.93  アルミ H9 

南小学校 伊豆島田８０６－５ 15.93  アルミ H9 

南小学校 伊豆島田 806-5 15.12 アルミ R4 

西小学校 佐野１１４３ 31.08  軽量鉄骨造 H28 

県立裾野高等学校 佐野９００－１ 14.76  スチール S56 

福祉保健会館 石脇５２４－１ 11.76  軽量鉄骨造 H17 

東 
東小学校 茶畑３９９ 132.00  RC 造 H15 

向田小学校 茶畑１１３３ 12.60 軽量鉄骨造 H28 

深良 

生涯学習センター 石脇４３５ 14.40  スチール H3 

生涯学習センター 石脇４３５ 15.12 軽量鉄骨造 H28 

深良小学校 深良６５５ 15.93  アルミ H9 

深良支所 深良６５７ 14.76  スチール S55 

深良中学校 深良３８０６ 24.20 軽量鉄骨造 H28 

富岡 

富岡第一小学校 御宿６００ 15.93  アルミ H9 

富岡第一小学校 御宿６００ 15.12 軽量鉄骨造 H31 

富岡支所 御宿６８０－１ 16.56  軽量鉄骨造 H7 

千福が丘小学校 千福が丘４－12－１ 30.80  軽量鉄骨造 H28 

富岡第二小学校 下和田８９０ 30.80 軽量鉄骨造 H28 

総合グラウンド 御宿８８０ 14.76  スチール H7 

総合グラウンド 御宿８８０ 14.79  スチール S56 

須山 

須山小学校 須山１６５ 15.93  アルミ H9 

須山支所 須山１５９３－１２ 14.76  スチール S55 

須山地区研修センター 須山５８７－４ 30.80 軽量鉄骨造 H28 

ヘルシーパークすその 須山３４０８ 10.12 軽量鉄骨造 H28 
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資料７-10 

備蓄資機材総括表               令和５年 3 月現在 

資機材名 数量 備考   資機材名 数量 備考 

危
険
箇
所
対
策
用 

バリケード 76  個     

搬
送
用 

折りたたみリヤカー 17  台   

ラバーコーン 71  個     一輪車 22  台   

鉄ぐい 121  本     簡易担架 13  台   

鋼管ぐい 1.0ｍ 149  本     車いす 10  台   

鋼管ぐい 1.5ｍ 174  本     空気入れ 9  個   

鋼管ぐい 2.0ｍ 145  本     

避
難
所
運
営
用 

集合テント 63  張   

立入禁止標識 120  枚     野営テント（キャンプテント） 23  張   

表示看板 36  枚     多目的ルームテント 33  張   

バリケード用警告板 20  枚     ブルーシート 1,740  枚   

車両通行止看板 28  枚     ござ 33  枚   

水
防
活
動
用
及
び
災
害
救
助
用 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

情
報
伝
達
用 

バール（金てこ） 75  本     毛布 3,531  枚   

のこぎり 21  本     不織布毛布(1/5 ｺﾝﾊﾟｸﾄ) 692  枚   

掛矢（木づち） 32  本     間仕切りボード壁材 988  枚   

なた 10  本     間仕切りボード床材 2,010  枚   

スコップ 225  本    ワンタッチパーテーション 44 ｾｯﾄ  

つるはし 37  本    間仕切りダンボールセット 18 ｾｯﾄ 3 畳１ｾｯﾄ 

ペンチ 13  個    アローエコ座布団 480 枚 24 枚/箱 

鉄線ばさみ 24  個    アローエコマット 84 箱 3 畳６枚ﾄ 

ハンマー 68  個     脚立 23  台   

かなづち 28  個     ガソリン携行缶 44  個   

チェンソー 24  台     簡易組立トイレ 大便 42  個   

針金 #8 13  巻     簡易組立トイレ 小便 41  個   

針金 #18 14  巻     簡易トイレ（テント付） 11  個  

ロープ 27  巻     トイレ便座（ﾎﾟ^-ﾀﾌﾞﾙﾄｲﾚ） 165  個   

縄（荒縄） 29  巻     便袋（凝固剤付） 36,400  枚   

とらロープ 12  巻     便袋(和式用キット) 4  組   

土のう袋 11,400  枚     便袋（凝固剤付 10 年用） 21,000 組   

雨合羽 20  枚     工具箱 15  個   

とび（とび口） 38  本     緊急用電話 2  台   

しの 14  本     ちりとり・ほうき 2  組   

かま 6  本     ペグ 40  個   

下刈りがま（長柄） 1  本     

照
明
用 

発動発電機 3.0k 7  台   

ヘルメット 12  個     発動発電機 2.8k 35  台   

軍手 728  双     発動発電機 2.3k 4  台   

救助工具セット 16  組     発動発電機 1.6k 17  台   

拡声器 ハンド用 ３０  台     発動発電機 1.5k 13  台   

拡声器 肩掛け用 ３  台     発動発電機 1.4k 13  台   

ノーパンク自転車 3 台 折畳式    発動発電機 0.9k 22  台   

       コードリール 60  個   

     延長コード 19  本   

     投光器（ハロゲン） 52  個   

     バルーン型投光器 42  台   
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資機材名 数量 備考   資機材名 数量 備考 

照
明
用 

三脚 42 台     

非
常
用
食
料 

チキンシチュー 2,820 食   

ﾃﾞｨｽｸﾊﾞﾙｰﾝ投光器 10 台 三脚付   チリマック・ビーフ 1,３８0 食   

強力ライト 128 個     チリマック・ミックス 1,440 食   

乾電池 単１ 582 個     ベジタブルシチュー 1,380 食   

乾電池 単２ 453 個     ベジタブルビーフ 1,440 食   

乾電池 単３ 495 個     アルファ米（たけのこご飯） 2,250 食   

乾電池 単４ 119 個     アルファ米（梅がゆ） 2,200 食   

ガソリン缶詰 レギュ

ラー 
51 缶     アルファ米（わかめご飯） 6,100 食   

ガソリン缶詰 混合 50 缶     アルファ米（山菜おこわ） 5,150 食   

燃料用ポリタンク 2 個 ２０㍑   アルファ米（五目ごはん） 2,400 食   

オイル 86 缶     アルファ米（きのこごはん） 3,650 食   

飲
料
水
確
保
用 

組立槽 7  個     アルファ米（ひじきご飯） 450 食   

給水タンク 0  個 300ℓ   アルファ米（白米） 3,100 食   

給水タンク用水中ポン

プ 
9  台     備蓄用缶入りパン 3,360 缶   

ビニールホース 4  巻     クラッカー 0 食   

ポリタンク 100  個     紙おむつ（新生児） 1  枚   

ポリバケツ 129  個     

避
難
者
用
消
耗
品 

紙おむつ（乳児） 1,466  枚   

ブリキバケツ 28  個     紙おむつ(大人) 240  枚   

浄水機 10  台     生理用品 12,096  個 昼用 

液化炭酸ガス 8  個     避難生活者緊急物資（男用） 1,100  組   

浄水機用カートリッジ 348  個     避難生活者緊急物資（女用） 1,840  組   

浄水機付属品 9  個     避難生活セット 610  組   

飲料水(2ℓ)7 年保存 415 箱 6 本入   使い捨て哺乳びん 580  本   

飲料水(500mℓ)10

年保存 
1,610 箱 

24 本

入 
  キャンパスベット 38  台   

非常用飲料水用袋 400  枚     

救
護
所
用 

担架ベット 4  台   

給
食
用 

釜 9  個 ３斗   腕章 7  枚   

へっつい（かまど） 7        救護所旗 2  枚   

ざる 14  個     医療セット 1  組 
支所

保管 

そばすくい 6  個     救急箱 9  個   

なべ 2        三角巾 408  枚   

やかん 17  個     ロッカー 2  台   

トレー 10        白衣 6  枚   

包丁 2        トリアージタック 50  枚   

まな板 2               

アルミ箔容器 48,000  枚               

カセットコンロ 47  台               

カセットコンロ用ガス

ボンベ 
110  缶           
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資機材名 数量 備考   資機材名 数量 備考 

そ
の
他 

市旗 8  枚     

そ
の
他 

 
 

寝袋 118 個   

広域避難地旗 14  枚     
罹災証明発行 

セット(税務課) 61 
個   

緊急拠点地旗 16  枚     
家屋被害認定調査セッ

ト(まちづくり課) 74  
個   

吹き流し 4  枚     圧縮ﾄｲﾚｯﾄﾍﾟｰﾊﾟｰ 173,800  枚   

テーブル 30  台     
携帯電話等充電用コン

セントタップ 52  
個   

椅子 103  台     台車 5  台   

事務用品 11  式     トイレ（トリプルエース） 13 台   

ガスボンベ 1  本     サーキュレータ 80  台   

タオル 37  枚     
ヒーター 

GHR240A1-R ９ 
台  

巻尺 2  個     WIFI ルーター ５  台 
情報ｼｽ

ﾃﾑ課 

遺体収納袋 13  枚     可搬型給電機 2  台   

トイレットペーパー 706  個 240m  テレビ会議システム １ 式  

詰替えティッシュ 136  個 5 個入   ガス仕様炊き出しセット  １ 式   

ゼンリン地図 9  冊               

無線アンテナ 6  本               

のぼり旗ポール 20  本               

備品収納箱 7  箱               

ワンタッチ設営テン

ト・簡単テント 
28  張               

畳シート 5  枚               

避難所用マット（グラ

ンドエイト） 
370  枚               

ダンプラボード 49  枚               

女性用反袖スリープ 1,400  枚               

吹き流し用ポール 5  本               

同報無線 1  台               

ベンリーテント 10  個               

炭 11  缶               

炊き出し用具 0  個               

折り畳み自転車 3  台               

非常飲料水用袋(6ℓ

用） 400  
枚               

各種テープ 0  個               

電気ポット 2  個          
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資料７-11 

 

裾野市消防団 分団詰所・車両現況 

令和５年 2 月現在 

  

 種 別 車種名 登録年月 

本部 

「富士山南東消防本部 

裾野消防署 1 階」 

(石脇 515) 

普通自動車 スバル(フォレスター) H28.12 

普通自動車 トヨタ(ウィッシュ) H28. 9 

普通自動二輪車 ヤマハ H19. 3 

普通自動二輪車 ヤマハ H19. 3 

普通自動二輪車 ヤマハ H19. 3 

 

※ 消防団車両の整備 

    消防団車両の耐用年数は、17 年とする。ただし老朽化等の程度を考慮し更新整備する。 

※ 消防団詰所の整備 

    建物構造にて区分するものとし、鉄骨造の耐用年数は３８年とする。 

 

分団名 
詰所 

(所在地) 
構造 

建築 

年月 

延べ 

面積 
種 別 

車種

名 

登録 

年月 

ポンプ 

級式 

東分団 平松 

(平松 531-2) 

鉄骨造 

2 階建 
H22.2 133.66 

普通消防自動車 いすゞ H27.1 A2 

可搬式動力ポンプ   C1 

茶畑 

(茶畑 593-11) 

鉄骨造 

2 階建 
H21.3 129.78 

普通消防自動車 日 野 H19.2 A2 

 可搬式動力ポンプ   C1 

西分団  鉄骨造 

2 階建 

S59.2 

H19.1増築 

96.30 

37.40 

普通消防自動車 いすゞ H31.1 A2 

 (佐野 1438-4) 可搬式動力ポンプ   C1 

 小南班 

(伊豆島田

839-2) 

鉄骨造 

2 階建 
H8.3 74.88 可搬ポンプ積載車 いすゞ H27.2 B3  

深良分団  鉄骨造 

2 階建 
H8.3 124.32 

普通消防自動車 トヨタ R5.2 A2 

 （深良 659-3） 可搬式動力ポンプ   C1 

富岡分団  鉄骨造 

平屋 
H23.3 131.04 

普通消防自動車 日 野 H20.1 A2 

(御宿 614-1) 可搬式動力ポンプ   C1 

 今里班 

(今里 806) 
木造 

2 階建 
S61.9 59.62 可搬ポンプ積載車 いすゞ H30.1 B3 

 

下和田班 

(下和田

1036-3) 

木造 

2 階建 
H6.12 71.20 可搬ポンプ積載車 いすゞ H26.2 B3  

須山分団  鉄骨造 

2 階建 
H7.3 118.82 

普通消防自動車 日 野 H24.2 A2 

(須山 572-8) 可搬式動力ポンプ   C1 
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資料７-12 

自家用発電設備を有する市施設 

令和 5 年 2 月現在 

施設 容量 燃料 
タンク 

容量 

連続電気 

供給時間 
備考 

本庁舎 

発電装置 248kWh 軽油 990Ｌ 13 時間 
３相３線 50Ｈｚ 

燃費 65.7L/h 

蓄電装置 67.2kWh 太陽光 － 20 分 

40kW…20 分 

10kW…180 分 

3kW…720 分 

福祉保健会館 60kVA 軽油 950Ｌ 72 時間  

生涯学習センター 55kVA 軽油 60Ｌ 3.29 時間  

市民文化センター 290kVA Ａ重油 170Ｌ 2 時間 20 分 PG340（三菱） 

市民体育館 80kVA 軽油 1600Ｌ 72 時間  

鈴木図書館 80kVA 軽油 65Ｌ 4 時間  

美化センター 48kVA 灯油 40Ｌ 2 時間  

ヘルシーパーク裾野 60kVA 軽油 75Ｌ 4.4 時間 燃料消費 16.9Ｌ/h 

水道庁舎 45kVA 経由 105L 12 時間  

裾野消防署 130kVA 軽油 2000Ｌ 74.3 時間  

 

※富岡第２小学校体育館と深良支所は、災害時に可搬型発電機を接続し、非常用発電用の配線に切り替えること

で、電力が供給される非常用発電設備を有する。 
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資料７-13 

危険物製造所等の施設現況 

令和５年１月現在 

       種 類 

 

 

製造所等 

単         独 

混 在 合 計 

第１類 第２類 第３類 第４類 第５類 第６類 

 製 造 所      3      3 

貯 
 
 
 

蔵 
 
 
 

所 

屋 内 貯 蔵 所  １   ３９   １  ４１ 

屋外タンク貯蔵所     ３2     32 

屋内タンク貯蔵所      ６      ６ 

地下タンク貯蔵所     32      32 

簡易タンク貯蔵所      2      2 

移動タンク貯蔵所    1０    1０ 

屋 外 貯 蔵 所      １       １ 

小  計  １  1２５   １  １２７ 

取 
 
 

扱 
 
 

所 

給 油 取 扱 所     ４0      ４0 

第１種販売取扱所         

第２種販売取扱所         

一 般 取 扱 所     ４９   １  ５０ 

移 送 取 扱 所         

小  計    ８９   １  ９０ 

合   計  1  214   2 217 

 

火薬類製造施設一覧表 

事 業 所 名 住  所 Ｔ Ｅ Ｌ 製造する火薬類 

日邦工業(株) 裾野市茶畑１８３８ ９９２－０４７６ 実  包 
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資料７-14 

浸水想定区域内の要配慮者利用施設一覧 

№ 施設の名称 施設の住所 

1 いずみ幼稚園 稲荷 123-1 

2 西幼稚園 佐野 1470 

3 裾野ひかり幼稚園 佐野 171 

4 さくら保育園分園 佐野 798-2 

5 富岳南保育園 伊豆島田 806-12 

6 富岳キッズセンターあい 茶畑 938-1 

7 佐野かがやき保育園 佐野 1379-6 

8 アレンジメントケア裾野 御宿 2-1 

9 アイクラシエ裾野 佐野 1358-1 

10 ゆかりの郷 水窪 124-23 

11 すずなの風りんどう 二ツ屋 137-1 

12 あんしんホーム裾野 富沢 246-3 

13 グループホームふれあい裾野 石脇 495-2 

14 グループホームふれあい稲荷 稲荷 6-2 

15 グループホームふれあい佐野 佐野 49-4 

16 小規模多機能ホームふれあい佐野 佐野 49-4 

17 デイホーム 野の花 くね 久根 567-4 

18 機能訓練型デイサービス イースト・ワン 麦塚 40-9 

19 デイサービスゆかりの郷 水窪 124-23 

20 すみれデイサービス 二ツ屋 71-6 

21 老人福祉センター 石脇 524-1 

22 裾野赤十字病院 佐野 713 

23 医療法人社団同愛会鈴木医院 佐野 1471-1 

24 さくら胃腸科・外科 御宿字宿頭 328-2 

25 高桑医院岩波診療所 岩波 92 

26 ごとうレディースクリニック 伊豆島田８３４－２ 

27 障害者支援プラザ めだか 深良 804-6 

28 障害者支援プラザ こじか 深良 804-7 

29 障害者支援プラザ サポートセンターしゃきょう 深良 804-8 

30 裾野市社会福祉協議会 石脇 524-1 

31 みどりハイツ 石脇 256-6 

32 富岳裾野学園 石脇 207-1 

33 みどり作業所 石脇 208-1 

34 地域活動センターうぐいす 佐野 1362 

35 富岳製作所 岩波 163 

３6 裾野市立西中学校 佐野 450 

37 共同生活援助 はるぞら 佐野７１０-１ 

38 共同生活援助 なつぞら 佐野 1472-1 
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資料７-15 

 

土砂災害（特別）警戒区域内の要配慮者利用施設一覧 

№ 区分 区域の名称 
警戒区域

(イエロー) 

特別 

警戒区域

(レッド) 

施設の名称 施設の所在地 

1 

土石流 
大場川 

右支川 B 
あり なし 

特別養護老人ホーム 

富岳一ノ瀬荘 

裾野市茶畑 

1707-3 

急 傾 斜 地

の崩壊 
市ノ瀬 B あり なし 

2 

土石流 

入田川 A あり なし 

清水館医院 
裾野市茶畑 

1365-2 
入田川 B あり なし 

急 傾 斜 地

の崩壊 
日影林 あり なし 

3 
急 傾 斜 地

の崩壊 
茶畑鈴原 あり あり 

特別養護老人ホーム 

茶畑ヒルズ 

裾野市茶畑 

1428-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 医療・救護 
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資料８-１ 

救護所一覧 

１ 市内の救護所及び医療救護対策調整所 

 ア 救護所設置予定場所 

 

  

 イ 医療救護対策調整所 

   福祉保健会館１階 

 

２ 救護病院 

   裾野赤十字病院 

 

３ 災害拠点病院（駿東田方） 

病 院 名 所 在 地 電話番号 衛星系無線電話 衛星携帯電話 

順天堂大学 

医学部附属 

静岡病院 

伊豆の国市長岡 

１１２９ 
055-948-3111 

TEL 

8-900-9106 

FAX 

8-900-9100 

090-5853-2801 

沼津市立病院 
沼津市東椎路春ノ木

５５０ 
055-924-5100 

TEL 

8-901-9106 

FAX 

8-901-9100 

090-5853-2803

独立行政法人 

国立病院機構 

静岡医療センター 

清水町長沢 

７６２－１ 
055-975-2000

TEL 

8-902-9106 

FAX 

8-902-9100 

090-5853-2802

独立行政法人 

地域医療機能推進

機構三島総合病院 

三島市谷田藤久保 

２２７６ 
055-975-3031  090-5853-2823

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設名称 所在地 

南小学校 伊豆島田８０６－５ 

裾野高校 佐野９００－１ 

福祉保健会館 石脇５２４－１ 

須山地区研修センター 須山５８７－４ 
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資料８-２ 

医療関係団体一覧 

（令和４年４月１日現在 静岡県健康福祉部医療健康局医療政策課） 

【病院】 

施設名称 所在地 電話番号 診療科目 病床数 

裾野赤十字病院 佐野７１３ 992-0008 
内 外 整 脳神外 

婦 放 リハ 
104 

医療法人社団榮紀会 

東名裾野病院 
御宿１４７２ 997-0200 内 整 リハ ひ ９４ 

 

【一般診療所】 

施設名称 所在地 電話番号 診療科目 病床数 

新井内科クリニック 久根５３７－２ 992-0811 内  

医療法人社団愛好会 

穴吹整形外科クリニック 
伊豆島田８３１－１ 995-1010 整 リハ 漢内  

医療法人社団 

いずみ内科クリニック 
茶畑６０７－５ 993-4760 内 呼内 消内  

医療法人社団同愛会 

鈴木医院 
佐野１４７１－１ 993-0430 内 外 胃内 肛外  

医療法人社団徳優会 

かやま産科婦人科医院 
岩波１２４－２ 997-3551 産 婦 9 

医療法人社団 ムラマツクリニッ

ク むらまつ眼科医院 
深良８０４－１ 993-8855 眼 3 

大橋内科・小児科医院 佐野９３２－１ 992-2800 内 小 消内  

ごとうレディースクリニック 伊豆島田８３４－２ 992-7111 産 婦 12 

さくら胃腸科・外科 御宿字宿頭３２８－２ 994-1008 消内 消外 15 

スキップこどもクリニック 茶畑３４－１ 992-6303 小  

杉山医院 平松５２２ 992-0028 内 小 循内 消内  

裾野第一クリニック 公文名３０３－７ 995-2255 内  

清水館医院 茶畑１３６５－２ 993-2323 

内 小 リハ 放  

呼内 循内 消内 

ひ(透) 

 

田中クリニック 伊豆島田８１０－７ 992-1881 胃 外 こう  

原医院 佐野１０４０ 992-1330 内 精 心内 皮  

トヨタ自動車東日本 東富士総合

センター 健康サポートルーム 
御宿１５３６－２１ 996-3500 内  

トヨタ自動車株式会社 

東富士健康管理室 
御宿１２００ 997-7503 内 心内 皮  
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矢崎総業㈱ 

Ｙ－ＣＩＴＹ診療所(休止中) 
御宿１５００ 965-3102 内  

特別養護老人ホーム 

茶畑ヒルズ診療所 
茶畑１４２８－１ 995-0011 内 ひ  

特別養護老人ホーム 

富岳一ノ瀬荘診療所 
茶畑１７０７－３ 993-8033 内  

特別養護老人ホーム 富岳ダイヤ

モンドライフすその診療所 
須山字大野２９４９ 

055- 

087-0167 
内  

いとう眼科クリニック 佐野９３２－１ 946-6666 眼  

遠藤医院 葛山６９２－７ 997-0533 内 外 皮 ひ  

大坂屋クリニック 佐野１０８２－１７ 995-3100 内 消  

大庭内科･ 消化器科クリ ニッ ク 佐野１０５－１ 995-1123 内 消  

おぐち医院 深良４８０ 992-6611 内 形 皮 循内  

川田こどもクリニック 伊豆島田８３４－４ 995-2001 アレ 小  

込宮クリニック 茶畑１５０２－１ 992-8686 整 リハ  

須山診療所 須山５７０－１ 998-0006 内 循 小 麻  

芹沢耳鼻咽喉科クリニック 茶畑３１１－２ 993-8000 耳  

高桑医院岩波診療所 岩波９２ 997-0486 内 小 外 リハ 8 

みつい眼科クリニック 茶畑１４４９－１ 992-5555 眼  

メディカルサポート協栄 深良１２０３ 997-2233 内  

 

【歯科診療所】 

施設名称 所在地 電話番号 診療科目 病床数 

さなだ歯科医院 御宿字坂口１２９１－１ 997-2100 歯 矯歯  

ハミング歯科 平松 634-2 995-0033 歯 矯歯  

ベルの木歯科 深良７７７－７ 992-7777 歯 矯歯 小歯  

飯塚歯科医院 茶畑字境川９５２－６ 993-1077 歯  

うさぎ歯科医院 葛山７６７－２ 997-5918 歯  

梶歯科医院 石脇１１１－９ 994-1344 歯 矯歯 小歯  
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カシワ木歯科医院 茶畑２５６－４ 993-6108 歯  

しおみ歯科医院 平松５２１－２ 992-0202 歯 小歯 矯歯  

歯科クリニック みよし 佐野１０８９ 994-1900 歯  

しぶやデンタルクリニック 平松５４６－７ 995-4618 
歯 小歯 矯歯 

歯外 
 

鈴木歯科医院 平松６２４－２ 993-5151 歯 矯歯 小歯  

スマイル歯科医院 深良３０６６－５ 997-1610 歯 小歯  

なかじま歯科医院 
伊豆島田８１９－４ 

ルインズワタナベ１F 
995-1000 歯 小歯  

中原歯科医院 佐野８５０ 993-3300 歯  

服部歯科医院 佐野１０６９－２ 992-0011 歯  

ひだまり歯科クリニック 佐野９１９－１ 955-7827 
歯 小歯 矯歯 

歯外 
 

ホワイト歯科医院 御宿字榎田３６－１ 997-4071 
歯 小歯 矯歯 

歯外 
 

松本歯科医院 千福が丘１－１０－３５ 993-8711 歯 小歯  

室伏歯科医院 公文名２２０－３ 992-2439 歯  

わたなべ歯列矯正クリニック 
平松４５６－１ 

リヴィエール１０１ 
993-9350 矯歯  

 

※ 診療科目略称 

内 内科 脳神外 脳神経外科 歯 歯科 漢内 漢方内科 形 形成外科 

胃 胃腸科 産婦 産婦人科 ひ(透) 
ひ尿器科(人)

工透析) 
矯歯 矯正歯科 肛外 こう門外科 

整 整形外科 耳 耳鼻咽喉科 精 精神科 呼 呼吸器科 小歯 小児歯科 

こ

う 
こう門科 アレ アレルギー科 小 小児科 外 外科 循内 循環器内科 

眼 眼科 消外歯 消化器外科 皮 皮膚科 ひ ひ尿器科   

心

内 
心療内科 呼内 呼吸器内科 産 産科 婦 婦人科   

麻 麻酔科 歯外 歯科口腔外科 リハ リハビリテーション科 放 放射線科   

循 循環器科 胃内 胃腸内科 消 消化器科 消内 消化器内科   
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資料９-１ 

災害救助法費用限度額 

（「災害救助事務取扱要領」内閣府） 

救助の種類 対象 費用の限度額 期間 備考 

 

避難所の設置 

 

災害により現に

被害を受け、又は

受けるおそれのあ

る者に供与する。 

 

（基本額） 

 避難所設置費 

 １人  １日当たり 

   ３３０円以内 

 

 高齢者等の要援護者等を収

容する「福祉避難所」を設置し

た場合、当該地域における通

常の実費を支出でき、上記を

超える額を加算できる。 

 

 

災害発生の日から 

７日以内 

 

１ 費用は、避難所の設置、

維持及び管理のための賃

金職員等雇上費、消耗器

材費、建物等の使用謝金、

借上費又は購入費、光熱

水費並びに仮設便所等の

設置費を含む。 

２ 避難に当たっての輸送費

は別途計上 

３  避難所での生活が長期

にわたる場合等において

は、避難所に避難してい

る者の健康上の配慮等に

より、ホテル・旅館など宿

泊施設を借上げて実施す

ることが可能。 

 

応急仮設住宅の供

与 

 

 住宅が全壊、全焼

又は流失し、居住

する住家がない者

であって、自らの

資力では住宅を得

ることができない

者 

 

○建設型仮設住宅 

１ 規模 

応急救助の趣旨を踏まえ、

実施主体が地域の実情、世

帯構成等に応じて設定 

２ 基本額 １戸当たり 

6,285,000 円以内 

３ 建設型仮設住宅の供与終

了に伴う解体撤去及び土地

の原状回復のために支出で

きる費用は、当該地域にお

ける実費。 

 

災害発生の日から 

２０日以内着工 

 

１ 費用は設置にかかる原材

料費、労務費、付帯設備工

事費、輸送費及び建築事

務費等の一切の経費とし

て 6，285，０００円以内

であればよい。 

２ 同一敷地内等に概ね５０

戸以上設置した場合は、

集会等に利用するための

施設を設置できる。（５０

戸未満であっても小規模

な施設を設置できる） 

３ 高齢者等の要援護者等

を数人以上収容する「福

祉仮設住宅」を設置でき

る。 

４ 供与期間は２年以内 

 

○借上型仮設住宅 

１ 規模 建設型仮設住宅に準

じる   

２ 基本額 

地域の実情に応じた額 

 

災害発生の日から速

やかに借上げ、提供 

 

１ 費用は、家賃、共益費、敷

金、礼金、仲介手数料、火

災保険等、民間賃貸住宅

の貸主、仲介業者との契

約に不可欠なものとして、

地域の実情に応じた額と

すること。 

２ 供与期間は建設型仮設

住宅と同様。 

 

炊き出しその他に

よる食品の給与 

 

１ 避難所に収容さ

れた者 

２ 住家に被害を

受け、若しくは災

害により現に炊

事のできない者 

 

 

 １人１日当たり 

１，１８０円以内 

 

災害発生の日から 

７日以内 

 

 食品給与のための総経費

を延給食日数で除した金額

が限度額以内であればよ

い。 

（１食は１/３日） 

 

飲料水の供給 

 

 現に飲料水を得

ることができない

者 

（飲料水及び炊事

のための水である

こと。） 

 

当該地域における通常の実費 

 

災害発生の日から 

７日以内 

 

輸送費、人件費は別途計上 
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救助の種類 対象 費用の限度額 期間 備考 

 

被服、寝具その他

生活必需品の給与

又は貸与 

 

 

 

全半壊（焼）、流失、

床上浸水等により、

生活上必要な被

服、寝具、その他生

活必需品を喪失、

若しくは毀損等によ

り使用することがで

きず、直ちに日常生

活を営むことが困

難な者 

 

１ 夏季（４月～９月）冬季（１０月

～３月）の季別は災害発生の

日をもって決定する。 

２ 下記金額の範囲内 

 

 

災害発生の日から 

１０日以内 

 

１ 備蓄物資の価格は年度当

初の評価額 

２ 現物給付に限ること 

区分 １人世帯 ２人世帯 ３人世帯 ４人世帯 ５人世帯 
６人以上 

１人増すごとに加算 

全壊 

全焼 

流失 

夏 18,700 24,000 35,600 42,500 53,900 7,８00 

冬 31,000 40,100 55,800 65,300 82,200 11,300 

半壊 

半焼 

床上浸水 

夏 6,100 8,200 12,300 15,000 18,900 2,600 

冬 9,900 12,900 18,300 21,800 27,400 3,600 

 

医 療 

 

医療の途を失っ

た者（応急的処置） 

 

１ 救護班 

使用した薬剤、治療材料、医

療器具破損等の実費 

２ 病院又は診療所 

国民健康保険診療報酬の額

以内 

３ 施術者 

 協定料金の額以内   

 

災害発生の日から 

１４日以内 

 

患者等の移送費は、別途計 

上 

 

助 産 

 

 災害発生の日以

前又は以後７日以

内に分べんした者

であって災害のた

め助産の途を失っ

た者（出産のみなら

ず、死産及び流産

を含み現に助産を

要する状態にある

者） 

 

１ 救護班等による場合は、使

用した衛生材料等の実費 

２ 助産師による場合は、慣行

料金の 100 分の 80 以内の

額 

 

分べんした日から 

７日以内 

 

妊婦等の移送費は、別途計 

上 

 

被災者の救出 

 

１ 現に生命、身体

が危険な状態に

ある者 

２ 生死不明な状

態にある者 

 

当該地域における通常の実費 

 

災害発生の日から 

３日以内 

 

１ 期間内に生死が明らかに

ならない場合は、以後「死

体の捜索」として取り扱

う。 

２ 輸送費、人件費は、別途

計上 

 

被災した住宅の応

急修理 

 

１ 住家が半壊（焼）

もしくはこれら

に準ずる程度の

損傷を受け、自

らの資力により

応急修理をする

ことができない

者 

２ 大規模な補修

を行わなければ

居住することが

困難である程度

に住家が半壊

（焼）した者 

 

居室、炊事場及び便所等日常

生活に必要最小限度の部分１

世帯当たりの限度額 

 

1 大規模半壊または半壊もし

くは半焼の被害を受けた世

帯  655，０００円以内 

2 半壊または半焼に準ずる程

度の損傷により被害を受け

た世帯 

318，０００円以内 

 

災害発生の日から 

3 月以内（災害対策基

本法（昭和 36 年法律

第 223 号）第 23 条

の 3 第 1 項に規定す

る特定災害対策本部、

同法第24条第1項に

規定する非常災害対

策本部又は同法第28

条の 2 第 1 項に規定

する緊急災害対策本

部が設置された災害

にあっては、6 月以

内） 
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救助の種類 対象 費用の限度額 期間 備考 

 

学用品の給与 

 

 住家の全壊（焼）

流失半壊（焼）又は

床上浸水により学

用品を喪失又は毀

損等により使用す

ることができず、就

学上支障のある小

学校児童、中学校

生徒、義務教育学

校生徒及び高等学

校等生徒。 

 

１ 教科書及び教科書以外の教

材で教育委員会に届出又は

その承認を受けて使用して

いる教材、又は正規の授業

で使用している教材実費 

２ 文房具及び通学用品は、 

 １人当たり次の金額以内 

小学生児童  ４，7００円 

中学生生徒  5，0００円 

高等学校等生徒 ５，5００円 

 

 

災害発生の日から 

（教科書） 

 １ヶ月以内 

（文房具及び通学用

品） 

 １５日以内 

 

１ 備蓄物資は評価額 

２ 入進学時の場合は個々

の事情に応じて支給す

る。 

 

埋 葬 

 

 災害の際死亡し

た者を対象にして

実際に埋葬を実施

する者に支給 

 

１体当たり 

 大人（１２歳以上） 

  213,800 円以内 

 小人（１２歳未満） 

  170,900 円以内 

 

災害発生の日から 

１０日以内 

 

 災害発生の日以前に死亡

した者であっても対象とな

る。 

 

死体の捜索 

 

行方不明の状態

にあり、かつ、四囲

の事情によりすで

に死亡していると

推定される者 

 

 

当該地域における通常の実費 

 

災害発生の日から 

１０日以内 

 

１ 輸送費、人件費は、別途

計上 

２ 災害発生後３日を経過し

たものは一応死亡した者

と推定している。 

 

死体の処理 

 

災害の際死亡し

た者について、死

体に関する処理

（埋葬を除く。）をす

る。 

 

（洗浄、消毒等） 

１体当たり３，５００円以内 

   既存建物借上費 

    通常の実費 

   既存建物以外 

    １体当たり 

    ５，４００円以内 

 

  救護班以外は慣行料金 

 

 

災害発生の日から 

１０日以内 

 

１ 検案は原則として救護班 

２ 輸送費、人件費は、別途

計上 

３ 死体の一時保存にドライ

アイスの購入費等が必要

な場合は当該地域におけ

る通常の実費を加算でき

る。 

 

障害物の除去 

 

 居室、炊事場、玄

関等に障害物が運

びこまれているた

め生活に支障をき

たしている場合で

自力では除去する

ことのできない者 

 

１世帯当たり 

  138,300 円以内 

 

災害発生の日から 

１０日以内 

 

 

輸送費及び賃金

職員等雇上費 

 

１ 被災者の避難に

係る支援 

２ 医療及び助産 

３ 被災者の救出 

４ 飲料水の供給 

５ 死体の捜索 

６ 死体の処理 

７ 救済用物資の

整理配分 

 

当該地域における通常の実費 

 

 救助の実施が認めら

れる期間以内 

 

 

実 費 弁 償 

 

 災害救助法施行

令第４条第１号から

第４号までに規定

する者 

 

 災害救助法第７条第１項の規

定により救助に関する業務に

従事させた都道府県知事の総

括する都道府県の常勤の職員

で当該業務に従事した者に相

当するものの給与を考慮して

定める 

 

 

救助の実施が認めら

れる期間以内 

 

 時間外勤務手当及び旅費

は別途に定める額 

一
時
保
存 

検 

案 
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救助の種類 対象 費用の限度額 期間 備考 

 

救助の事務を行う

のに必要な費用 

 

 

１  時間外勤務手

当 

２  賃金職員等雇

上費   

３  旅費 

４  需用費（消耗品

費、燃料費、食糧

費、印刷製本費、

光熱水費、修繕

料） 

５  使用料及び賃

借料   

６  通信運搬費 

７  委託費 

 

救助事務費は、地方自治法

施行令（昭和二十二年政令第

十六号）第百四十三条に規定

する歳出の会計年度所属区分

により区分した当該年度の災

害ごとにおいて、第一条から第

十五条までに掲げる経費と法

第五条第三項に要した額及び

法第十九条に要した額並びに

令第八条に定めるところによ

り算定した額の合算額を合算

し、各合計額を合算した額から

次に掲げる割合を乗じて得た

額の合算額以内とすること。 

１  3,000 万円以下の部分の

金額については 100 分の

10 

２  3,000 万円を超え

6,000 万円以下の部分の

金額については 100 分の9 

３  6,000 万円を超え 1 億円

以下の部分の金額について

は 100 分の 8 

４  1 億円を超え 2 億円以下

の部分の金額については

100 分の 7 

５  2 億円を超え 3 億円以下

の部分の金額については

100 分の 6 

６  3 億円を超え 5 億円以下

の部分の金額については

100 分の 5 

７  5 億円を超える部分の金

額については 100 分の 4 

 

 

救助の実施が認めら

れる期間及び災害救

助費の精算する事務

を行う期間以内 

 

災害救助費の精算事務を行

うのに要した経費も含む。 

※ この基準によっては救助の適切な実施が困難な場合には、都道府県知事は、内閣総理大臣に協議し、その同意を得た上で、

救助の程度、方法及び期間を定めることができる。 
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資料９-２ 

裾野市災害見舞金交付要綱 

昭和 53 年 11 月 7 日 

告示第 59 号 

 (趣旨) 

第 1 条 この要綱は、裾野市が交付する災害見舞金(以下「見舞金」という。)について必要な事項を定めるものと

する。 

 

(災害の種類及び交付額) 

第 2 条 見舞金は、市内に発生した火災、風水害、震災及び非常災害による罹災世帯又はその遺族等で葬祭を行

う者(以下「遺族等」という。)に対し、別表に掲げる区分に従い交付する。 

 

(交付の制限) 

第 3 条 次の各号のいずれかに該当する場合は、交付額を減額し、又は交付しないものとする。 

(1) 災害が災害救助法(昭和 22 年法律第 118 号)の適用を受けたとき。 

(2) 災害が裾野市災害弔慰金の支給等に関する条例(昭和 49 年裾野市条例第 30 号)の適用を受けたとき。 

(3) その他特別な事情があるため市長が不適当と認めたとき。 

 

(被害等の認定) 

第 4 条 市長は、富士山南東消防組合その他の関係機関の認定する被害の程度に応じて、交付額を決定する。 

2 市長は、非住家の被害についても必要と認めたときは、前項の規定を準用することができる。 

 

(支給要件) 

第 5 条 見舞金の交付を受けることのできる者は、災害発生時に本市の住民基本台帳に登載された者又は遺族

等でなければならない。 

 

附 則 

この要綱は、公示の日から施行し、昭和 53 年 4 月 1 日以後に生じた災害について適用する。 

附 則(平成 24 年告示第 4 号) 

この告示は、平成 24 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 28 年告示第 79 号) 

この告示は、平成 28 年 4 月 1 日から施行する。 

 

 

別表(第 2 条関係)                                              (単位 円) 

区分 持家の場合 借家、借間又は同居の場合 

住居の全焼、全壊又は流出の場合 1世帯 30,000 20,000

住居の半焼又は半壊の場合 1世帯 20,000 10,000

床上浸水の場合 1世帯 10,000 10,000

死亡(1人当たり) 50,000
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資料９-３ 

裾野市災害弔慰金の支給等に関する条例 

昭和 49 年 6 月 29 日 

条例第 30 号 

第 1 章 総則 

(目的) 

第 1条 この条例は、災害弔慰金の支給等に関する法律(昭和 48 年法律第 82 号。以下「法」という。)及び災害弔

慰金の支給等に関する法律施行令(昭和 48 年政令第 374 号。以下「令」という。)の規定に準拠し、暴風、豪雨

等の自然災害により死亡した市民の遺族に対する災害弔慰金の支給を行い、自然災害により精神又は身体に

著しい障害を受けた市民に災害障害見舞金の支給を行い、並びに自然災害により被害を受けた世帯の世帯主

に対する災害援護資金の貸付けを行い、もって市民の福祉及び生活の安定に資することを目的とする。 

 

(定義) 

第 2 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に掲げるところによる。 

(1) 災害 暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波その他異常な自然現象により被害が生ずることをいう。 

(2) 市民 災害により被害を受けた当時、裾野市の区域内に住所を有した者をいう。 

 

第 2 章 災害弔慰金 

(災害弔慰金の支給) 

第 3 条 市長は、市民が令第 1 条に規定する災害(以下この章及び次章において単に「災害」という。)により死亡

したときは、その者の遺族に対し、災害弔慰金の支給を行うものとする。 

 

(災害弔慰金を支給する遺族) 

第 4 条 災害弔慰金を支給する遺族の範囲は、法第 3 条第 2 項の遺族の範囲とし、その順位は、次に掲げるとお

りとする。 

(1)死亡者の死亡当時において、死亡者により生計を主として維持していた遺族(兄弟姉妹を除く。以下この項に

おいて同じ。)を先にし、その他の遺族を後にする。 

(2)前号の場合において、同順位の遺族については、次に掲げる順序とする。 

ア 配偶者 

イ 子 

ウ 父母 

エ 孫 

オ 祖父母 

(3)死亡者に係る配偶者、子、父母、孫又は祖父母のいずれも存しない場合であって兄弟姉妹がいるときは、その

兄弟姉妹(死亡した者の死亡当時その者と同居し、又は生計を同じくしていた者。)に対して、災害弔慰金を支

給するものとする。 

2 前項の場合において、父母及び祖父母については、死亡した者の死亡の当時その者によって生計を維持し、又

はその者と生計をともにした者を先にし、同順位の父母については、養父母を先にし、実父母を後にし、同順位

の祖父母については、養父母の父母を先にし、実父母の父母を後にし、父母の養父母を先にし、実父母を後にす

る。 

3 遺族が遠隔地にある場合その他の事情により、前 2 項の規定により難いときは、前 2 項の規定にかかわらず、

第 1 項の遺族のうち、市長が適当と認める者に支給することができる。 

4 前 3 項の場合において、災害弔慰金の支給を受けるべき同順位の遺族が 2 人以上あるときは、その 1 人に対

してした支給は、全員に対しなされたものとみなす。 

 

(災害弔慰金の額) 

第 5 条 災害により死亡した者 1 人当たりの災害弔慰金の額は、その死亡者が死亡当時においてその死亡に関し

災害弔慰金を受けることができることとなる者の生計を主として維持していた場合にあっては 500 万円とし、
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その他の場合にあっては 250 万円とする。ただし、死亡者がその死亡に係る災害に関し、既に次章に規定する

災害障害見舞金の支給を受けている場合は、これらの額から当該支給を受けた災害障害見舞金の額を控除した

額とする。 

 

(死亡の推定) 

第6条 災害の際現にその場に居合わせた者についての死亡の推定については、法第4条の規定によるものとす

る。 

 

(支給の制限) 

第 7 条 弔慰金は、次の各号に掲げる場合には支給しない。 

(1)当該死亡者の死亡が、その者の故意又は重大な過失により生じたものである場合 

(2)令第 2 条に規定する場合 

(3)災害に際し、市長の避難の指示に従わなかったことその他の特別の事情があるため、市長が支給を不適当と

認めた場合 

 

(支給の手続) 

第 8 条 市長は、災害弔慰金の支給を行うべき事由があると認めるときは、規則で定めるところにより支給を行

うものとする。 

2 市長は、災害弔慰金の支給に関し遺族に対し、必要な報告又は書類の提出を求めることができる。 

 

第 3 章 災害障害見舞金の支給 

(災害障害見舞金の支給) 

第 9 条 市は、市民が災害により負傷し、又は疾病にかかり、治ったとき(その症状が固定したときを含む。)に法

別表に掲げる程度の障害があるときは、当該住民(以下「障害者」という。)に対し、災害障害見舞金の支給を行

うものとする。 

 

(災害障害見舞金の額) 

第10条 障害者1人当たりの災害障害見舞金の額は、当該障害者が災害により負傷し、又は疾病にかかった当時

において、その属する世帯の生計を主として維持していた場合にあっては 250 万円とし、その他の場合にあっ

ては 125 万円とする。 

 

(準用規定) 

第 11 条 第 7 条及び第 8 条の規定は、災害障害見舞金について準用する。 

 

第 4 章 災害援護資金の貸付け 

(災害援護資金の貸付け) 

第 12 条 市は、令第 3 条に掲げる災害により、法第 10 条第 1 項各号に掲げる被害を受けた世帯の市民である

世帯主に対し、その生活の立直しに資するため、災害援護資金の貸付けを行うものとする。 

2 前項に掲げる世帯は、その所得について法第 10 条第 1 項に規定する要件に該当するものでなければならな

い。 

 

(災害援護資金の限度額等) 

第 13 条 災害援護資金の 1 災害における 1 世帯当たりの貸付限度額は、災害による当該世帯の被害の種類及び

程度に応じ、それぞれ次の各号に掲げるとおりとする。 

(1)療養に要する期間がおおむね 1月以上である世帯主の負傷(以下「世帯主の負傷」という。)があり、かつ、次の

いずれかに該当する場合 

ア 家財についての被害金額がその家財の価額のおおむね 3 分の 1 以上である損害(以下「家財の損害」とい

う。)及び住居の損害がない場合 1,500,000 円 

イ 家財の損害があり、かつ、住居の損害がない場合 2,500,000 円 
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ウ 住居が半壊した場合 2,700,000 円 

エ 住居が全壊した場合 3,500,000 円 

(2)世帯主の負傷がなく、かつ、次のいずれかに該当する場合 

ア 家財の損害があり、かつ、住居の被害がない場合 1,500,000 円 

イ 住居が半壊した場合 1,700,000 円 

ウ 住居が全壊した場合(エの場合を除く。) 2,500,000 円 

エ 住居の全体が滅失、又は流失した場合 3,500,000 円 

(3) 第 1 号のウ又は前号のイ若しくはウにおいて、被災した住居を建て直すに際しその住居の残存部分を取り壊

さざるを得ない場合等特別の事情がある場合には、「2,700,000 円」とあるのは「3,500,000 円」と、

「1,700,000 円」とあるのは「2,500,000 円」と、「2,500,000 円」とあるのは「3,500,000 円」と読み替

えるものとする。 

 

(償還及び貸付条件等) 

第 14 条 災害援護資金の貸付金（以下「貸付金」という。）の償還期間は、貸し付けた月の翌月から起算して、10

年とし、据置期間は、そのうち 3 年（令第 7 条第 2 項括弧書の場合は 5 年）とする。 

2  貸付金の償還方法は、年賦償還、半年賦償還又は月賦償還の方法によるものとし、それぞれ元利均等償還を

原則とする。ただし、期限前であっても貸付金の全部又は一部を繰り上げて償還することができる。 

3 災害援護資金の貸付けを受けようとする者は、保証人を定めることができる。 

4 貸付金は、第 1 項の規定による据置期間中は無利子とし、据置期間経過後にあっては、前項の規定による保証

人を定める場合は、無利子とし、保証人を定めない場合は、延滞の場合を除き、その利率を年１パーセントとす

る。 

5 第 3 項の保証人の保証責務は、令第 9 条の違約金を包含するものとする。 

 

(償還免除等) 

第 15 条 償還金の支払い猶予、償還免除、報告等、一時償還及び違約金については、法第 13 条、第 14 条第 1

項、第 16 条並びに令第 8 条、第 9 条及び第 12 条の規定によるものとする。 

 

第 5 章 雑則 

(規則への委任) 

第 16 条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行し、昭和 49 年 4 月 1 日から適用する。 

附 則(昭和 50 年条例第 10 号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(昭和 52 年条例第 11 号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(昭和 53 年条例第 18 号) 

1 この条例は、公布の日から施行する。 

2 この条例による改正後の裾野市における災害弔慰金の支給および災害援護資金の貸付に関する条例(以下

「改正後の条例」という。)第 5 条の規定は、昭和 53 年 1 月 14 日以後に生じた災害により死亡した住民の遺族

に対する災害弔慰金の支給について、改正後の条例第 10 条第 1 項の規定は、当該災害により被害を受けた世

帯主に対する災害援護資金の貸付けについて適用する。 

附 則(昭和 56 年条例第 17 号) 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の第 5 条の規定は昭和 55 年 12 月 14 日以後に生じた災害により死

亡した住民の遺族に対する災害弔慰金の支給について、改正後の第 10 条第 1 項の規定は当該災害により被害を

受けた世帯の世帯主に対する災害援護資金の貸付けについて適用する。 

附 則(昭和 57 年条例第 27 号) 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の条例第 9 条、第 10 条及び第 11 条の規定は、昭和 57 年 7 月 10 日
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以後に生じた災害により負傷し、又は疾病にかかった住民に対する災害障害見舞金の支給について適用する。 

附 則(平成 5 年条例第 19 号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 23 年条例第 23 号) 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の第 4 条第 1 項の規定は、平成 23 年 3 月 11 日以後に生じた災害に

より死亡した住民に係る災害弔慰金の支給について適用する。 

  附 則(令和 4 年条例第 8 号) 

この条例は、公布の日から施行する。 
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資料９-４ 

裾野市災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則 

昭和 49 年 7 月 3 日 

規則第 8 号 

第 1 章 総則 

(趣旨) 

第 1条 この規則は、裾野市災害弔慰金の支給等に関する条例(昭和 49 年裾野市条例第 30 号。以下「条例」とい

う。)の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

第 2 章 災害弔慰金の支給 

(支給の手続) 

第 2 条 市長は、条例第 3 条の規定により災害弔慰金を支給するときは、次に掲げる事項の調査を行った上、災

害弔慰金の支給を行うものとする。 

(1)死亡者(行方不明者を含む。以下同じ。)の氏名、性別及び生年月日 

(2)死亡(行方不明を含む。)の日時、場所及び死亡の状況 

(3)死亡者の遺族に関する事項 

(4)支給の制限に関する事項 

(5)前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

 

(必要書類の提出) 

第 3 条 市長は、裾野市の区域外で死亡した市民の遺族に対し、死亡地の官公署の発行する被災証明書を提出さ

せるものとする。 

2 市長は、市民でない遺族に対しては、遺族であることを証明する書類を提出させるものとする。 

 

第 3 章 災害障害見舞金の支給 

(支給の手続) 

第 4 条 市長は、条例第 9 条の規定により災害障害見舞金を支給するときは、次に掲げる事項の調査を行った上、

災害障害見舞金の支給を行うものとする。 

(1)障害者の氏名、性別及び生年月日 

(2)障害の原因となる負傷又は疾病の状態となった年月日及び負傷又は疾病の状況 

(3)障害の種類及び程度に関する事項 

(4)支給の制限に関する事項 

(5)前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

 

(必要書類の提出) 

第 5 条 市長は、裾野市の区域外で障害の原因となる負傷又は疾病の状態となった市民に対し、負傷し、又は疾

病にかかった地の官公署の発行する被災証明書を提出させるものとする。 

2 市長は、障害者に対し、法別表に規定する障害を有することを証明する医師の診断書(様式第 1 号)を提出させ

るものとする。 

 

第 4 章 災害援護資金の貸付け 

(借入れの申込み) 

第6条 災害援護資金(以下「資金」という。)の貸付けを受けようとする者(以下「借入申込者」という。)は、次に掲

げる事項を記載した借入申込書(様式第 2 号)を市長に提出しなければならない。 

(1)借入申込者の住所、氏名及び生年月日 

(2)貸付けを受けようとする資金の金額、償還の期間及び方法 

(3)貸付けを受けようとする理由及び資金の使途についての計画 

(4)保証人を立てる場合は、保証人となるべき者に関する事項 
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(5)前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

2 借入申込書には、次に掲げる書類を添えなければならない。 

(1)世帯主の負傷を理由とする借入申込書にあっては、医師の療養見込期間及び療養概算額を記載した診断書 

(2)被害を受けた日の属する年の前年(当該被害を 1 月から 5 月までの間に受けた場合にあっては前々年とす

る。以下この号において同じ。)において、他の市町村に居住していた借入申込者にあっては、当該世帯の前年

の所得に関する当該市町村長の証明書 

(3)その他市長が必要と認めた書類 

3 借入申込者は、借入申込書を、その者の被災の日の属する月の翌月 1 日から起算して 3 月を経過する日までに

提出しなければならない。 

 

(調査) 

第7条 市長は、借入申込書の提出を受けたときは、速やかにその内容を検討の上、当該世帯の被害の状況、所得

その他の必要な事項について調査を行うものとする。 

 

(貸付の決定) 

第8条 市長は、借入申込者に対して資金を貸し付ける旨を決定したときは、貸付金の金額、償還期間及び償還方

法を記載した貸付決定通知書(様式第 3 号)を、借入申込者に交付するものとする。 

2 市長は、借入申込者に対して資金を貸し付けない旨を決定したときは、貸付不承認通知書(様式第 4 号)を借入

申込者に通知するものとする。 

 

(借用書の提出) 

第 9 条 貸付決定通知書の交付を受けた者は、速やかに借用書(様式第 5 号)に資金の貸付を受けた者(以下「借

受人」という。)の印鑑証明書を添えて市長に提出しなければならない。ただし、保証人を立てる場合は、保証人

が連署した借用書に借受人及び保証人の印鑑証明書を添えて提出するものとする。 

 

(貸付金の交付) 

第 10 条 市長は、前条の借用書と引換えに貸付金を交付するものとする。 

第 11条 市長は、借受人が貸付金の償還を完了したときは、当該借受人に係る借用書及びこれに添えられた印鑑

証明書を遅滞なく返還するものとする。 

 

(繰上償還の申出) 

第 12 条 繰上償還をしようとする者は、繰上償還申出書(様式第 6 号)を市長に提出するものとする。 

 

(償還金の支払猶予) 

第 13 条 借受人は、償還金の支払猶予を申請しようとするときは、支払猶予を受けようとする理由、猶予期間そ

の他市長が必要と認める事項を記載した申請書(様式第 7 号)を市長に提出しなければならない。 

2 市長は、支払の猶予を認める旨を決定したときは、支払を猶予した期間その他市長が必要と認める事項を記載

した支払猶予承認通知書(様式第 8 号)を、当該借受人に交付するものとする。 

3 市長は、支払の猶予と認めない旨の決定をしたときは、支払猶予不承認通知書(様式第 9 号)を、当該借受人に

交付するものとする。 

 

(違約金の支払免除) 

第 14 条 借受人は、違約金の支払免除を申請しようとするときは、その理由を記載した申請書(様式第 10 号)を

市長に提出しなければならない。 

2 市長は、延滞利子の支払免除した期間及び支払を免除した金額を記載した違約金支払免除承認通知書(様式第

11 号)を当該借受人に交付するものとする。 

３市長は、支払免除を認めない旨を決定したときは、違約金支払免除不承認通知書(様式第 12 号)を、当該借受

人に交付するものとする。 
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(償還免除) 

第 15 条 災害援護資金の償還未済額の全部又は一部の償還の免除を受けようとする者(以下「償還免除申請書」

という。)は、償還免除を受けようとする理由その他市長が必要と認める事項を記載した申請書(様式第 13 号)

を、市長に提出しなければならない。 

2 前項の申請書には、次の各号に掲げるいずれかの書類を添えなければならない。 

(1)借受人の死亡を証する書類 

(2)借受人が精神又は身体に著しい障害を受けて貸付金を償還することができなくなったことを証する書類 

3 市長は、償還の免除を認める旨を決定したときは、償還免除承認通知書(様式第 14 号)を、当該償還免除申請

書に交付するものとする。 

4 市長は、償還の免除を認めない旨を決定したときは、償還免除不承認通知書(様式第 15 号)を当該償還免除申

請書に交付するものとする。 

 

(督促) 

第 16 条 市長は、償還金を納付期限までに納入しない者があるときは、督促状を発行するものとする。 

 

(氏名又は住所の変更届等) 

第 17 条 借受人又は保証人について、氏名又は住所の変更等借用書に記載した事項に異動を生じたときは、借

受人は、速やかにその旨を市長に氏名等変更届(様式第 16 号)を提出しなければならない。ただし、借受人が死

亡したときは、同届の親族又は保証人が代わってその旨を届け出るものとする。 

 

第 5 章 雑則 

第 18 条 この規則に定めるもののほか、災害弔慰金及び災害障害見舞金の支給並びに災害援護資金の貸付けの

手続について必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

この規則は、公布の日から施行し、昭和 49 年 4 月 1 日から適用する。 

附 則(昭和 57 年規則第 17 号) 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の第 4 条及び第 5 条の規定は、昭和 57 年 7 月 10 日以後に生じた災

害により負傷し、又は疾病にかかった市民に対する災害障害見舞金の支給について適用する。 

附 則(平成 21 年規則第 18 号) 

(施行期日) 

1 この規則は、公布の日から施行する。 

(経過措置) 

2 この規則の施行の際現に作成されている様式書類は、なお当分の間、適宜修正の上使用することができるも

のとする。 

 附 則（令和４年規則第 8 号） 

この規則は、公布の日から施行する。 
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資料９-５ 

寺院一覧 

寺 院 名 住   所 電話番号 

興 禅 寺 深良２２３９ 992-0306 

光 明 寺 公文名３４３ 992-2888 

西 安 寺 深良１９３９ 992-0677 

専 修 院 下和田１０３９ 997-1261 

荘 園 寺 御宿２９６ 992-1911 

松 寿 院 深良２７５６ 992-0385 

浄 土 院 今里８５６ 997-2359 

定 輪 寺 桃園１５４ 992-0264 

仙 年 寺 葛山４９１ 997-1035 

総 在 寺 深良３４１１－２ 997-3323 

長 教 寺 水窪７６ 992-1157 

東 光 寺 麦塚１８８－２ 993-0748 

普 明 寺 千福３８７ 992-1176 

法 雲 寺 佐野２６６－３ 992-0825 

本 因 寺 佐野７０６－１ 992-2841 

文 明 寺 深良２４８２ 992-0780 

蓮 光 寺 佐野３０７ 992-1050 
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資料 10-１ 

災害時応援協定一覧 

１ 自治体・自衛隊等 

締結先 協定名称 内容 連絡先 

湖西市 大規模災害に係る相互応援に関する協定 
災害の応急措置及び応急復旧に必要な資機材、物資等の提供及

び斡旋並びに職員の派遣 

湖西市危機管理課 

０５３-５７６-４５３８    

茨城県龍ケ崎市 災害時の相互応援に関する協定 
災害の応急措置及び応急復旧に必要な資機材、物資等の提供及

び斡旋並びに職員の派遣 

龍ケ崎市危機管理課 

０２９７－６４－１１１１（代表）

（内線３５２） 

福島県相馬市 災害時の相互応援に関する協定 
災害の応急措置及び応急復旧に必要な資機材、物資等の提供及

び斡旋並びに職員の派遣 

相馬市役所地域防災対策室 

消防防災係 

０２４４-３７-２１１９ 

新潟県小千谷市他 62 市町村 中越大震災ネットワークおぢやに関する規約 

・災害時被災情報の収集 

・災害時支援情報の収集・提供 

・災害時被災地への災害対応経験者等の派遣 

・平常時災害対応能力を高めるための教育及び啓発事業 

小千谷市危機管理課 

危機管理・原子力安全対策係 

0258-83-3515 

山梨県・静岡県内環富士山地域

市町村 

環富士山地域における災害時の相互応援に

関する協定 

・被災が予想される圏域外への避難誘導活動 

・被災者及び避難者の救出救護活動 

・被災者等受け入れ施設の提供 

・被災者等への食糧、飲料水及び生活必需品の提供 

・長期の避難生活が見込まれる被災者等への仮設住宅の提供 

・長期避難生活世帯の児童･生徒の受け入れ 

・災害ボランティアのあっせん 

・前各号の活動に必要な人材の派遣並びに資機材及び車両の提

供 

 

県東部地区 18 市町 
東部地域相互応援協定 

（災害時等の相互応援に関する協定） 

・被災者を一時受入れるための施設の提供 

・応急措置及び応急復旧に必要な資機材、生活物資等のあっせん

及び提供 

・応急措置及び応急復旧に必要な職員等の派遣 

事務局輪番市 

県内３５市町 静岡県消防相互応援協定 

相互の消防力を活用して、災害による被害を最小限に防止するた

めの消防相互応援についての協定 

災害（火災・風水害など災害全般）発生時の職員車両派遣 

富士山南東消防本部所管 
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沼津市・三島市・裾野市・御殿場

市・長泉町・小山町 
水道災害相互応援に関する協定 

・応急給水及び施設の応急復旧の作業に必要な職員の派遣 

・施設の応急復旧に必要な資器材の提供 

・作業に必要な車両及び機械等の提供 

上下水道工務課所管 

静岡県内３５市町 
一般廃棄物処理に関する災害時等の相互援

助に関する協定 

災害対策基本法第２条第１号に規定する災害並びに一般廃棄物

の処理施設等の事故及び故障 
生活環境課所管 

沼津市・三島市・裾野市・御殿場

市・長泉町・小山町 

富士箱根伊豆交流圏市町村ネットワーク会議

構成市町村災害時相互応援に関する協定書 

・食糧、飲料水及び生活必需品並びにその供給に必要な資機材の

提供 

・被災者の救助、医療及び防疫並びに応急復旧に必要な資機材及

び物資の提供 

・被災者を一時受け入れるための施設の提供 

・応急対策及び復旧活動に必要な職員の派遣 

戦略推進課所管 

国土交通省中部地方整備局 

富士砂防事務所 

富士砂防事務所・裾野市の情報の伝達・交換

等に関する協定 

裾野市へ富士山の監視カメラの映像を映すモニターの設置。 

監視カメラの設置。 

富士砂防事務所調査課 

0544-27-5387 

(M 768-352) 

陸上自衛隊滝ヶ原駐屯地 
自衛隊派遣における留守宅家族支援に関す

る協定 
部隊内における子どもの一時預かり所の運営に関する協定 幼稚園・保育園課所管 

陸上自衛隊板妻駐屯地 
自衛隊派遣における留守宅家族支援に関す

る協定 
部隊内における子どもの一時預かり所の運営に関する協定 幼稚園・保育園課所管 

陸上自衛隊駒門駐屯地 
自衛隊派遣における留守宅家族支援に関す

る協定 
部隊内における子どもの一時預かり所の運営に関する協定 幼稚園・保育園課所管 

陸上自衛隊富士駐屯地 
自衛隊派遣における留守宅家族支援に関す

る協定 
部隊内における子どもの一時預かり所の運営に関する協定 幼稚園・保育園課所管 

 

２ ライフライン・インフラ整備 

締結先 協定名称 内容 連絡先 

東京電力パワーグリッド株式会

社 

災害時の災害派遣車両等の用地使用に関す

る覚書 
電力復旧のための市有地の使用 

静岡総支社 業務統括グルー

プ 915-5502 

東京電力パワーグリッド株式会

社 

災害時における停電復旧の連携等に関する

基本協定 
電力の早期回復を図るための情報連携・相互協力 

静岡総支社 業務統括グルー

プ 915-5７４０ 

西日本電信電話㈱ 
災害時における特設公衆電話の設置・利用に

関する覚書 
現地情報連絡員の派遣 

静岡支店 

災害対策担当  

電話：054-205-9122 

FAX：054-252-9691 
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裾野市建設業協会 応急復旧工事等に関する協定 応急復旧に必要な資機材及び料力の提供 資料編 資料 5-7 

裾野市上水道協力会 災害発生後の応急給水活動に関する協定 応急給水活動に必要な資機材及び労力の提供 資料編 資料 5-9 

（一社）静岡県測量設計業協会※ 
災害時における測量設計等行鵜委託に関す

る協定 
災害復旧工事に必要な測量設計等業務の実施を要請 

静岡県測量設計業協会 

東部支部長 

静岡県 LP ガス協会東部支部 

御殿場地区会 

災害援助に必要な LP ガスの供給等に関する

覚書 
災害時に市が必要とする公共施設への LP ガスの供給 

静岡県 LP ガス協会東部支部

御殿場地区会 地区長 

 

３ 情報・広報 

締結先 協定名称 内容 連絡先 

国土交通省中部地方整備局長 災害時の情報交換に関する協定 災害時の道路状況に係る情報交換（現地情報連絡員の派遣等）  

沼津警察署（裾野警察署） 
アマチュア無線による災害情報の提供に関す

る協定 
災害時にアマチュア無線を使用して情報提供 995-0110 

東京電力パワーグリッド株式会

社 
停電時の情報発信に関する協定 まもメールを通じた停電情報の発信 

三島支社 

903teiden@tepco.co.jp 

ヤフー株式会社 ※ 災害に係る情報発信等に関する協定 
災害時に市ＨＰのアクセス負荷軽減、災害情報の掲載（避難情報、

物資情報等、ライフライン等） 

災害協定担当 

03-6898-6763 

株式会社エフエムみしま・かんな

み 
非常災害放送に関する協定 災害時の非常災害放送による情報発信 981-8600 

静岡エフエム放送株式会社 災害時における非常災害放送に関する協定 災害時の非常災害放送による情報発信 

（平常時連絡先） 

電話：053-457-1153 

FAX：053-457-1174 

（災害発生時連絡先） 

電話：053-457-1153 

FAX：053-457-1172 

富士空撮サービス 
災害時等における無人航空機の活用に関す

る協定書 

災害時等における無人航空機（ドローン）による情報収集及び情

報提供 

本間一成 

０９０-５６３３-００４３ 

東地区商工振興会 
災害時等における無人航空機の活用に関す

る協定書 

災害時等における無人航空機（ドローン）による情報収集及び情

報提供 

第一開発株式会社 

９９２－３６０６ 

株式会社バカン 
災害時避難施設に係る情報の提供に関する

協定 
MAP 型避難所混雑状況システム VACAN の提供 03-6327-5533 
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４ 医療救護 

締結先 協定名称 内容 連絡先 

沼津医師会長 災害時の医療救護活動に関する協定 災害時の医療従事者の派遣 健康推進課所管 

駿東歯科医師会長 

駿東歯科医師会裾野支部長 
災害時の医療救護活動に関する協定 災害時の医療従事者の派遣 健康推進課所管 

一般社団法人沼津薬剤師会 災害時の医療救護活動に関する協定 災害時の医療従事者の派遣 健康推進課所管 

一般社団法人静岡県助産師会 災害時等における支援協力に関する協定 災害時の母子等への健康相談や妊産婦等への処置 健康推進課所管 

 

５ 被害認定・応急危険度判定・応急仮設住宅 

締結先 協定名称 内容 連絡先 

静岡県土地家屋調査士会 
災害時における家屋被害認定調査に関する

協定 
災害時の調査士の派遣 

森田 功 

０５５－９９３－１５７８ 

公益社団法人  

静岡県建築士会裾野支部 

災害発生後の建物被害状況調査に関する協

定 
被災後の建物被害状況調査の実施 

静岡県建築士会東部ブロック

事務局 

〒410-0801 

沼津市大手町4-3-36 寺王

ビル 

TEL: 055-939-8210 

FAX: 055-939-8220 

社団法人 

静岡県宅地建物取引業協会 ※ 

災害時における民間賃貸住宅に係る空き家

情報の提供等に関する協定 

被災により住家を確保できない被災者を対象とした、空き家情報

の提供及び住宅提供に関する協力 

中山通商 

９９２－５１７６ 

株式会社ナガワ ※ 
災害時における資機材等の調達に関する協

定 

仮設ハウス（応急仮設住宅除く）、暖房器具、冷房器具等の優先供

給 

東京都千代田区丸の内 1-4-1 

本社電話 

03-5288-8666 

 

６ 避難所・ヘリポート 

締結先 協定名称 内容 住所 連絡先 

東名観光開発株式会社  

東名カントリークラブ ※ 
大規模災害に係る援助に関する協定 

敷地内を避難所及びヘリポートとして

提供 
桃園 300 992-3331 

株式会社裾野カンツリー倶楽部  

裾野カンツリークラブ ※ 
大規模災害に係る援助に関する協定 

敷地内を避難所及びヘリポートとして

提供 
今里 1060 997-3030 

株式会社十里木  

十里木カントリークラブ ※ 
大規模災害に係る援助に関する協定 

敷地内を避難所及びヘリポートとして

提供 
富士市桑崎 1016 998-1010 
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（アコーディアゴルフ） 

東京急行電鉄株式会社  

ファイブハンドレッドクラブ ※ 
大規模災害に係る援助に関する協定 

敷地内を避難所及びヘリポートとして

提供 
千福 953-2 993-0500 

社会福祉法人富岳会   

特別養護老人ホーム 

富岳一ノ瀬荘 

災害時に要介護者等の避難施設として社会

福祉施設等を使用することに関する協定 
災害時に避難所として施設を提供 茶畑 1707-3 総合福祉課所管 

社会福祉法人 華翔会 

特別養護老人ホーム  

茶畑ヒルズ 

災害時に地域住民の避難施設として使用す

ることに関する協議 
災害時に避難所として施設を提供 茶畑 1428-1 総合福祉課所管 

住友金属鉱山㈱ 災害時における支援協力に関する協定 

研修施設「SMM 戦略研修所」を避難

所として提供、研修所備蓄の救援物資

等の提供 

SMM 戦略研修所 

千福が丘 4-17-1 

人材開発部 

電話：03-3436-7813 

FAX：03-3436-7740 

株式会社時之栖 

（裾野スポーツセンター） 
災害時における支援協力に関する協定 

宿泊施設を避難所として提供、備蓄物

資、資機材、仮設住宅用地等の提供 
下和田 420-12 

裾野スポーツセンター 

電話：965-0865 

FAX：965-0866 

 

７ 燃料 

締結先 協定名称 内容 住所 電話番号 

東屋商店 ※ 
災害時における燃料（ガソリン等）供給に関

する協定 

大規模地震発生時の燃料の優先供給 

(静岡県石油商業組合沼津支部裾野ブロック) 
佐野 996-2 992-1669 

有限会社阿部商店 ※ 
災害時における燃料（ガソリン等）供給に関

する協定 

大規模地震発生時の燃料の優先供給 

(静岡県石油商業組合沼津支部裾野ブロック) 
深良 1242 997-1032 

株式会社今関商店  

ちゃばたけ ※ 

災害時における燃料（ガソリン等）供給に関

する協定 

大規模地震発生時の燃料の優先供給 

(静岡県石油商業組合沼津支部裾野ブロック) 
茶畑 1010 993-3169 

株式会社今関商店  

裾野インター ※ 

災害時における燃料（ガソリン等）供給に関

する協定 

大規模地震発生時の燃料の優先供給 

(静岡県石油商業組合沼津支部裾野ブロック) 
御宿 1536-15 997-7100 

㈲渡辺商店 ※ 
災害時における燃料（ガソリン等）供給に関

する協定 

大規模地震発生時の燃料の優先供給 

(静岡県石油商業組合沼津支部裾野ブロック) 
佐野 1037-2 993-0261 

ジェイエイ静岡燃料サービス㈱ 

※ 

災害時における燃料（ガソリン等）供給に関

する協定 

大規模地震発生時の燃料の優先供給 

(静岡県石油商業組合沼津支部裾野ブロック) 
佐野 751-1 992-6008 
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８ 物資 

締結先 協定名称 内容 住所 電話番号 

シュー＆リペア イナゲ 災害救助に必要な物資の調達に関する協定  運動靴・長靴の提供 佐野 808-11 992-0305 

有限会社松屋洋品店 災害救助に必要な物資の調達に関する協定  衣料等の提供 平松 447-1 992-3113 

もちだおしゃれセンター 災害救助に必要な物資の調達に関する協定  毛布、タオル、衣料等の提供 平松 421-15 993-0056 

杉山履物店 災害救助に必要な物資の調達に関する協定  軍手、雨具、運動靴の提供 平松 420 992-0183 

有限会社大庭電化センター 災害救助に必要な物資の調達に関する協定  懐中電灯の提供 深良 762-1 992-0295 

㈱植松貞夫商店 災害救助に必要な物資の調達に関する協定  米、ＬＰガス、ＬＰガス器具の提供 深良 2388-23 992-0218 

合資会社山萬商店 災害救助に必要な物資の調達に関する協定  副食、調味料の提供 佐野 1036 992-0019 

有限会社ことぶきや金物店 災害救助に必要な物資の調達に関する協定  タオル、軍手、雨具、日用品等の提供 平松 519-14 993-0221 

電化の中川 災害救助に必要な物資の調達に関する協定  懐中電灯、乾電池の提供 平松 388-10 992-0421 

エスポット裾野店 災害救助に必要な物資の調達に関する協定  食料品、日用品等の提供 伊豆島田 295 992-3447 

富士慶商店 災害救助に必要な物資の調達に関する協定  副食、調味料の提供 須山 59０-2 998-0025 

コカ・コーラセントラルジャパン

㈱ 

災害時における救援物資の提供に関する協

定 
災害時の飲料の供給 沼津市原町中 3-14-7 

電話：968-3701 

FAX：968-3771 

イー・ドリンコ㈱      

ダイドービバレッジサービス㈱ 
災害時における飲料供給に関する協定 災害時の飲料の供給 千福 78-1 993-7211 

マックスバリュ東海㈱ ※ 災害救助に必要な物資の調達に関する協定  物資の提供 長泉町下長窪 303-1 

人事総務本部 総務部 

０５５５-９９９-３１００ 

（衛星携帯電話） 

０１０-８８２１６-６８７７-４１９

０ 

株式会社セブンイレブンジャパン 
災害時の物資供給及び店舗営業の継続又は

早期再開に関する協定 

災害時の物資の供給要請、市民の生

活安定のための店舗営業の継続また

は早期再開 

 

静岡・東東海ゾーン 

総務担当マネージャー 

電話：989-7110 

FAX：989-7160 

ＣＦＳコーポレーション（ウエルシ

ア） 
災害時における協力に関する協定 

災害時の物資の供給要請（救護所用

品、避難所用食料・日用品） 
 健康推進課所管 

クリエイトエス・ディー株式会社 災害時における協力に関する協定 
災害時の物資の供給要請（救護所用

品、避難所用食料・日用品） 
 健康推進課所管 

沼津酸素工業株 ※ 
災害時における資機材等の提供協力に関す

る協定 

資機材保管及び避難生活の支援活動

に資する場所、物資(発電機・照明・仮
清水町柿田 954 975-4732 
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設浴場、プロパンガス)の提供 

株式会社ゼンリン東海 ※ 
災害時における地図製品等の供給等に関す

る協定 

災害時の地図製品等の提供、平時に

おける備蓄用地図製品等の無償提

供、平時における防災に関する情報交

換 

清水町伏見 614-11 
電話：975-6699 

FAX：973-6021 

株式会社中川商店 災害救助に必要な物資の調達に関する協定  米、ＬＰガス、ＬＰガス器具の提供 佐野 1036 993-1555 

田中屋 災害救助に必要な物資の調達に関する協定  軍手、雨具、日用品等の提供 佐野 1067 992-0114 

前島ふとん店 災害救助に必要な物資の調達に関する協定  毛布、タオル等の提供 平松 421-2 993-0443 

三嶋屋酒店 災害救助に必要な物資の調達に関する協定  飲料の提供 佐野 1489-3 993-5335 

有限会社星野燃料店 災害救助に必要な物資の調達に関する協定  食料品、日用品、燃料等の提供 佐野 779-1 992-0409 

美松有限会社 災害救助に必要な物資の調達に関する協定  食料品、日用品、燃料等の提供 佐野 708-1 992-0083 

静岡県駿沼学校生活協同組合 

※ 
災害時における学習活動支援に関する協定 

災害発生時に学用品、衛生管理用品

等学校の要請に応じ提供する。楽器演

奏会など含む心のケアの提供。 

沼津市米山町 12-27 
電話：921-0333 

FAX：921-1149 

大塚製薬株式会社 

 

裾野市と大塚製薬株式会社との包括的連携

に関する協定 

【連携対象事項】 

(1) 健康づくりの推進に関する事項 

(2) 熱中症対策取り組みに関する事

項 

(3) 災害時における協力に関する事

項（飲食料の提供） 

(4) 市政情報の発信に関する事項 

(5) その他甲及び乙が協議して必要

と認める事業 

 戦略推進課所管 

アイリスオーヤマ株式会社 災害時における物資供給に関する協定 
同社が保有または供給可能な物資の

供給（飲料水など） 

（本社）宮城県仙台市青

葉区五橋二丁目 12 番 1

号 

（富士裾野工場） 

裾野市須山２８１０－４ 

立地協定（渉外課所管）と合

わせて協定書を締結 

 

９ 輸送・車両 

締結先 協定名称 内容 連絡先 

静岡県トラック協会 ※ 災害時における支援協力に関する協定 備蓄資機材等の避難所への配送 
電話：054-283-1910 

FAX：054-283-1917 
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大興運輸有限会社 災害発生時の車両貸借に関する協定 大規模災害時の車両の借上げ 997-0066 

岳南運輸有限会社 災害発生時の車両貸借に関する協定 大規模災害時の車両の借上げ 993-2333 

福松屋運送会社 災害発生時の車両貸借に関する協定 大規模災害時の車両の借上げ 080-6911-0908 

㈱富士産業 災害発生時の車両貸借に関する協定 大規模災害時の車両の借上げ 997-1171 

有限会社芝隆造園 災害発生時の車両貸借に関する協定 大規模災害時の車両の借上げ 997-1174 

有限会社裾野芝生 災害発生時の車両貸借に関する協定 大規模災害時の車両の借上げ 997-4148 

小野田芝生 災害発生時の車両貸借に関する協定 大規模災害時の車両の借上げ 998-0039 

株式会社眞田興産 災害発生時の車両貸借に関する協定 大規模災害時の車両の借上げ 997-5000 

新潟運輸㈱沼津支店 災害発生時の車両貸借に関する協定 大規模災害時の車両の借上げ 992-0687 

中駿自動車運送株式会社 災害発生時の車両貸借に関する協定 大規模災害時の車両の借上げ 992-2068 

東静運送株式会社裾野営業所 災害発生時の車両貸借に関する協定 大規模災害時の車両の借上げ 993-2550 

大島造園土木㈱静岡営業所 災害発生時の車両貸借に関する協定 大規模災害時の車両の借上げ 090-4233-8553 

株式会社サンワ 災害発生時の車両貸借に関する協定 大規模災害時の車両の借上げ 0550-89-7660 

株式会社恋路企画 ※ 
災害時等におけるバスによる人員等の輸送

に関する協定 

①避難を必要とする者、被災者（帰宅困難者を含む。）等の輸送に

関する業務  

②災害応急対策の実施のために必要な人員及び携行する資機材

等の輸送に関する業務  

③ボランティアの輸送に関する業務  

④その他市が必要とする車両による支援に関する業務 

電話：965-4301 

FAX：965-4302 

 

（夜間） 

090-1565-6716 

静岡県トヨタ自動車販売店・トヨ

タレンタリース店・トヨタモビリテ

ィパーツ店・トヨタ L＆F 店 ※ 

裾野市と静岡県トヨタ自動車販売店・トヨタ

レンタリース店・トヨタモビリティパーツ店・ト

ヨタ L＆F 店との包括連携に関する協定 

「災害時における電気自動車等の貸与等による電力供給等に関す

る実施要領」に基づき、下記内容の貸与 

・協定先の所有（管理）する自動車等（普通乗用車、トラック、フォ

ークリフトその他の車両をいう。）の貸与 

・協定先の所有（管理）する電気自動車等の広域避難地（指定避難

所）等での非常用電源としての活用 

戦略推進課所管 

 

10 帰宅困難者・地域住民関連 

締結先 協定名称 内容 連絡先 

トヨタ自動車株式会社 ※ 
大規模震災時における支援協力に関する協

定書 
帰宅困難者、地域住民への対応等 

トヨタ自動車(株)東富士研究

所管理部総括室総務ｸﾞﾙｰﾌﾟ 

電話：997-7507  

内線 816-2214 
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FAX：997-7860 

トヨタ自動車東日本株式会社 

※ 

大規模震災時における支援協力に関する協

定書 
帰宅困難者、地域住民への対応等 

総合センター管理室 

電話：996-2182 

FAX：996-3700 

MA アルミニウム株式会社富士

製作所 ※ 

大規模震災時における支援協力に関する協

定書 
帰宅困難者、地域住民への対応等 

事務部安全環境課 

電話：992-1211 

FAX：992-2043 

株式会社ヤクルト本社富士裾野

工場 ※ 

大規模震災時における支援協力に関する協

定書 
帰宅困難者、地域住民への対応等 

総務課 

電話：997-3311 

FAX：965-0028 

矢崎総業株式会社 ワイ・シティ

ー ※ 

大規模震災時における支援協力に関する協

定書 
帰宅困難者、地域住民への対応等 

総務人事室 

電話：965-3032 

FAX：965-0423 

キャノン株式会社 ※ 
大規模震災時における支援協力に関する協

定書 
帰宅困難者、地域住民への対応等 

裾野人事部裾野安全衛生課 

電話：965-2111（代） 

    965-2360（直） 

FAX：965-2200 

裾野市内郵便局（裾野郵便局・裾

野市役所前郵便局・裾野岩波郵

便局・須山郵便局・いずみ郵便

局・裾野御宿郵便局） ※ 

災害発生時における裾野市と裾野市内郵便

局の協力に関する協定 

市または郵便局が収集した被災者の避難所開設状況及び被災者

の同意の上で作成した避難先リスト等の情報の相互提供 

裾野郵便局長 

電話：992-5717 

FAX：992-0938 

 

11 し尿 

締結先 協定名称 内容 連絡先 

㈲山水総業 災害時における緊急協力に関する協定 し尿等の処理 
電話：992-1561 

FAX：992-1561 

㈱富士クリーンサービス 災害時における緊急協力に関する協定 し尿等の処理 
電話：997-6100 

FAX：997-6100 

 

 

12 遺体処理 

締結先 協定名称 内容 連絡先 

株式会社平安 ※ 災害時における支援協力に関する協定 大規模な地震災害等が発生し、多数の死者が一時的、集中的に発生 沼津市大岡２１７０－１ 
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した場合における遺体の収容及び安置並びにこれらに必要な資機

材、消耗品及び施設等（葬儀式場等）の提供について支援協力を求

めるもの 

電話：929-7770 

FAX：929-7303 

 

13 相談業務 

締結先 協定名称 内容 連絡先 

静岡県司法書士会 ※ 
大規模災害時における司法書士相談業務の

支援に関する協定 
災害時の司法書士（相談員）の派遣 

災害対策委員会 

電話：054-289-3700 

FAX：054-289-3702 

（第１連絡先 増田真也） 

電話：0548-34-1211 

携帯：090-7680-1072 

FAX：0548-34-1212 

静岡県行政書士会 ※ 
大規模災害時における被災者支援協力に関

する協定 
災害時の行政書士の派遣 

事務局 

電話：054-254-3003 

FAX：050-3784-8211 

東部ブロック裾野支部 

静岡県弁護士会 ※ 
平時の災害対策及び災害時被災者支援活動

に関する裾野市と静岡県弁護士会との協定 

平時の災害対策及び災害が発生した場合における被災者への情

報提供支援活動、被災者法律相談、及び生活再建支援活動等の

被災者支援活動の事前準備及び取扱等に関して定めるもの 

災害対策委員会 

（沼津支部） 

電話：931-1848 

FAX：934-0260 

（静岡支部） 

電話：054-252-0008 

FAX：054-252-7522 

（沼津大手町事務所） 

電話：963-7080 

FAX：963-7087 

（担当：後藤） 

携帯：090-4704-3728 
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１４ボランティア 

締結先 協定名称 内容 連絡先 

（福）市社会福祉協議会 
災害ボランティアセンター設置・運営に関する

協定 

市と市社協の果たすべき役割と協力事項、費用分担、ボランティ

アセンター設置場所等を定めたもの 
９９２－５７５０ 

 

 

 

15 その他 

締結先 協定名称 内容 連絡先 

第一生命保険株式会社 
裾野市地方創生に関するパートナーシップ協

定 

【連携対象事項】 

⑴ まち・ひと・しごと創生に関すること 

⑵ 産業振興、創業及び地元企業等の支援に関すること 

⑶ 企業誘致、就業支援及び雇用支援に関すること 

⑷ 防犯・防災力の向上に関すること 

⑸ 健康・医療・福祉の充実に関すること 

⑹ 子育て、教育の支援に関すること 

⑺ 情報交換及び調査研究に関すること 

⑻ 首都圏等市外への情報発信及び販路の拡大に関すること 

⑼ その他必要と認められる事項 

戦略推進課所管 

株式会社セブン‐イレブン・ジャ

パン 

裾野市と株式会社セブン‐イレブン・ジャパン

との包括連携協定 

【連携対象事項】 

（１）地域社会の活性化・市民サービスの向上に関すること 

（２）安全・安心なまちづくりに関すること 

（３）医療・介護・福祉の充実に関すること 

（４）子育て支援及び青少年の健全育成に関すること 

（５）高齢者支援に関すること 

（６）産業・観光の振興に関すること 

（７）環境問題対策に関すること 

（８）前各号に掲げるものの他、相互に連携が必要と認められる事

項に関すること 

戦略推進課所管 

明治安田生命保険相互会社 
裾野市と明治安田生命保険相互会社との包

括連携協定 

【連携対象事項】 

(１) 地域の安全・安心や健康づくりに関すること 

(２) 産業・観光振興及び地域経済の支援に関すること 

(３) 地域の活性化及び市民サービスの向上に関すること 

戦略推進課所管 
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(４) その他本協定の目的を達成するために必要な事項に関する

こと 

沼津工業高等専門学校 
裾野市と沼津工業高等専門学校との包括連

携に関する協定 

【連携対象事項】 

(1) まちづくり、地域産業の活性化に関すること。 

(2) 産学官連携の推進に関すること。 

(3) 教育、人材育成に関すること。 

(4) 健康、医療に関すること。 

(5) 環境保全と共生に関すること。 

(6) 地域防災力の向上に関すること。 

(7) 公共経営、情報化の推進に関すること。 

(8) その他、相互に連携及び協力が必要と認められる事項に関

すること。 

戦略推進課所管 

国立大学法人静岡大学 
裾野市と国立大学法人静岡大学との包括連

携に関する協定 

【連携対象事項】 

(1) まちづくり、地域産業の活性化に関すること。 

(2) 地域防災力の向上に関すること。 

(3) 教育、人材育成に関すること。 

(4) 産学官連携の推進に関すること。 

(5) 文化振興、国際化、男女共同参画の推進に関すること。 

(6) 環境保全と共生に関すること。 

(7) 公共経営、情報化の推進に関すること。 

(8) その他、相互に連携及び協力が必要と認められる事項に関

すること 

戦略推進課所管 

締結先(※)は、要請様式あり 
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資料 10-２ 

ガス爆発事故等防止対策に関する協定書 

（目的） 

第１条 この協定は、裾野市内におけるガス漏れ事故及びガス爆発事故等（以下「ガス漏れ事故等」という。）

の発生に際し、第２条に規定する関係各機関相互の連絡、通報、出動体制及び任務分担等について協定し、

現場活動の円滑化を図り被害を最小限に止めることを目的とする。 

 

（協定機関） 

第２条 この協定は、次に掲げる各機関（以下「協定機関」という。）相互間において締結するものとする。 

（１）裾野市消防本部 

（２）沼津警察署 

（３）社団法人静岡県プロパンガス協会東部支部御殿場地区会裾野地区 

（４）静岡瓦斯株式会社 

（５）東京電力株式会社三島支社 

 

（協定の対象とする事故等） 

第３条 この協定の対象とするガス漏れ事故等は、次の各号に掲げるものとする。 

（１）ガス漏れ事故 

（２）ガス漏れの疑いの通報のあったもの 

（３）ガス爆発事故 

（４）故意によるガス放出事故 

（５）その他協定機関の対応を必要とする事故 

 

（任務分担） 

第４条 ガス漏れ事故等の現場（以下「現場」という。）における協定機関の任務分担は、次のとおりとする。 

（１）火災警戒区域又は消防警戒区域（以下「火災警戒区域等」という。）の設定 

  ア 消防機関が行うことを原則とする。 

  イ 警察機関は、消防機関の行う火災警戒区域等の設定に協力するものとする。 

（２）ガス検知活動 

  ア 第２条第３号から第４号までに掲げる協定機関（以下「ガス事業者等」という。）が行うことを原則とす

る。 

  イ 消防機関は、火災警戒区域の設定に必要なガス検知活動を行うものとする。 

（３）交通規制 

   警察機関が行うものとする。 

（４）避難の指示 

  ア 警察機関が行うことを原則とする。 

  イ 消防機関は、警察機関の行う避難の指示に協力するものとする。 

（５）電気の供給遮断等 

   東京電力株式会社三島支社（以下「東京電力」という。）が行うものとする。 

（６）ガスの遮断等 

  ア ガス事業者等が遮断等をすることを原則とする。 

  イ 消防機関がガス事業者等より先に現場に到着し、ガス事業者等が未到着の場合等で、消防機関が爆発

等の二次災害の発生を防止するため緊急やむを得ないと認める場合は、消防機関がガスの遮断装置等

の操作を行うことができるものとする。 

（７）救助・救出活動 

   消防機関及び警察機関が行うことを原則とする。 

（８）漏洩ガス、滞留ガスの処理 

   ガス事業者等が行うことを原則とする。 
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（９）現場広報 

   協定機関は、それぞれの任務分担に応じた現場広報を行うものとする。 

 

（通報の取扱い） 

第５条 ガス漏れ事故等を最初に覚知した機関は、通報者から通報者の氏名、事故発生場所、ガス漏れの状

況等を聴取し、直ちに関係する協定機関に別表により電話等で通報するものとする。 ただし、ガス事業者

等が覚知した場合で当該ガス漏れ事故等に対して、ガス事業者等が独自で処理できると判断したときは、

通報しないことができる。 

２ ガス漏れ事故等を最初に覚知した機関は、通報者に対して必要に応じ、ガス栓の閉止、着火源の排除、換

気その他二次災害防止のための必要な措置を指示するものとする。 

 

（出動体制） 

第６条 ガス漏れ事故等を覚知し、又は通報を受けた関係する協定機関は、直ちに出動するものとする。 

２ 各協定機関の出動体制は、第４条に定めるそれぞれの任務分担に応じ、この協定に定める現場の活動が

有効、的確かつその責任を完遂できる体制とすること。 

 

（現場本部の設置） 

第７条 現場に到着した協定機関の現場の責任者は、直ちに集合、協議により必要に応じ現場付近にガス漏

れ事故等現場本部（以下「現場本部」という。）を速やかに設置する。 

２ 現場本部が設置された場合は、消防の現場本部旗等により、その位置を標示するものとする。 

 

（現場の協議）  

第８条 現場本部は、ガス漏れ事故等に係る災害の防止及び被害の軽減を図るため、次の各号に掲げる事項

を協議し、各協定機関は、任務分担に応じ必要な措置を講ずるものとする。 

（１）情報の処理に関すること。 

（２）火災警戒区域等の設定及び範囲に関すること。 

（３）救助、救出活動に関すること。 

（４）交通規制に関すること。 

（５）住民等に対する避難の指示の要否及び範囲に関すること。 

（６）住民等に対する火気使用制限等の広報に関すること。 

（７）電気の供給遮断の要否及び範囲並びに電気遮断区域内の送電可否及び範囲に関すること。 

（８）ガスの遮断の要否及び範囲に関すること。 

（９）漏洩ガス、滞留ガスの処理に関すること。 

（10）建物棟への進入方法に関すること。 

（11）その他必要な事項。 

２ 現場本部が設置されていない場合においては、消防の現場最高指揮者を中心に協議して、必要な措置を

とるものとする。 

 

（現場の活動） 

第９条 協定機関は、次の各号に掲げる事項に留意し、それぞれの現場活動を行うものとする。ただし、必要

に応じて設定範囲を拡大又は縮小するものとする。 

（１）火災警戒区域の設定範囲 

   火災警戒区域の設定範囲は、原則として次のとおりとする。 

  ア 地下街等 

    当該地下街等全体及びその地上部分にあっては、ガス漏れ場所から半径１００メートルを超える範囲 

  イ その他の場所 

    ガス漏れ場所から半径１００メートルを超える範囲 

（２）ガス検知活動 

  ア ガス事業者等及び消防機関はガス検知活動を行う場合は、相互に緊密な連携を保ち、迅速かつ的確
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に行うものとする。 

  イ ガス爆発危険区域は、おおむねガス爆発下限界の３分の１以上のガス濃度の区域とし、当該濃度のガ

スを検知した場合は、直ちに現場本部に報告し、必要な措置をとるものとする。 

（３）東京電力による電気の供給遮断等 

   東京電力は、現場本部又は協定機関の指示・要請により、現場の電気の供給遮断及び同遮断区域内で

災害発生のおそれがなく送電可能となった区域の送電作業を迅速かつ的確に行うものとする。 

（４）自家用電気工作物内の電気の遮断 

   現場において電気事業法第６６条第２項に定める自家用電気工作物内の電気の遮断を必要とする場合

は、現場本部から当該自家用電気工作物の設置者に、電気の遮断を指示するものとする。 

   ただし、設置者からの遮断要請を受けた場合、又は設置者に遮断指示が不能の場合で遮断に急迫を要

する場合は、現場本部又は協定機関の指示・要請により東京電力が遮断の作業を行うものとする。 

（５）ガス事業者等によるガス遮断又は修理等 

   ガス事業者等は、事故の内容によりガスの遮断又はガス漏れはガス漏洩箇所の捜索及び修理等の必要

な作業を迅速かつ的確に行うものとする。 

（６）消防機関によるガスの遮断等 

   消防機関が緊急やむを得ずガスの遮断等を行ったときは、現場に到着したガス事業者等に遮断等の措

置の内容を説明し、ガス事業者等は遮断等の状況の再確認をするほか、事後の処置等を引き継ぐもの

とする。 

（７）情報の収集、処理 

   収集された情報の処理は、現場本部において協定機関の現場の責任者で協議し処理するものとする。 

（８）交通規制及び避難の指示 

  ア 警察機関は、現場付近の交通規制を行うとともに、消防機関の協力を得て火災警戒区域等の区域内

にある住民等に対し適切な避難の指示を実施する。 

  イ 避難の指示は、ガス事業者等と緊密な連携を保ち、特にガス爆発危険区域内の住民等を最優先に行

うものとする。 

（９）救助、救出活動の協力 

   消防機関及び警察機関は、緊密な連携のもとに他の協定機関の協力を得て、救助、救出活動を行うもの

とする。 

（10）漏洩ガス、滞留ガス処理の協力 

   現場に出動した協定機関は、緊密な連携を保ちガス事業者等の行う漏洩ガス、滞留ガスの排除活動に

協力するものとする。 

 

（事後の措置等） 

第10条 現場本部又は出動した協定機関の協議により、災害発生のおそれがなくなったと認めた場合におけ

る事後措置は、第４条に定める任務分担の機関が次の各号により行うものとする。 

（１）火災警戒区域等の解除 

  ア 消防機関は、速やかに火災警戒区域等を解除し、必要な措置を講ずるものとする。 

  イ 警察機関は、速やかに交通規制及び避難の指示を解除し、必要な措置を講ずるものとする。 

（２）電気の再供給 

   東京電力は、電気再供給に関する必要な措置を講じたうえで、電気遮断後の供給再開を行うものとす

る。 

（３）ガスの再供給 

   ガス事業者等は、ガス使用者等に関する必要事項の周知及び個別点検等二次災害発生の防止措置を講

じたうえでガス遮断後のガスの供給再開を行うものとする。 

 

（共同訓練の実施） 

第11条 協定機関は、本協定の目的を達成するため、必要に応じ共同訓練を実施するものとする。 
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（連絡会議） 

第12条 協定機関は、協定事項の円滑な推進を図るため、必要に応じ連絡会議を開くものとする。 

 

(実施細目) 

第13条 この協定に定めるもののほか、この協定の実施について必要な事項は、それぞれ関係する協定機関

相互間で協議して定めるものとする。 

 

（協定書の効力発生） 

第14条 この協定書は、平成１８年８月１６日から効力を発するものとする。 

 

（協定書の保管） 

第15条 この協定を証するため、協定書５通を作成し協定機関がそれぞれ署名押印して各１通を保管する。 

 

  附 則 

 この協定は昭和５６年３月３０日より施行する。 

  附 則 

 この協定は平成１８年８月１６日より施行する。 

 

 

                         裾野市消防本部 

                         沼津警察署 

                         社団法人静岡県プロパンガス協会東部支部御殿場地区会裾野地区 

                         静岡瓦斯株式会社 

東京電力株式会社三島支社 
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（別表） 

１ ガス漏れ事故等連絡協定 

 

 

 

 

 

２ 連絡に用いる電話番号表 

 

機 関 の 名 称 緊 急 電 話 加 入 電 話 

富士山南東消防本部 裾野消防署 １１９ ９９５－０１１９ 

裾野警察署 １１０ ９９５－０１１０ 

裾野警察署深良交番  ９９２－０１５５ 

静岡県プロパンガス協会 
東部支部御殿場地区会 
裾野地区 

 ９９２－４３０５ 

静岡ガス株式会社 東部支社  ９２７－２８１１ 

東京電力株式会社 
三島支社 

 ９３６－２２８５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通 報 者 

関係機関 

関係する協定機関 下部組織 

消防本部 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 各種マニュアル 
 

 



資料編 11 各種マニュアル 

 

189 

 

００ 共通項目 

【災害対策本部設置前】 

０１職員参集   02 事前配備  ０3 本部立上げ 

 

【災害対策本部設置後】 

    統 制 部  統 制 班 ０６応援要請 １０輸送手段確保 

         

     

情 報 部 

 情 報 班 ０７情報活動① ０８情報活動② 

      電 算 班  

      広 報 班 ０９広報活動 

       

     

現地対策部 

 広域避難地本部班 12 避難所運営 

      広域避難地班 11 避難誘導 12 避難所運営 

      
医 療 班 

遺体措置対策班 

16 救護所設置 17 医療救護  

18 遺体処理 

      
衛 生 班 

19 ごみ処理 20 し尿処理  

      22 防疫 28 ペット 

      福 祉 班 18 遺体処理 21 ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ 別福祉避難所 

      児 童 班 別 福祉避難所 

         

     

管 理 部 

 動 員 班 05 要員確保 13救出活動 

本
部
長 

 

副
本
部
長 

   管 財 班 04 庁舎管理 １０輸送手段確保 

    税 務 班 27 被災調査 

    財 政 班  

    秘 書 班  

      議 会 班  

         

     

復旧対策部 

 土 木 班 １０輸送手段確保 15道路復旧 

      建 築 班 25 障害物除去・がれき等処理 

      農 林 班 23 応急危険度 24応急仮設住宅 

       

   水 道 部  水 道 班  

       

     物 資 部  物 資 班 14 物資管理 

         

     教育対策部  教育対策班 26 応急教育対策 

         

     消 防 部    

     消防団部    

         

     支  部    
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資料 11-2 

 

 

裾野市災害時行動マニュアル 

 

 

 

 

 

令和５年４月 改定 
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01 職員参集マニュアル 

［担当部］  全職員 

 

ＳＴＥＰ１ 災害の覚知及び参集基準との照合 

□ 地震の揺れの体感又は TV・ラジオ及び SNS 等による情報を確認する。（➨自身 

の安全確保） 

□ 配備基準（「資料１」「資料２」参照）と照合し、参集の要否を判断する。 

□ 事前配備に参集できない部長は、各部の第１次配備体制の最上部の班長に代理

での参集を指示する。 

□ 遂行中の職務を迅速に中断すると共に、周囲の混乱防止をする。 

 

ＳＴＥＰ２ 家族の安否確認及び家庭内での応急対策 

□ 外出中の場合は、災害用伝言ダイヤル等（「資料３」参照）を利用し家族の安否確

認。必要があれば帰宅する。 

□ 二次災害の防止措置、非常持出物の確保、避難場所への避難、負傷者がいれば手

当てなど家庭内応急対策を実施する。 

 

ＳＴＥＰ３ 登庁準備及び登庁 

□ 基本は、徒歩又は自転車・バイクを使用する。（ただし参集場所が遠距離・暴風雨

時など状況によっては、迅速・安全のため、自家用車が必要となる場合がある。） 

□安全靴を着用するなど安全に配慮する。  （持物は、｢資料４｣を参照） 

 

ＳＴＥＰ４ 救出活動・初期消火活動の現場に遭遇した場合等 

□ 職員は登庁を第一目的とするため、付近の住民に応援を呼びかけて対応しても

らう。また、警察や消防機関へ連絡させる。 

 

ＳＴＥＰ５ 参集途中の被害状況チェック 

□ 自宅周辺及び参集経路周辺の状況を目視範囲で確認する。 

□ 必ずメモをとること。記載事項は｢資料５｣参照。特に日時は正確に記入する。   

（被災者の心情に配慮し、必要があれば現場を離れてからメモすること） 

 

ＳＴＥＰ６ 登庁報告書の作成と提出 

□ 初期に参集した職員は、「０３本部立上げマニュアル」を実施する。 

□ その他の職員は、動員受付簿へ記入するとともに参集したことを班長等に告げ

る。 

□ 「登庁報告書（資料５）（様式１）」を作成し提出する。災害対策本部設置後は動員

班に提出。 

 

ＳＴＥＰ７ 登庁できない場合の実施事項 

□ 参集準備を整えた上で、参集できるまで地域の自主防災活動に参加する。 

□ 最寄りの市の活動拠点地（本部や支部情報基地）へ行き、責任者にその旨を告げ
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て指示を仰ぐ。 

□ 所定の参集場所へは、無線等により参集できない旨の報告を行なう。 

［資料１］ 裾野市災害対策本部及び職員動員の基準・水防配備基準  

１．地震配備 

① 南海トラフ地震に関する臨時情報発表時 

情 報 本部の設置 職員の配備 

南海トラフ地震臨時情報 

（調査中） 

情報収集体制 
危機管理監・危機管理調整監（兆候発生時～収集） 

危機管理課・建設課・農林振興課・情報発信課 

事前配備体制 上記に加え、本部各部長 

南海トラフ地震臨時情報 

（巨大地震注意） 
災害対策本部 第１次配備体制 

災害対策本部において 

全職員招集を決定した場合 
災害対策本部 

第２次配備体制 

（全職員） 

  

② 突発型 

震 度 本部の設置 職員の配備 

震度４以上 事前配備体制 

危機管理監・危機管理調整監 

危機管理課・建設課・農林振興課・情報発信課 

本部各部長 

(被害状況により第１次配備体制に移行) 

震度５弱以上 災害対策本部 
第１次配備体制 

(被害状況により第２次配備体制に移行) 

震度６弱以上 災害対策本部 
第２次配備体制 

（全職員） 

 

２．水防配備 

判  断  基  準 本部の設置 職員の配備 

①時間雨量が 70mm に達すると見込まれる場合 

②土砂災害警戒情報を受領した場合 

③記録的短時間大雨情報を受領した場合 

④裾野市に気象警報が発令された時、または雨量等の

状況により特に必要と認められる時 

待  機 情報収集体制 

待  機 
事前配備体制 

避難所開設体制 

①はん濫注意水位に達し時間雨量70mm以上観測、今

後増水が見込まれる場合 

②土砂災害警戒情報レベル２を受領した場合 

水防本部 第１次配備体制 

①今後雨量が上昇し、必要と認められる場合 水防本部 
第２次配備体制 

（全職員） 

※消防団員は、市職員配備体制を優先する。 

その他の消防団員は各分団で活動する（団活動従事の旨を所属長に連絡すること)。 
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３．避難所の開設を要する状況が発生した場合、「避難所開設体制（指名された職員）」の配備体制を 

 とる。 

 

[資料２] 裾野市災害対策本部配備体制（当該年度）（別表） 

 

［資料３］災害用伝言ダイヤル「１７１」 

 被災地内にいる人（あなた） 被災地以外にいる人（親戚、友人等） 

伝言を録音したい場合 

（自分の安否を伝えたいとき） 
171＋１＋自宅の電話番号 

171＋１＋被災地にいる伝言を伝え

たい人の電話番号 

伝言を再生する場合 

（家族の安否を知りたいとき） 
171＋２＋自宅の電話番号 

171＋２＋被災地にいる伝言を伝え

たい人の電話番号 

①震度６弱以上の地震  ②自然災害で相当電話が混み合っているとき運用 

①一般電話  ②公衆電話  ③携帯電話及びＰＨＳ（一部不可）などで利用可能 

静岡県被災時３～７件利用可能  一伝言あたり３０秒以内  ４８時間保存 

 

［資料４］ 参集時の持物（最小限にして身軽であること） 

身分証明書、運転免許証、筆記用具、軍手、現金、懐中電灯、携帯用ラジオ、腕時計、下着（数日間泊り

込み想定）、作業服、マニュアル、その他可能な範囲で飲料水、当面の食料、あればカメラ機能付き携

帯電話 

 

［資料５］ 

 

 

登庁報告書 

 

部 氏名          

被害の断片状況   月   日   時   分ごろの状況 

  ポイント 

確認場所（区名、住所など）   

車が通れるか、渋滞しているか   

街灯の点灯状況、ガスの臭い、公衆

電話等での人の状況はどうか 

  

全壊が多いのか地区の様子はどうか   

煙はどうか（なびいている方向に延

焼する） 

  

パニック状態か、落ち着いているか   

どこに何人程度、避難者の要望は   
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０２ 事前配備マニュアル 

［担当部］ 情報収集・事前配備職員 

 

ＳＴＥＰ１ 登庁 

□ 職員招集メールや電話連絡を受けたら、非常連絡系統図に定められた連絡先に

連絡、速やかに登庁する。 

□ 部長が登庁できないときは、各部の第１次配備体制の最上部の班長が、参集す

ることとする。 

 

ＳＴＥＰ2 地域住民・自主防への広報 

□ 同報無線を用いて気象予報・災害危険等の広報を実施する。〈広報文０１、０２〉 

□ 市長が必要と判断した場合には、避難勧告又は警戒区域の設定がされるので、

同報無線による広報を実施する（「１１避難誘導マニュアル」〈広報文０３、04〉） 

 

ＳＴＥＰ3 情報の収集・受理 

□ 裾野警察署（995-0110）に、被害情報の有無について確認情報共有する。 

□ 富士山南東消防本部裾野消防署（995-0119）に、署員の本部への派遣を依頼

し、情報の共有を図る。 

□ ふじのくに防災情報共有システム（FUJISAN）への状況報告・情報収集し、 

市の体制等を伝達する〈ふじのくに防災情報共有システム（FUJISAN）〉 

【県デジタル防災通信システム】 ※ 地上系 

防災電話 ： 東部方面本部 ５－１０３－６４１３ 

（その他、6400～04、6411～12、6414～15 も可能） 

防災 FAX ： ５－１０３－６４０8 

【衛星系】 ※ 地上系から衛星系への切り替え 

使用の場合は、頭の数字を「５」から「８」に変更する 

 

ＳＴＥＰ４ 動員範囲の決定 

□ あらかじめ定められた裾野市災害（警戒）対策本部設置及び職員の動員基準・水

防配備基準による。 

□ 必要があれば、市長の判断によりさらに体制を強化する。 

 

ＳＴＥＰ５ 招集連絡 

□ あらかじめ定めた緊急連絡網のとおり電話連絡をする。 

□ 勤務時間内の場合、庁舎放送、電話等により防災気象情報や市の体制状況等の

周知を図る。 

 

ＳＴＥＰ６ 関係機関との連絡 

□ 消防団本部員の本部への派遣を依頼し、情報の共有化を図る。状況により消防

団の出動又は待機を指示する。 

□ 防災関係機関（警察・土木事務所等）に体制状況を伝達する。〈県様式１〉 
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ＳＴＥＰ７ 対策用紙、資料等の準備 

□ 優先電話（ＮＴＴ受信用、発信用電話機と接続セット（401 会議室保管）を接続

し、電話交換室の切り替レバーを倒す。（上段５ヶ所） 

□ 401 会議室にある東電ホットラインを接続する。 

□ デジタル移動系防災行政無線を設置（403 会議室～401 会議室）する。 

□ ふじのくに防災情報共有システム（FUJISAN）端末を用意する。 

□ 消防署専用電話及び衛星携帯電話を 401 会議室に用意する。 

□ 行政課ＦＡＸ、印刷室コピー機を移設（準備）し、守衛室のＦＡＸジャックを外す。 

□ 地域防災計画、水防計画、その他マニュアルを準備する。 

□ 区長名簿、自主防災会長名簿、電話帳、情報用紙等を準備する。 

 

[関係書類] 

市地域防災計画、市水防計画、市災害対策本部配備体制 

 

[資料１]  関係諸機関の連絡先 

機関名 所在地 電話 

裾野市（市役所） 裾野市佐野 1059 ９９２－１１１１ 

消防本部 裾野消防署 裾野市石脇 515 ９９５－０１１９ 

 伊豆島田分署 裾野市伊豆島田 343-1 ９９４－０１１９ 

 須山分遣所 裾野市須山 1454-8 ９９８－０１１９ 

裾野警察署（警備課） 裾野市平松 620-1 995－０１１０ 

深良交番 裾野市深良 215-14 ９９２－０１５５ 

茶畑交番 裾野市茶畑 1163-15 ９９３－５９９９ 

富岡駐在所 裾野市御宿 680-1 ９９７－１０１１ 

須山駐在所 裾野市須山 1593-12 ９９８－００３４ 

静岡県東部地域局（方面本部） 沼津市高島本町 1-3 ９２０－2063 

     〃     危機管理課    〃 920－2181 

沼津土木事務所（総務課）    〃 ９２０－２２０２ 

東部健康福祉センター（地域）    〃 ９２０－２０８２ 

静東教育事務所（総務課）    〃 ９２０－２２３６ 

沼津財務事務所（総務課）    〃 ９２０－２０１２ 

東部農林事務所（総務課）    〃 ９２０－２１５３ 

陸

上

自

衛

隊 

板妻駐屯地（第 34 普通科連隊第３科） 御殿場市板妻 40-1 0550-89-1310 内 23７ 

板妻駐屯地（第３４普通科連隊第３中隊）    〃 0550-89-1310 内 230 

駒門駐屯地（機甲教導連隊第３科） 御殿場市駒門 5-1 0550-8７-1２１２ 内 23４ 

富士学校（富士教導団第３科） 小山町須走 481-27-7 0550-75-2311 内 2628 

滝ヶ原駐屯地（普通科教導連隊第３科） 御殿場市中畑 2092-2 0550-89-0711 

国土交通省沼津工事事務所 沼津市下香貫外原 3244-2 ９３４－２００９ 

〃 沼津国道維持出張所 長泉町下土狩 1027-1 ９９６－１１２２ 

裾野駅 平松管無番地 ９９２－００７５ 

岩波駅 岩波管無番地 ９９７－０１７２ 

ＮＴＴ西日本（株）沼津支店 沼津市大手町 2-１-17 ９６３－４２４０ 

東京電力（株）三島支社 三島市南町 13-8 

（携帯ホットライン） 

９７１－１１１１ 

０７０－４５７９－６３０９ 
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静岡ガス（株）東部支社 沼津市西条町 17-6 ９６３－５１５１ 

県エルピーガス協会裾野支部 佐野 779-1 星野燃料 ９９２－０４０９ 

沼津医師会裾野支部（理事） 平松 522 杉山医院 ９９２－００２８ 

裾野赤十字病院 佐野 713 ９９２－０００８ 
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０３ 本部立上げマニュアル 

［担当部］ 参集職員全員 

 

ＳＴＥＰ１ 庁舎使用可能状況の確認（外観から目視により判断） 

□ 危険が予想される場合は屋外で待機、上司に報告し、指示を受ける。（使用不可

能な場合は、消防庁舎（３Ｆ 指揮統制室）に本部を設置、資機材を移送するとと

もに職員に周知する）   ※ 別途「移送計画」作成 

□ 情報収集配備等の段階から無傷の状態又は損壊が軽微な場合、管財班を中心

に庁舎内を逐次点検する。 

 

ＳＴＥＰ２ ライフライン使用可能状況の確認 

□ ガス臭の有無を確認する。窓を開け、ガス栓を閉止、ガス会社に連絡する。 

□ 電気器具類のスイッチを入れる。停電の場合は、非常用電源の作動を確認する

と共に、可能であれば発動発電機必要数を防災倉庫より搬出しておく。 

 ※ 保有数 総数８機 内訳：０.9Kw×１、１．５Ｋw×1、1.6Kw×5、2.8Kw×１ 

  倉庫内に備蓄した燃料を当初使用 

       

ＳＴＥＰ３ 本部室の確保（余震に注意）及び登庁者の確認 

□ 本部室（401 会議室）に入り、机の配置及び確認（本部室配置図参照）。散乱物

があれば整理・搬出。 

□ 電話・テレビ等は固定する。 

□ １階ロビーに受付を設置する。（登庁者受付表の設置・断片状況回収箱） 

□ ＴＶ（又はラジオ）及び SNS 等により近隣の被害情報等を確認する。 

 

ＳＴＥＰ４ 通信機器の設置と作動確認  

□ 情報部・統制部を中心に通信機器を設置する。他部の職員も参集次第設置に協

力する。 

□ 電源を確認したのち、以下の順序で各種通信機器の作動の確認をする。 

①市防災行政無線 ②同報無線 ③ＮＴＴ電話 ④ＮＴＴ ＦＡＸ  

⑤県相互防災無線 ⑥県防災ＦＡＸ ⑦東電専用電話 ⑧消防専用電話  

⑨県防災行政無線 ⑩ふじのくに防災情報共有システム（FUJISAN） 

⑪デジタル移動系防災行政無線 ⑫衛星携帯電話 ⑬ＩＰ無線機 

 

ＳＴＥＰ5 資機材の準備 

□ 机上に各部のネームプレートを置く。 

□ パネル地図・コピー機を配置し、事務用品等文書箱を配布する。 

 

ＳＴＥＰ6 対策本部開設準備完了の報告 

□ 責任者を決定し、当座の役割分担を明確化する。 

□ 県東部方面本部に対策本部設置報告をする。 

〈ふじのくに防災情報共有システム（FUJISAN）〉 
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□ 「裾野市災害対策本部」の看板を玄関に設置する。 

□ 以降３０分ごとに参集人数を把握する。 

 

[関係書類] 地域防災計画・水防計画・災害時行動マニュアル 

 

［資料１］ 災害対策本部設置箇所   裾野市災害対策本部を市役所４階４０１会議室に設置 

庁舎が使用不可能な場合の代替施設   裾野消防庁舎３階災害対策室・指揮統制室 

 

［資料２］ 本部室の開設（４０１会議室） 

 資機材準備 数量 保管場所 備考 

１ テレビ １ ４０１会議室  

２ コピー機 １ ２階印刷室  

３ NTT 電話 １５ 401 会議室東側棚 発信 6 着信１０ 

４ 電話機接続器 １ 401 会議室東側棚  

５ 各部書類箱 ９ 401 会議室東側棚 ９部 

６ 

ふじのくに防災

情報共有システ

ム（FUJISAN） 

１ 

危機管理課棚 

生活環境課長堰南側棚 

 

ﾓﾃﾞﾑ、無線 LANAP 

７ 消防署専用電話 １ 生活環境課長席南側棚  

８ 東電専用電話 １ 生活環境課長席南側棚  

９ 警戒本部看板 １ ４階和室入り口右側棚  

10 その他資機材  防災倉庫（庁舎北側） 発電機等 

11 衛星携帯電話 １ 生活環境課長席南側棚 各支所（３）市長室（１） 

□受信用と発信用の電話機及び接続セットを設置し、電話を接続した後 4 階電話交換室の切替レ

バーを 5 ヶ所倒す。 

□ 守衛室のＦＡＸジャックをはずす。（401 に切り替えるため） 

□ 危機管理課（生活環境課長堰南側）に設置されている県防災ＦＡＸを夜間から昼間に切り替え

る。 

 

［資料３］ 本部室配置図（４０１会議室） 
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０４ 庁舎管理マニュアル 

［担当班］ 管理部 管財班 

 

ＳＴＥＰ１ 来庁者の避難誘導 

□ 来客を駐車場（安全な屋外でよい）に避難させ、近隣の避難地に誘導する。 

□ 自動ドア及び各出口の開放とエレベーターの使用を禁止する。 

□ 負傷者（職員を含む）のある場合は、1 階ロビーで応急措置の後、必要があれば

救護所・救護病院（裾野赤十字病院等）に搬送する。 

 

ＳＴＥＰ２ 庁舎施設の防災措置（余震による２次災害の防止等） 

□ 目視により庁舎使用可能状況を確認する。 

□ 消防用設備（消火器等）を点検する。 

□ 地下機械室・各階湯沸し・ガス栓を閉止し、業者への点検を依頼する。 

 

ＳＴＥＰ３ 庁舎の確保（使用可否の判断と代替施設への移行） 

□ 応急危険度判定士（職員を含む）の協力を要請し、庁舎被害状況を把握する。 

□ 庁舎使用の可否を統制部に報告する。 

□ 必要があれば管財班から市内建築業者へ応急修理を依頼する。 

□ 庁舎使用不可能の場合は、職員を代替施設（消防庁舎）へ誘導、資機材を移送す

る。 

□ その他所管施設（現在は駿東教育会館のみ）の〈様式２被害調査票〉を作成する。 

 

ＳＴＥＰ４ ＳＴＥＰ４ 庁舎使用計画の作成 

□ あらかじめ定められた［災害時の庁舎使用計画］を参照し、被害状況に配慮しな

がら、会議室等を割り当てる。 

 

ＳＴＥＰ５ 電源の確保 

□ 停電した場合、２階の自家発電機（連続稼働）時間対応する。 

□ 同燃料の確保について協定業者に確認する。 

□ 可般式発電機（予備電源とする）を点検し、以後、電気の復旧に注意する。 

 

ＳＴＥＰ６ 通信の確保（電話の架設手配と職員への注意） 

□ 災害時優先電話（発信は優先）の使用を職員に周知徹底する。 

□ 仮設電話の設置を NTT 西日本(株)沼津支店に依頼する。 

 

ＳＴＥＰ７ 庁内流入の避難者への対応 

□ 臨時避難所として１F ロビーを提供するが、執務室等は原則として立入禁止とす

る。 

□ 基本的に寝る場所の提供（トイレ・水道は使用可能であれば利用可とする。） 

□ 避難２日目からは、近隣の避難地の状況を確認して、避難可能な避難所へ速や

かに移動するよう指導する。 
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［資料１］ 災害時の庁舎使用計画 

階 会議室名 用途 備考 

４階 401 会議室 市災害対策本部  

 ４０２会議室 自衛隊本部事務室  

 ４０３会議室 本部通信室 遠隔操作器 

 和室 職員休養室  

 休憩室 応援職員等控え室  

 記者室 報道関係  

 放送室 デジタル防災無線統制台 デジタル無線 FAX 

 電話交換室 県防災 FAX  

３階 市長応接室 記者会見用  

１階 ロビー 市民相談窓口  

地階 多目的ホール 給食用  

 

［資料２］ 庁舎が使用不可能の場合の代替施設  裾野消防庁舎３階災害対策室・指揮統制室 

 

［資料３］ 業者連絡先 

内容 業者 連絡先 

ガス 静岡県エルピーガス協会裾野支部（日本ガス興業（株）） 992-4305 

電気 東京電力（株）三島支社 

（携帯ホットライン） 

９７１－１１１１ 

０７０－４５７９－６３０９ 

電話 NTT 西日本（株）沼津支店 ９６３－４２４０ 

自家発用燃料 市内各給油所  
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０５ 要員確保マニュアル  

[担当部] 管理部 動員班・統制部 統制班 

 

ＳＴＥＰ１ 参集者の確認と報告 

□ 本部職員の参集状況は、動員受付簿（「資料２」）により把握し、継続的（初動期は

は３０分後）に本部長に報告する。 

□ 避難地等に参集すべき職員の参集状況は、広域避難地班長が把握・報告するの

で、現地対策部広域避難地本部に照会する。 

□ 裾野消防署・消防団の出動状況については、裾野消防署長・消防団長から本部

長に報告する。 

□ 登庁報告書は受付後、統制部に回付する。 

 

ＳＴＥＰ２ 参集した職員の配置(派遣) 

□ 緊急対応期は、事務分掌表にこだわらない要因配分が必要である。(救出班の

編成強化、被害の多い地域の配備強化などに配慮) 

□ 職員の業務内容、配備場所、人員数、氏名等を明確にし、職員全員に周知する。 

□ 他市町または県に対する応援の必要可否を判断する。 

（資料１「裾野市受援計画」に基づく） 

 

ＳＴＥＰ３ 職員及び飲料水の確保、寝具の確保 

□ 本部職員用の食料・飲料水及び寝具等(庁舎地下、庁舎北側防災倉庫に備蓄)を

確保する。 

□ 消防団員、避難所等勤務者についても、食料・飲料水を確保する。（消防署備蓄

倉庫及び広域避難地防災倉庫に備蓄、但し文化センター・市営総合グランドは備

蓄なし） 

 

ＳＴＥＰ４ ローテーション計画の策定 

□ 長期化が予想される場合は、市全体の勤務体制を敷く。(所要の措置を講ずるこ

と) 

□ 各部ごと、早めに職員の勤務時間のローテーション(適切な休憩時間を盛り込ん

だもの)を作成し、健康への悪影響と能率の低下を避けるよう指示する。 

□ 特定の職員に、過度の肉体的・精神的負担のかからないよう配慮する。 

 

ＳＴＥＰ５ 未参集職員と家族の安否確認 

□ 参集困難（または不可能）の連絡があった職員については、現地で活動すべき旨

を伝達し、動員受付簿（出動できない理由、避難先と連絡方法、支援の必要性等

を記載）に記載する。 

□ 連絡のない職員は、まず災害用伝言ダイヤルで確認し、必要あれば安否確認係

を設置する。 

□ 職員の家族の安否に関しては、各自が災害用伝言ダイヤル等で確認することを

原則とするが、必要があれば、職員を交替に帰宅させ、代表を立てて確認させ
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るなどの措置を講ずる 

ＳＴＥＰ６ 配備体制の調整(適宜) 

□ 時間の経過に伴う状況変化、被災ニーズの変化の他、各地域の被害程度を継続

的に把握する。 

□ 緊急対応終了後の要員配置は、あらかじめ定められた事務分掌によることを原

則とするが、特に必要があれば、要員を被災者の支援、被害調査、復旧活動にシ

フトする。 

□ 各部から、人員の要請があれば、必要な人員を統制部と協議し適正に配置する。 

 

ＳＴＥＰ７ 業務継続計画（BCP）の運用 

□ 時間の経過に伴う状況変化に伴い、業務継続計画を運用する。 

 

[資料１] 裾野市受援計画 

 

[資料２] （様式３）動員受付簿 

月    日   時   分       部(総員  名)  No 

登庁 

チェック 
職 氏  名 自宅の被災状況 

家族の 

安否確認 

備考(所定の場所

以外に参集) 

   
居住可・避難所・ 

その他(     ) 
済・未済  

   
居住可・避難所・ 

その他(     ) 
済・未済  

   
居住可・避難所・ 

その他(     ) 
済・未済  

   
居住可・避難所・ 

その他(     ) 
済・未済  

   
居住可・避難所・ 

その他(     ) 
済・未済  

   
居住可・避難所・ 

その他(     ) 
済・未済  

   
居住可・避難所・ 

その他(     ) 
済・未済  

   
居住可・避難所・ 

その他(     ) 
済・未済  

○印 登庁完了 ×印 （当面の間）登庁不可能、空欄は未確認 (   )内連絡先 
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０６ 応援要請マニュアル 

[担当部] 統制部 統制班 

情報部 広報班 

管理部 動員班・管財班 

復旧対策部 土木班・建築班・水道班 

現地対策部 医療班・広域避難地本部・児童班 

物資部 物資班 

教育対策部 教育対策班 

 

ＳＴＥＰ１ 救出活動のための要請（自衛隊の派遣要請）：統制班・動員班 

□ 県東部方面本部に〈ふじのくに防災情報共有システム（FUJISAN）〉により要請

する。緊急時は防災行政無線・口頭でよいが、事後文書で措置する。 

□ 上記が困難な場合は、第３４普通科連隊長(連隊本部第３科・第３中隊)又は最寄

りの部隊長に直接要請し、事後知事に通知する。 

□ 自衛隊集結用地(裾野市運動公園)を確保、整備し、受入れ体制を確立し統制部

統制班が要請する。 

□ 一般災害の場合、事務所、宿舎、駐車場等を確保する。 

□ 自衛隊の活動が円滑にできるよう各部と総合的な調整を図り、自衛隊の職務分

担を定める。 

 

ＳＴＥＰ２ 交通確保のための要請(建築・土木業者等)：土木班 

□ 警察へ市の実施する対策への協力を要請する。(交通規制等、具体的な内容も

示すこと) 

□ 協定建築・土木業者へ道路啓開のための重機・人的要請をする。(動員の可能性

について業者間で調整を依頼すると共に、災害の種類により重機等資機材や集

結場所についても示すこと) 

 

ＳＴＥＰ３ 医療救護に関する要請(協定業者・県支部)：医療班 

□ 救護所等の医師が不足の場合、現地対策部が作成した要請書に基づき県東部

方面本部へ班編成も示し派遣要請する。〈ふじのくに防災情報共有システム

（FUJISAN）〉 

□ 医薬品は、現地対策部が作成した要請書に基づき県方面本部(医薬品備蓄セン

ター)に調達、斡旋を要請する。 

〈ふじのくに防災情報共有システム（FUJISAN）〉 

□ 輸血用血液は、現地対策部が作成した要請書に基づき県東部方面本部に調達・

斡旋を要請する。〈ふじのくに防災情報共有システム（FUJISAN）〉 

□ 救護所及び避難所運営及び応急処置のため物資等が必要な場合は、協定で定

められた出荷要請書に基づきクリエイトエス・ディーとウエルシア薬局に供給を

要請する。 

□ 妊産婦及び乳幼児の安全確保や支援が必要な場合は、協定で定められた要請

書（様式第 1 号）に基づき静岡県助産師会に助産師の派遣を要請する。 
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ＳＴＥＰ４ ライフライン確保のための要請(電話・水道・ガスほか)：管財班・広域避難地本

部・児童班・水道班・教育対策班 

□ ＮＴＴ西日本㈱沼津支社へ災害時優先電話(緊急用)、特設公衆電話の設置を要

請する。 

□ 県エルピーガス協会裾野支部へ避難所等へのガス供給を要請する。 

□ 裾野市上水道協力会へ初期復旧人員・車輌・資機材等を要請する。 

 

ＳＴＥＰ５ 物資確保のための要請(協定業者・県東部方面本部)：物資班 

□ 各協定業者に対し、供給可能品目・数量を確認する。 

□ 不足する場合には、県東部方面本部へ要請する。(必要な場合は支部物資集積

所より輸送手段を検討する※要請から配給まで 2 日以上かかる)  

□ 配分・輸送方法等を決定し、協定配送業者等に要請する。 

□ 「物流調達・輸送調整等支援システム」（別途資料あり）を活用し、物資の在庫管

理・県等への要請を行う。 

 

ＳＴＥＰ６ 事務要員等の確保のための要請(協定市)：統制班・動員班 

□  「災害時の相互応援に関する協定」等による他市からの災害派遣職員の照会、

受付事務及び人員配備、派遣職員の食事並びに住居の確保等の受入事務を行

なう。（「裾野市受援計画」に基づく） 

□ 作業計画、実施内容を明確にしたうえ、休憩宿泊場所等を確保する。(実費弁償

は市で負担)  

 

ＳＴＥＰ７ その他の要請(消防・報道機関等)：広報班・建築班・医療班 

□ 報道機関に対して、情報及び資料を提供し、情報伝達について要請する。 

□ 応急危険度判定士が不足の際は県東部方面本部へ要請する。 

□ 海上保安庁へ傷病者・医師・避難者・物資等の輸送の要請は、県東部方面本部に

要請する。〈ふじのくに防災情報共有システム（FUJISAN）〉 

 

［関係書類］ 

市地域防災計画、市医療救護計画、市受援計画、静岡県広域受援計画 

緊急物資集積場設置運営マニュアル、09 広報活動マニュアル 

 

［資料１］各種要請に必要な書類 

応援を要請する際に伝達すべき事項は概ね以下のとおりである 

□ 派遣を要請する理由（災害の状況） 

□ 派遣を必要とする人員（救護班数）・航空機数 

□ 派遣を必要とする期間 

□ 派遣場所（区域又は施設） 

□ 集結場所（受入場所） 

□ その他必要な事項 
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［資料２］各種要請先の連絡先 

関係機関 連絡先 備考 

静岡県東部危機管理局 （ N T T ） ９ ２ ０ － ２ ０ ０ ３ 

（県デジタル防災通信システム） 

（地上系）5-103-6413 

（衛星系）8-103-6413 

□ 裾野市割当て(FAX) 

5-103-6408  

※衛星系は、頭数字「８」 

□ 6401～04、6411～ 

 12、６４１４～15 も可能 

陸上自衛隊 

第３４普通科連隊 連隊本部第３科 

（NTT）  0550-89-1310 

（県デジタル防災通信システム）

（地上系）5-１５０-９０００～2 

（衛星系）8-150-9000～2 

 

防災 FAX 

 5(8)-150-8001 

裾野警察署 （ N T T ） 9 9 5 － ０ １ １ ０  

東京電力（株）三島支社 （ N T T ） ９ ７ １ － １ １ １ １ 

０ ７ ０ － ４ ５ ７ ９ － ６ ３ ０ ９ 

ホットライン有り 

（携帯ホットライン） 

NTT 西日本（株）沼津支店 （ N T T ） ９ ６ ３ － ４ ２ ４ ０  

沼津医師会裾野支部長 （ Ｎ Ｔ Ｔ ） ９ ９ ２ － ０ ０ ２ ８ 

（ N T T ） ９ ９ ２ － １ ８ ８ １ 

杉山医院 

田中クリニック 

裾野赤十字病院 （ N T T ） ９ ９ ２ － ０ ０ ０ ８ 救護病院 

静岡県エルピーガス協会裾野支部 （ N T T ） 9 9 2 - 4 3 0 5 日本ガス興業（株）（R2～） 

 

［資料３］自衛隊に派遣要請する場合 

（1）要請内容 

□ 避難者の誘導、輸送等避難のための必要があるときの援助 

□ 行方不明者、負傷者の捜索、救助 

□ 堤防、護岸等の決壊に対する水防活動 

□ 大規模火災に関する消防活動 

□ 道路、水路の確保 

□ 被災者に対する応急医療、救護及び防疫 

□ 応急患者、医師その他救助活動に必要な人員及び救護物資の緊急輸送 

□ 被災者に対する炊飯及び給水支援 

□ その他市長が必要と認めるもの 

（2）集結地 

  裾野市運動公園 総面積 20,147 ㎡ 

□ 市災害対策本部事務室・机等（部隊の１割は事務を執る） 

□ 宿舎（隊員１人＝1 畳） 

□ 材料置場・炊事場（野外の適当な広場） 

□ 駐車場（車 1 台３m×８m） 

 

［資料４］関係機関からの派遣職員 

静岡県（市町要員） ３名   裾野警察署 1 名 
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０７ 情報活動マニュアル①  

［担当部］ 情報部 情報班・統制部 統制班 

現地対策班 広域避難地本部・医療班 

管理部 動員班 

復旧対策部 

 

ＳＴＥＰ１ 本部開設の状況 

□ 各部は部の設置が済んだら、情報班の所に班員を派遣し、情報班が発信する各部

への情報を部内に展開する。 

□ 動員班から本部員の登庁状況及び設備作動状況を確認して本部開設状況を県東

部方面本部へ報告する。〈ふじのくに防災情報共有システム（FUJISAN）〉 

（動員班が統制班へ伝達し、統制班から情報は関係する機関へ報告する） 

 

ＳＴＥＰ２ 庁舎・周辺の被害情報 

□ 管財班が市有建物の被害状況と、職員が参集時に調査した周辺被害情報を集計し、

統制班が県東部方面本部へ報告する。〈ふじのくに防災情報共有システム

（FUJISAN）〉 

□ 管財班は集計した資料を情報班にも提出し、情報班は被害状況一覧（仮）に情報を

入力する。 

 

ＳＴＥＰ３ 被害速報集計 

□ 収集した市内の被害（人的、住家、その他）状況を情報班が集計し、統制班が県東

部方面本部へ報告する。〈ふじのくに防災情報共有システム（FUJISAN）〉 

□ 情報班は市全体の被害状況を掴み、その後も継続して被害状況を統制班へ報告す

る。 

□ 統制班は定期（１時間、２時間、２４時間、１週間）に被害総括情報を県東部方面本部

へ〈ふじのくに防災情報共有システム（FUJISAN）〉。 

□ 情報班は被害情報が入ってこない地区は、デジタル移動系防災行政無線等で情報

を求める。その結果を本部長に報告する。 

 

ＳＴＥＰ４ 自衛隊等の支援要請等 

□ 統制班は支援要請種別ごとに県東部方面本部へ支援要請を行なう。なお必要な記

載事項に十分留意する。〈ふじのくに防災情報共有システム（FUJISAN）〉 

 

ＳＴＥＰ５ 避難勧告や指示・事前避難対象区域（警戒区域）設定状況、社会秩序状況、 

避難状況 

□ 広域避難地本部は、広域避難地からの情報を整理し、統制班へ報告し、情報班にも

情報提供する。 

□ 避難勧告・事前避難対象区域（警戒区域）設定状況は、特に重要な情報であるので、

統制班は広報班及び県東部方面本部に最優先して報告する。〈ふじのくに防災情

報共有システム（FUJISAN）〉 
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□ 統制班は社会秩序状況、避難状況を県東部方面本部へ報告する。〈ふじのくに防災

情報共有システム（FUJISAN）〉 

 

ＳＴＥＰ６ 医療救護体制の状況 

□ 医療班は、「裾野市医療救護計画」・「医療救護活動マニュアル」に準じ、医療救護施

設からの情報を収集して県東部方面本部へ報告する。〈ふじのくに防災情報共有

システム（FUJISAN）〉 

 

ＳＴＥＰ７ 土木関係（道路等）被害状況の把握 

□ 復旧対策部は、被災情報を収集して、統制班が沼津土木事務所又は県東部方面本

部へ報告する。〈ふじのくに防災情報共有システム（FUJISAN）〉 

□ 統制班は県東部方面本部から東名高速道路の被害状況・混乱情報を受け、情報班、

復旧対策部へ報告する。 

□ 統制班は県東部方面本部から、国道の被害・復旧（見込み）状況を受け、情報部、復

旧対策部へ報告する。 

 

 

［関係書類］ 

・市地域防災計画  ・09 広報マニュアル ・広報文例 

・大規模地震等に関する情報及び広報活動実施要領（県） 
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08 情報活動マニュアル② 

［担当部］ 情報部 情報班・統制部 統制班 

 

ＳＴＥＰ１ ライフラインの被害情報 

□ 統制班が県東部方面本部からライフライン被害情報を受け、災害対策本部各部に

情報共有する〈ふじのくに防災情報共有システム（FUJISAN）〉 

□ 情報班は東京電力（株）三島支社から被害状況を受ける。 

□ 情報班は静岡ガス東部支社から被害状況を受ける。 

□ 水道班は被害状況を受け、統制班が県東部方面本部へ報告する。水道班は情報班

にも被害状況を報告し、報告を受けた情報班は被害状況一覧（仮）に情報を記載す

る。 

□ 情報班は市内のライフライン被害情報を集約し、統制班・災害対策本部各部に情報

共有する。 

 

ＳＴＥＰ２ 物資・食料支援要請 

□ 現地対策部から調達要求があった場合は、物資部が県東部方面本部へ要請する。

〈ふじのくに防災情報共有システム（FUJISAN）、物資調達・輸送調整等支援シス

テム〉 

 

ＳＴＥＰ３ 応急危険度判定士要請 

□ 建築班は、市内の判定士が不足した場合、県東部方面本部へ派遣要請する。 

〈ふじのくに防災情報共有システム（FUJISAN）〉 

 

ＳＴＥＰ４ 環境・衛生関係情報 

□ 衛生班は、廃棄物施設・斎場の被害及び復旧状況等を収集し、県東部方面本部へ

報告する。 

〈ふじのくに防災情報共有システム（FUJISAN）〉 

 

ＳＴＥＰ５ ライフライン復旧情報 

□ 統制班は県東部方面本部からライフラインの復旧状況を受け、災害対策本部各部

に情報共有する。〈ふじのくに防災情報共有システム（FUJISAN）〉 

□ 情報班は、東京電力㈱三島支社から復旧状況を受ける。 

□ 情報班は、静岡ガス東部支社から復旧状況を受ける。 

□ 水道班は復旧状況を受け、統制部が県東部方面本部へ報告する。〈ふじのくに防災

情報共有システム（FUJISAN）〉 

水道班は情報部にも情報を展開する。 

□ 情報班は市内のライフライン復旧状況を集約し、統制班・災害対策本部各部に情報

共有する。 

 

ＳＴＥＰ６ 教育関係情報 

□ 教育部は、児童・生徒・教職員等の被害の状況を県東部方面本部へ報告する。 
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ＳＴＥＰ７ その他の情報 

□ 統制班は県東部方面本部、県出先事務所からの被害・復旧状況を受け、必要に応

じて各部へ情報を送る。 

□ 情報班は、各部、その他の事業所等からの情報を受け、収集した情報を統制班が

県東部方面本部へ報告する。〈ふじのくに防災情報共有システム（FUJISAN）〉 

 

［関係書類］ 

市地域防災計画、大規模地震等に関する情報及び広報活動実施要領（県） 

 

［資料１］ 防災関係機関一覧表 

機関名 NTT 電話 NTT FAX 
デジタル防

災無線 
備考 

県東部方面本部 
920-2003 992-2009  

（衛星系）

8-703-6408 

市災害対策本部 992-1111 992-2640 100  

富士山南東消防本部 

裾野消防署 
995-0119 993-6512 119 

 

裾野警察署 995-0110  110  

裾野赤十字病院 992-0008  434  

裾野駅 992-0075  435  

静岡県エルピーガス協会裾

野支部 
992-4305  621 

日本ガス興業（株）

（R2～） 

裾野市商工会 992-0057 993-8833 438  

沼津医師会裾野支部 ９９２-００２８ 

９９２-１８８１ 
  

杉山医院 

田中クリニック 

ＮＴＴ西日本㈱沼津支店 963-4240    

東京電力㈱三島支社 971-1111   ホットライン ５５６ 

 

［資料２］ 防災拠点一覧（連絡先） 

拠点 名称 NTT 電話 NTT FAX 
デジタル防災無

線 

ヘリポート 裾野高校グランド 

市営グランド 

須山小学校グランド 

消防庁舎屋上 

992-1125 

 

998-0021 

995-0119 

992-1016 

 

 

995-1199 

303 

309 

310 

119 

物資集積所 裾野市民文化センター 993-9300 993-9432 306 

自衛隊集結地 裾野市運動公園 997-7277  411 

広域避難地 東小学校 

向田小学校 

西小学校 

992-0049 

993-7050 

992-0138 

992-1300 

993-7051 

992-3242 

304 

413 

301 
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深良小学校 

富岡第一小学校 

富岡第二小学校 

須山小学校 

県立裾野高等学校 

千福が丘小学校 

南小学校 

生涯学習センター 

992-0242 

997-0343 

997-1022 

998-0021 

992-1125 

993-8222 

995-1373 

994-0145 

992-2433 

997-1793 

997-1092 

998-0128 

992-1016 

993-8233 

995-1374 

992-4047 

305 

307 

414 

310 

303 

308 

302 

409 

救護所 健康福祉会館（健康推進課） 

県立裾野高等学校 

南小学校 

須山研修センター 

992-5711 

992-1125 

995-1373 

 

992-5733 

992-1016 

995-1374 

 

408 

303 

302 

 

ボランティア 

センター 

社会福祉協議会 
992-5710  408 

 

［資料３］ その他の施設 

拠点 名称 NTT 電話 NTT FAX 
デジタル防災無

線 

遺体安置所 健康福祉会館（健康推進課） 

市民体育館 

992-5711 

993-0303 

992-5733 

 

408 

406 
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09 広報活動マニュアル 

［担当部］ 情報部 広報班 

 

ＳＴＥＰ１ 広報手段、内容、媒体及びエリアの決定 

□ 同報無線の操作卓周辺の整理を行い、放送可能か確認する。 

□ 広報車を配備する。（水防車、交通指導車、団指揮車など） 

□ 災害種別、被害状況により広報内容を決定し、別添文案（「広報文例」）を参考にし

て原稿を作成する。 

□ 広報媒体、エリアを選定する。（媒体：同報無線・広報車・デジタル防災行政無線・

SNS） 

□ 同報無線の活用は、「裾野市広報無線放送の設置及び管理に関する条例施行規則」

及び「裾野市防災行政無線及び地域防災無線管理運用規程」を参照する。 

 

ＳＴＥＰ２ 地震発生、避難勧告等の緊急放送 

□ 同報無線による情報伝達で、生命の安全に関する避難活動などの緊急放送は、最

優先して、その都度放送する。〈「広報文例」１・２・３・４・５・９〉 

 

ＳＴＥＰ３ 市民への呼びかけを広報 

□ 社会秩序の安定、民心安定のため住民に対して状況に応じて随時広報する。 

〈「広報文例」14〉 

 

ＳＴＥＰ４ ライフライン等の被災状況周知 

□ 公共施設、ライフラインの被害状況及び復旧状況を原則として 1 日 3 回（朝、昼、

夕）定時広報を行う。〈「広報文例」19〉 

 

ＳＴＥＰ５ 市の活動状況及び生活関連情報の提供 

□ □ 避難所、救護所の開設状況。し尿、ゴミ処理等の情報を原則として 1 日 3 回（朝、

昼、夕）定時広報を行う。〈「広報文例」21・22・23〉 

 

ＳＴＥＰ６ 報道機関及び本部来訪者の対応 

□ 臨時プレスルームを開設する。（市長応接室など） 

□ 市内の被害状況、復旧状況等を取りまとめて原稿を作成する。 

□ 報道する時間と回数を決めて、報道機関に情報提供を行う。 

□ 本部来訪者については、別室を準備し、市内の被害状況、災害応急対策の概要を

報告する。 

□ 記者会見については、会見会場(第１委員会室など)を準備し、必要に応じて実施

する。実施する場合は、報道機関への周知、資料の作成、本部長（市長）との調整を

する。 

 

ＳＴＥＰ７ 自主防災会を活用した広報活動 

□ 発災後状況がある程度落ち着いてきた段階で、現時点で出せる情報を整理し、広
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報すその臨時号発行、回覧文書等を作成し、自主防災会を通じて配布する。避難所

等にも掲示する。 

□ 広報紙、回覧文書は、被災者のニーズに適したタイムリーな情報を掲載する。（市長

コメント・避難所設置情報・被害情報・ライフライン情報・社会秩序情報・医療機関情

報・学校情報・仮設住宅情報・その他生活関連情報） 

 

［関係書類］ 

市地域防災計画、広報文例、静岡県大規模地震等に関する情報及び広報活動実施要領 

ボイス・キュー（株エフエムみしま・かんなみ）との防災協定（災害情報の提供・放送 費用負担なし） 

静岡エフエム放送株式会社との防災協定（災害情報の提供・放送 費用負担なし） 
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１０ 輸送手段確保マニュアル 

［担当部］ 統制部 統制班・管理部 管財班・復旧対策部 土木班 

 

ＳＴＥＰ１ 市有車両の確保（使用可能状況の確認） 

□ 管財班は車載無線の使用可能状況・燃料の備蓄状況を確認する。 

□ 管財班は緊急輸送車用車両の確認手続き（裾野警察署）を行う。 

□ 管財班は輸送用燃料の確保を協定業者に要請する。以後、車両の一元管理を行う。 

 

ＳＴＥＰ２ 道路等の施設被災状況の確認 

□ 土木班は緊急輸送路（東名・国道・県道）の被害・復旧状況の確認を行う。 

□ 土木班は避難対象地区・防災拠点施設へのアクセスルートの被害状況、統制班は

ヘリポート使用可能状況確認する。 

 

ＳＴＥＰ３ 交通規制の要請と道路渋滞状況の確認（継時把握）  

□ 土木班は通行可能車線数及び渋滞の状況を確認する。（ＴＶ、ラジオ等にも注意） 

□ 土木班は危険箇所の交通規制、不急車両の排除等が必要な場合は、統制班経由で

裾野警察署へ要請する。 

 

ＳＴＥＰ４ 緊急輸送計画を策定 

□ 土木班は収集した道路の被災状況を市全図に記載する。 

□ 土木班は避難対象地区・各防災拠点へのアクセスルートを検討・決定する。 

□ 統制班はヘリコプターによる輸送が必要な地区の有無を予め判断する。 

 

ＳＴＥＰ５ 輸送需要（ヘリコプター・必要車両台数）の把握及び申請等 

□ 統制班は各部に対してヘリコプターの需要の有無を照会し、必要数を把握すると 

ともに、支援要請を行う。配当された機数に応じた運用（優先順）等を決定する。 

□ 管財班は各部に必要車両台数の見込みを確認する。 

 

ＳＴＥＰ６ 民間団体に応援要請（不足する車輌の確保） 

□ 管財班は不足車両について災害発生時の車両賃借に関する協定事業所へ要請す

る。 

 

ＳＴＥＰ７ 輸送（配車及びヘリポート設営の確認） 

□ 管財班は配車の優先順位に注意する。対策のフェイズにあわせ、以後調整を実施

する。 

□ 統制班は標章を配布（事前届出があれば検問所でも手続きは可能）し、被災状況等

の情報（全図のコピー等）を提供する。 

□ 統制班はヘリポートの設営状況を確認する。 
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［関係書類］ 

市地域防災計画、県地域防災計画 

 

［資料１］緊急輸送路 

（1）第一次緊急輸送路（高規格幹線道路、一般国道等広域的な重要路線及びアクセス道路で輸送の

骨格をなす道路） 

道路種別 路線名 延長（ｍ） 備考 

国道（高速） 東名高速道路 7,050  

国道（高速） 新東名高速道路 7,160  

国道（指） 国道２４６号線 7,990  

国道（指） 国道 469 号線 11,400  

主要地方道 
裾野インター線 

（県道 82 号線） 
1,017 

 

 

（2）第二次緊急輸送路（一次輸送路と市役所及び重要な拠点を結ぶ道路） 

道路種別 路線名 延長（ｍ） 備考 

主要地方道 
沼津小山線 

（県道 394 号線） 
3,600 

 

主要地方道 
富士裾野線 

（県道 24 号線） 
1,158 

 

 

（3）第三次緊急輸送路（一次緊急輸送路及び二次緊急輸送路と市支所を結ぶ道路及びその他の道路） 

道路種別 路線名 延長（ｍ） 備考 

主要地方道 
富士裾野線 

（県道 24 号線） 
9,764 

 

 

［資料２］ 災害時に想定される主な輸送 

活動内容 発 輸送手段 着 救助法の摘要 

要員確保 市町村外 車両・ヘリ 防災拠点  

情報活動 被災地 バイク・車両・ヘリ 市役所  

広報 被災地 広報車 市街地  

避難 避難対象地区 車両・ヘリ 避難地・避難地外 ＊ 

救助活動    ＊ 

医療救護 
救護所 

救護病院 

救急車・車両 

救急車・車両・ヘリ 
災害拠点病院 ＊ 

物資確保 
県支部集積場所 

市集積場所 
トラック 

市集積場所 

避難地等 
＊ 

給水活動 浄水場、他市町 給水タンク積載車 給水拠点 ＊ 

遺体処理 
救護所等 

遺体安置場所 
車両 

遺体安置場所 

斎場 
＊ 
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し尿処理 収集ルート 車両 中島苑、いずみ苑  

ゴミ処理 収集ルート 車両 一時集積場  

［資料３］協定業者    

内容 業者 連絡先 

車両 大興運輸有限会社 997-0066 

 岳南運輸有限会社 993-2333 

 福松屋運送会社 080-6911-0908 

 ㈱富士産業 997-1171 

 有限会社芝隆造園 997-1174 

 有限会社裾野芝生 997-4148 

 小野田芝生 998-0039 

 株式会社眞田興産 997-5000 

 新潟運輸㈱沼津支店 992-0687 

 中駿自動車運送株式会社 992-2068 

 東静運送株式会社裾野営業所 993-2550 

 大島造園土木㈱静岡営業所 090-4233-8553 

 株式会社サンワ 0550-89-7660 

 

株式会社恋路企画 ※ 

電話：965-4301 

FAX：965-4302 

（夜間） 

090-1565-6716 

 静岡県トヨタ自動車販売店・トヨタレンタリース店・トヨタモビリ

ティパーツ店・トヨタ L＆F 店 ※ 
 

燃料 東屋商店 ※ 992-1669 

 有限会社阿部商店 ※ 997-1032 

 株式会社今関商店  

ちゃばたけ ※ 
993-3169 

 株式会社今関商店  

裾野インター ※ 
997-7100 

 ㈲渡辺商店 ※ 993-0261 

 ジェイエイ静岡燃料サービス㈱ ※ 992-6008 

 ※は要請様式有 
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１１ 避難誘導マニュアル 

［担当部］ 現地対策部 広域避難地班・広域避難地本部班 

       支部 

 

ＳＴＥＰ１ 派遣 

□ 災害が発生し、又発生しようとしている場合において、職員（広域避難地班や支部）

は必要携帯品を携行し（資料４参照）、本部長の指示により配備地区へ向かう。 

□ 配備地区の被害状況を収集し、無線等で現地対策部（広域避難地本部班）へ報告

する。 

 

ＳＴＥＰ２ 避難のための勧告及び指示：支部や参集職員の中から配備調整 

□ ハンドマイク等を使用して、住民に避難勧告の呼びかけをする 

〈広報文例０３・04・08〉 

□ 住民等の退去の確認を行い、可能な限りパトロールを実施する。 

□ 対象区域内の状況を現地対策部（広域避難地本部班）に報告する。 

 

ＳＴＥＰ３ 警察官等への出動要請 

□ 対象区域からの住民の退去が円滑に行なえない等、混乱が生じたときは、必要に

応じて警察官等の出動を統制班に要請する。 

 

ＳＴＥＰ４ 避難地での行動 

□ 周辺の被害状況を確認し、避難してきた住人に情報を伝達する。 

□ 災害の状況により、あらかじめ定めてある避難所へ、自主防災組織等に災害時要

支援者の保護を優先して、避難させるよう協力を依頼する。 

□ 状況に応じ、避難した住民へ自宅避難の指示と、配給品の配布日時の告知を行な

う。 

□ 避難地の状況を現地対策部（広域避難地本部班）へ報告する。 

 

ＳＴＥＰ５ 避難地の状況確認 

□ けが人等がいた場合は応急手当を施し、症状に応じて車輌の確保をして救護所等

に搬送する（自主防災組織に依頼する）。 

□ 避難者の参集状況①既に集結している。②まだ集結していない。③雨天等状況に

応じて体育館等に入っている場合、その際、屋内外に自主防災組織単位で集結さ

せ、自主防災組織ごとに世帯台帳等により確認させる。 

 

ＳＴＥＰ６ 避難所の開設準備 

□ 避難所施設の安全性を施設管理者と共に確認をする。（耐震度がⅠa 以外の建物

の応急危険度判定調査を現地対策部（広域避難地本部班）に要請。 

現地対策部（広域避難地本部班）から建築班へ依頼する。 

□ 避難所使用資機材を搬出し、開設に必要な資機材を配置する。 

□ 現地対策部（広域避難地本部班）へ、避難状況、避難者数、避難所開設状況を報告
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する。 

 

 [関係書類] 

市地域防災計画、観光施設の避難誘導マニュアル、静岡県「東海地震対策 避難計画策定指針」 

裾野市避難所運営マニュアル（広域避難地班員用） 

 

[資料１] 要避難地区・避難対象地区 

【地域防災計画 資料編】  資料 2-3「土砂災害危険箇所一覧」 

資料 2-4「土砂災害（特別）警戒区域一覧」 

 

[資料２] 避難地・避難所一覧表 

【地域防災計画 資料編】  資料 7-3「指定避難所一覧」 

避難地名 

避難ｽﾍﾟｰｽ 

延床面積 

（㎡） 

耐震度 

（建物） 

主要建物 

面積 

（㎡） 

主要建物 

収容可能 

人数 

門等の鍵の

保管場所 

東小学校 4,218 
Ⅰa 

（体育館） 

793.5 

（体育館） 

264 

（体育館） 
学校開放 

向田小学校 3,254 
Ⅰｂ 

（体育館） 

770 

（体育館） 

256 

（体育館） 
学校開放 

西小学校 3,399 
Ⅰa 

（体育館） 

857.7 

（体育館） 

285 

（体育館） 
学校開放 

南小学校 3,238 
Ⅰa 

（体育館） 

778.2 

（体育館） 

259 

（体育館） 
学校開放 

深良小学校 2,392 
Ⅰa 

（体育館） 

582.1 

（体育館） 

194 

（体育館） 
学校開放 

生涯学習センター 746 
Ⅰa 

（ｾﾝﾀｰ） 

746 

（ｾﾝﾀｰ） 

244 

（ｾﾝﾀｰ） 
危機管理課 

富岡第一小学校 3,412 
Ⅰa 

（体育館） 

751.6 

（体育館） 

250 

（体育館） 
学校開放 

富岡第二小学校 1,459 
Ⅰa 

（体育館） 

437.5 

（体育館） 

145 

（体育館） 
学校開放 

須山小学校 1,961 
Ⅰa 

（体育館） 

775 

（体育館） 

258 

（体育館） 
学校開放 

県立裾野高校 5,213 
Ⅰa 

（体育館） 

893.8 

（体育館） 

297 

（体育館） 
危機管理課 

千福が丘小学校 2,461 
Ⅰｂ 

（体育館） 

770 

（体育館） 

256 

（体育館） 
学校開放 

※収容可能人数  避難所 １人３㎡／床面積にて計算 

コロナ環境禍においては、８㎡／１Gr で計算。通常時の約５割の収容想定 
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 [資料３] 避難活動・避難所確保行動 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

[資料４] 携帯必要品 

デジタル移動系防災行政無線、防災倉庫の鍵、戸別受信機、ラジオ、電灯、避難者名簿、情報記入

用紙、筆記用具、防災地図、個人携帯品等 

 

[資料５] 避難所使用資機材 

（屋外）ビニールシート、災害用毛布、仮設トイレ、非常用食料、飲料水、砂袋、長テーブル、発電機 他 

（屋内）ビニールシート、災害用毛布、仮設トイレ、非常用食料、飲料水、発電機 他 

 

[資料６] 広域避難地班派遣名簿一覧 

 

[資料７] 自主防災会会長名簿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
災害対策本部 

 

火災、山崩れ、河川等の氾濫の危険 

警戒宣言発令 

突発（震度 5 以上地震他災害） 

支部 

警察署 

消防団等 

避難地・避難所 

（避難生活） 

避難活動 

避難所開設 

情報収集・伝達 

避難誘導 

避難の広報 
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１２ 避難所運営マニュアル 

[担当部] 現地対策部  広域避難地班・広域避難地本部班・福祉班 

 

下記マニュアル等を別途定める。 

「裾野市避難所運営マニュアル」 

「裾野市避難所運営マニュアル（広域避難地班員用）」 

「裾野市避難所運営マニュアル（広域避難地本部班用）」 

「福祉避難所設置・運営マニュアル」 

「新型コロナウイルス感染症対策 裾野市避難所開設基本方針」 

 

 

 

 

 

 

[関係書類] 

市地域防災計画、自主防災会活動の手引き 

「裾野市避難所運営マニュアル」、「福祉避難所設置・運営マニュアル」 

「新型コロナウイルス感染症対策 裾野市避難所開設基本方針」 

 

[資料１]   

市地域防災計画 資料編 資料 7-1 

自主防災会別 広域避難地・緊急拠点・指定避難所・一時避難地 

 

[資料２]  

防災倉庫内の品目：防災倉庫備蓄一覧表参照（市地域防災計画 資料編 資料 7-10） 

※防災倉庫内在中 
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１３ 救出活動マニュアル 

[担当部] 救出班（管理部 動員班が必要に応じ編成） 

 

ＳＴＥＰ１ 救出活動要員の確保 

□ 救出班は、本部長の指示により個人装備(作業服、ヘルメット、手袋等)を整え、定

められた場所に参集する。 

□ 本部で決められた活動方針に従い活動する。団体行動を基本とし、班長の指示に

より行動する 

 

ＳＴＥＰ２ 状況の確認と把握 

□ 現場周辺の状況及び道路情報等の詳しい情報を速やかに事前に収集しておく。 

□ 状況に応じた資機材の選定及び車輌を確保し、本部長の指示により、直ちに救出

現場に向かう。 

 

ＳＴＥＰ３ 救出活動の実施 

□ 持参した資機材等を提供して、地域の自主防災組織の救出活動を協力する。 

□ 救出現場周辺の社会秩序の維持に努め、救出状況等を無線により市災害対策本

部へ報告する。 

□ 救出状況により、自主防災組織・救出班だけでは救出が困難な場合は、必要に応じ

て警察及び消防機関等の協力要請を統制班に依頼する。 

 

ＳＴＥＰ４ 民間団体(建設業組合等)への協力依頼 

□ 救出資機材が、不足している場合、市災害対策本部へ要請する。 

 

ＳＴＥＰ５ 救出者の搬送 

□ 無線等により、近くの救護所又は救護病院の設置状況及び受け入れ可能状態を確

認する。 

□ 生存者には現場で応急手当を施し、症状により自主防災組織・消防団等に搬送を

依頼する。搬送先には事前に連絡する。 

□ 搬出者が死亡していると思われる場合、近くの救護所又は救護病院へ搬送し、医

師による検案を受ける。死亡が確認されたのち、遺体安置所（健康福祉会館・市民

体育館）へ搬送する。 

 

ＳＴＥＰ６ 身元の確認 

□ 身元が救出場所及び衣類等で確認できた場合は、避難所への掲示又は自主防災

組織を介して関係者(身内)へ搬送先等を知らせる。 

□ 身元不明の場合は、警察及び歯科医師会へ身元確認を依頼する。 

 

ＳＴＥＰ７ 県への応援要請 

□ 行方不明者がいる場合は、継続して救出及び捜索を行う｡ 

□ 複数箇所で救出活動等により対応が不可能な場合は、県に応援の要請を統制班に



資料編 11 各種マニュアル 

 

220 
 

依頼する。 

[関係資料] 

地域防災計画、裾野市自主防災会活動の手引き、 

 

[資料１] 市所有救出資機材一覧 

バール、のこぎり、かけや、なた、スコップ、つるはし、ペンチ、鉄線バサミ、ハンマー、かなづち、木づ

ち、チェンソー、針金、ロープ、縄、とび、しの、土嚢 

 

[資料２] 【様式４】被災者救出状況記録簿 

り災地区 り災者名 り災者住所 備考 

    

    

    

 

[資料３] 県への応援要請事項 

□ 応援を必要とする理由 

□ 応援を必要とする人員、資機材等 

□ 応援を必要とする場所 

□ 応援を必要とする期間 

□ その他周囲の状況等応援に関する事項 

 

[資料４] 救出派遣要請の種類 

□ 火災の際に火中に取り残されたような場合（主に消防で対応） 

□ 地震の際に倒壊家屋の下敷きになったような場合 

□ 水害の際に流出家屋と共に流されたり、孤立した地点に取り残されたような場合 

□ 山津波により生き埋めになった場合 

□ 登山者の遭難の場合 
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１４ 物資管理マニュアル 

[担当部] 物資部 物資班 

 

◎ ＳＴＡＧＥ１ ： 初動対応（概ね発災後 3 日間） 

 

班員の基本的な配置体制 

□ 部 長：庁舎 4 階災害対策本部 

□ 班  長：庁舎 4 階災害対策本部 

□ 班  員：庁舎 4 階災害対策本部・庁舎 2 階産業部執務室・物資集積所（市民文化セ

ンター） 

 

 

ＳＴＥＰ１ ホットラインの開設 

□ 災害対策本部物資班（市庁舎 4 階）と市物資集積所（市民文化センター）とのホット 

ラインを開設する。 

□ 災害対策本部物資班（市庁舎 4 階）と広域避難地等とのホットラインを開設する。 

□ 連絡手段の確保と連絡方法を選定する。（電話、無線、メール、ＦＡＸ、伝令など）  

□ ネットワーク（インターネットまたは業務用ネットワーク）の利用可能性の確認 

□ PC と安定した電源の確保 

 

ＳＴＥＰ２ 市物資集積所支援企業等への支援依頼 

□ 市物資集積所支援企業や自主防災会等へ、人員・車輌・必要資機材(フォークリフト

等)の確保のための支援を依頼し調整をする。 

□ （裾野市地域防災計画 資料編 「10 各種協定 災害時応援協定一覧」） 

 

ＳＴＥＰ３ 物資集積所の開設準備 

□ 予め定めた物資集積所（市民文化センター）について、復旧対策部建築班の協力を

得て、使用の可否を確認する。使用不可能な場合、代替施設を確保する。 

□ 人員・車輌・必要資機材等を確保する。 

 

ＳＴＥＰ４ 協定業者の供給可能数量等の確認 

□ 協定事業者等に対し、「供給可能物資等連絡票」（様式２）を用いて、供給可能な応

援物資や機材、人員等の数量・納期の報告を依頼する。 

 

ＳＴＥＰ５ 調達物資等の保管場所の配置の取り決め 

□ 物資集積所（市民文化センター）の動線や不足物資を考慮し、調達物資等の保管す

る配置を取り決め、配置図等を作成する。物資計画場所については、資料６「物資 

集積所配置図案」を基本とする。 
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◎ ＳＴＡＧＥ２ ： 中長期対応（概ね発災３日目以降） 

 

班員の基本的な配置体制 

□ 部 長：庁舎 4 階災害対策本部 

□ 班  長：庁舎 4 階災害対策本部・物資集積所（市民文化センター） 

□ 班  員：物資集積所（市民文化センター） 

 

 

ＳＴＥＰ１ 広域避難地等への不足物資の確認 

□ 使用・分配可能な備蓄物資の洗い出し（STAGE1 で分配できる物資の確認） 

□ 広域避難地等に選定した連絡方法を用いて、備蓄物資の確認を指示 

□ 広域避難地等の避難者人数を逐次確認し、物資の配分割合を検討 

 

ＳＴＥＰ２ 調達計画の作成 

□ 広域避難地等に「不足物資補充依頼票」（様式１）を用いて、不足物資の報告を指示

し、物資班で集計する。 

□ 前項の集計や避難者数及び避難者の年齢、性別を基に需要を予測し「避難所等物 

資調達計画」（様式３）を用い調達計画を作成する。 

□ 必要となる物資の供給可能量が不足する場合は、「物資応援依頼票」（様式４）を用

い、統制班経由で県へ要請する。 

 

ＳＴＥＰ３ 調達物資の受入 

□ 市から業者等に直接調達を図る場合は、原則として調達業者の車輌により搬送さ

れる。調達業者が搬送困難の場合は、市にて車輌を手配する。 

□ 搬送車輌は、管財班に用意を依頼するものとし、市所有車輌の使用を原則とする

が、不足した場合は市で借上げ、又は専門輸送業者への委託を検討する。 

□ 県東部方面本部物資集積所からは、原則として、市所有車輌等により物資を搬送

する。 

□ 市の手配分を市が搬送困難な場合は、東部方面本部へ搬送を依頼する。 

□ 避難所用ＬＰガス等は、統制班経由で県ＬＰガス協会裾野支部へ供給要請を行う。 

 

ＳＴＥＰ４ 物資の収集と仕分け 

□ 物資管理は市職員（物資班）が実施、仕分け作業等は市物資集積所支援企業社員、

自主防、ボランティア等の協力を得て実施する。 

□ 物資集積所出入り口では、｢入出管理簿｣（様式５）により出入り車両等を管理す

る。 

□ 物資の受入時には、「物資受入管理簿・物資受入票」（様式６-1、６-2）に記入、発行

し管理する。 

□ 物資の仕分けは「物資仕分管理簿」（様式７）により管理する。 

□ 物資の払出し時には「物資払出票」（様式８）を発行し管理する。 

□ 在庫管理は「在庫日計」(様式９)で管理する。 

□ 「作業要員受付簿」（様式１０）を作成する。 
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□ 上記帳票類の作成例は「物資集積所運営マニュアル」を参考にする。 

 

 

ＳＴＥＰ５ 配分計画の作成 

□ 配布場所、配送ルートの決定、配送手段を確保する。(状況により統制班経由でヘ

リを要請) 

□ 災害時要支援者（災害弱者）等への配布を優先するなど、避難所等における配布

方法について周知する。 

 

ＳＴＥＰ６ 広域避難地等への不足物資の配送 

□ 広域避難地間における備蓄物資の過不足を把握 

□ 物資を必要としている避難所に、備蓄倉庫や余裕のある避難所へ配送 

□ 配送従事者については、①物資班員②広域避難地班員③配送事業者から選定 

□ 前項①及び②で使用する配送車両については、管財班に依頼するものとする。 

□ 配送ルートについては、復旧対策部の被災・復旧状況を考慮し、決定する。 

□ 配送事業者に依頼する際は、財政班と協議する。 

 

[関係書類] 

市地域防災計画、裾野市避難所運営マニュアル、物資集積所運営マニュアル、県支部緊急物資集

積所マニュアル、広域応援物資の配送マニュアル、生活関連物資の価格需給情報の収集提供マニ

ュアル、災害救助時に必要な物資に関する協定書 

 

[資料１] 県東部方面本部の物資集積所予定地 

県立愛鷹広域公園 沼津市足高２０２ 

最寄りのヘリポート 同所 多目的球技場 

 

[資料２] 市の物資集積場所予定地 

受入施設(屋外にテント設置) 

市民文化センター 裾野市石脇 586 

 

[資料３] 市生活必需品備蓄数 

防災倉庫収容一覧表 

 

[資料４] 協定締結先 

災害救助に必要な物資の調達に関する協定書(令和 3 年４月現在 29 事業所) 

 

[資料５] 災害救助法関連 

 「災害救助法」を参照 

 

[資料６] 物資集積所配置図案 
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１４ 物資管理マニュアル 

[担当部] 物資部 物資班 

 

ＳＴＥＰ１ 協定業者の供給可能数量等の確認 

□ 電話が不通の場合、職員を協定業者等へ派遣し供給可能数量・納期を確認する。 

 

ＳＴＥＰ２ 市物資集積所支援企業等への支援依頼 

□ 市物資集積所支援企業や自主防災会へ人員・車輌・必要資機材(フォークリフト等)

の確保のための支援を依頼し調整をする。 

 

ＳＴＥＰ3 調達計画の作成 

□ 広域避難地班から、避難人数・防災倉庫の備蓄物資の数量を無線等もしくは「食料

調達依頼書」・「物資調達依頼書」をメールおよび FAX 等で受信する。 

□ 需要を予測し、調達計画を作成する。 

□ 協定業者等の供給可能数量を含めても不足する場合は、統制班経由で県へ要請す

る。 

 

ＳＴＥＰ４ 物資集積所の開設準備 

□ 予め定めた物資集積所（市民文化センター）の使用可能状況を確認する。使用不可

能な場合、代替施設を確保する。 

□ 人員・車輌・必要資機材(フォークリフト等)を確保する。 

 

ＳＴＥＰ５ 調達物資等の保管場所の配置の取り決め 

□ 物資集積所（市民文化センター）の動線や不足物資を考慮し、調達物資等の保管す

る配置を取り決め、配置図等を作成する。 

 

ＳＴＥＰ６ 調達物資の受入 

□ 市から業者等に直接調達を図る場合は、原則として調達業者の車輌により搬送さ

れる。調達業者が搬送困難の場合は、市にて車輌を手配する。 

□ 車輌は、管財班が手配するものとし、市所有車輌の使用を原則とするが、不足した

場合は市で借上げ、又は専門輸送業者への委託を検討する。 

□ 県東部方面本部物資集積所からは、原則として、市所有車輌等により物資を搬送

する。 

□ 市の手配分を市が搬送困難な場合は、東部方面本部へ搬送を依頼する。 

□ 避難所用エルピーガス等は、統制班経由で県エルピーガス協会裾野支部への供給

要請を行なう。 

 

ＳＴＥＰ７ 配分計画の作成 

□ 配布場所、輸送ルートの決定、輸送手段を確保する。(状況により統制班経由でヘ

リを要請) 

□ 災害時要支援者（災害弱者）等への配布を優先するなど、避難所等における配布
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方法について周知する。 

ＳＴＥＰ８ 物資の収集と仕分け ※様式は要検討 

□ 物資管理は市職員（物資班）が実施、仕分け作業等は市物資集積所支援企業社員、

自主防、ボランティア等の協力を得て実施する。 

□ 物資集積所出入り口では、｢入出管理簿｣（様式５）により出入り車両等を管理す

る。 

□ 物資の受入時には、「物資受入管理簿・物資受入票」（様式 6-1，6-2）に記入、発行

し管理する。 

□ 物資の仕分けは「物資仕分管理簿」（様式８）により管理する。 

□ 物資の払出し時には「物資払出票」（様式９）を発行し管理する。 

□ 在庫管理は「在庫日計」(様式１０)で管理する。 

□ 「作業要員受付簿」（様式１１）を作成する。 

□ 上記帳票類の作成例は「物資集積所運営マニュアル」を参考にする。 

 

ＳＴＥＰ９ 物資の配送 

□ 避難所・市内の決められた場所等へ、配分計画に基づき物資を配送する。 

 

 

 

 

[関係書類] 

市地域防災計画、裾野市避難所運営マニュアル、物資集積所運営マニュアル、県支部緊急物資集

積所マニュアル、広域応援物資の配送マニュアル、生活関連物資の価格需給情報の収集提供マニ

ュアル、災害救助時に必要な物資に関する協定書 

 

[資料１] 県東部方面本部の物資集積所予定地 

県立愛鷹広域公園 沼津市足高２０２ 

最寄りのヘリポート 同所 多目的球技場 

 

[資料２] 市の物資集積場所予定地 

受入施設(屋外にテント設置) 

市民文化センター 裾野市石脇 586 

 

[資料３] 市生活必需品備蓄数 

防災倉庫収容一覧表 

 

[資料４] 協定締結先 

災害救助に必要な物資の調達に関する協定書(令和 3 年４月現在 29 事業所) 

 

[資料５] 災害救助法関連 

 「災害救助法」を参照 
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１５ 道路安全確保マニュアル  

[担当部] 復旧対策部 土木班 

 

ＳＴＥＰ１ 被害の調査 

□ 無線積載車を使用し緊急輸送車輌通行許可証を携帯する。 

□ 第１次～第３次緊急輸送路、アクセスルート（緊急輸送ルート・市緊急輸送路）、各防

災拠点へのアクセス道路等を優先して調査する。  (亀裂・陥没・隆起・浸水・崖崩

れ・橋梁破損・沿道火災・通行障害の被害が予想される) 

□ 市内の被害状況の概要等も含めて情報部に報告する。 

 

ＳＴＥＰ２ 危険箇所に対する防護措置と通報 (二次災害の防止) 

□ 危険箇所に防護施設(バリケード)又は道路標識を設置する。また、必要があれば

協定業者に応援を依頼する。 

□ 国道・県道等が損壊等により通行が危険な場合は、警察署及び道路管理者に速や

かに通報し、緊急の事態であれば、最小限度において緊急処置等を行なう。 

 

ＳＴＥＰ３ 通行規制の実施 

□ 市道において道路の損壊等により通行が危険な場合、道路標識・バリケード・交通

整理人を配置し通行規制を実施する。なお、主要な市道については、裾野警察署

長に交通規制を実施する旨、連絡する。 

□ 市道以外でも、必要な場合は交通規制を裾野警察署長に要請し、その旨を道路管

理者に報告する。 

□ 広報班に、車利用者への広報（呼びかけ）を依頼する。〈広報文例 15〉 

 

ＳＴＥＰ４ 道路等における障害物(土砂・立ち木等)の除去 

□ 協定に基づく建設業者への要請を依頼する。 

□ 工作物は保管して 14 日間公示し、場合によっては売却する。(競争入札・随意契

約) 

 

ＳＴＥＰ５ 応急復旧の開始 

□ 被災箇所の状況写真を撮り、必要に応じて測量を実施する。 

□ 被災状況に応じた効果的な復旧を協定業者に依頼する。(主要幹線を優先) 

□ 工事の契約は速やかに行なう。 

 

ＳＴＥＰ６ 通行規制の解除 

□ 道路通行規制の解除は、通行の安全を確認した後、速やかに行なう。なお、通行規

制実施の際、警察に連絡した場合に限り、通行規制を解除する旨、警察へ報告す

る。 

 

[関係書類] 

市地域防災計画 資料編 資料 10-1 災害時応援協定一覧 
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１６ 救護所設置運営マニュアル 

[担当部] 現地対策部 医療班 

 

下記計画・マニュアルを別途さだめる。 

「裾野市医療救護計画」 

「裾野市災害時医療救護活動マニュアル」 

「裾野市災害時健康支援マニュアル」 

 

 

 

 

 

 

 

[関係書類] 

地域防災計画、静岡県医療救護計画、静岡県災害時健康支援マニュアル 

 

[資料１] 救護所一覧表 

名称 住所 連絡先 
デジタル 

防災行無線 
医療機器保管場所 

健康福祉保健会館 石脇 524-1 992-5711 408 福祉保健会館 

県立裾野高校 佐野 900-1 992-1025 303 福祉保健会館 

南小学校 伊豆島田 806-5 995-1373 302 福祉保健会館 

須山地区研修センター 須山 587-4 998-0955  

福祉保健会館及び須

山地区研修センター防

災倉庫 

 

[資料２] 医療救護機材一覧表 

□  テント(必要に応じ市防災倉庫のものを借用) 

□ 医療機器、医薬品 

□ ベッド等(簡易ベッド、担架、発電機) 
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17 医療救護マニュアル 

[担当部] 現地対策部 医療班 

 

下記計画・マニュアルを別途さだめる。 

「裾野市医療救護計画」 

「裾野市災害時医療救護活動マニュアル」 

「裾野市災害時健康支援マニュアル」 

 

[関係書類] 

市地域防災計画、静岡県医療救護計画、静岡県災害時健康支援マニュアル、 

 

[資料１] 救護所一覧表 

名称 住所 連絡先 
デジタル 

防災行無線 
医療機器保管場所 

福祉保健会館 石脇 524-1 992-5711 408 福祉保健会館 

県立裾野高校 佐野 900-1 992-1025 303 福祉保健会館 

南小学校 伊豆島田 806-5 995-1373 302 福祉保健会館 

須山地区研修センター 須山 587-4 998-0955  

福祉保健会館及び須

山地区研修センター防

災倉庫 

 

[資料２] 救護病院 

名称 住所 連絡先 
デジタル 

防災行政無線 

裾野赤十字病院 佐野７１３ ９９２‐０００８ ４３４ 

 

[資料３] 医薬品備蓄センター 

名称 住所 連絡先 

沼津・三島・駿東地区医薬品備蓄センター 沼津市高島町８６９－１ 
東部保健所 

920-2106 

  

[資料４] 血液センター 

名称 住所 連絡先 

静岡県沼津市赤十字血液センター 沼津市東椎路５５０ ９２４－６６１１ 

[資料５] 県への医師等派遣要請の際の記載事項 

□ 派遣を必要とする人員(内科･外科・助産婦別人員) 

□ 必要な救護班数 

□ 医療救護活動を必要とする期間 

□ 救護班の派遣場所 

□その他必要な事項 
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１８ 遺体処理・埋葬マニュアル 

 [担当部] 現地対策部 遺体措置対策班  統制部 統制班 

 

ＳＴＥＰ１ 遺体安置場所の確保、資機材の収集 

□ 予め定めた遺体検案及び遺体安置場所の被害状況、施設周辺道路等の状況を収

集し、使用可否を確認する。 

□ 福祉保健会館に保管している検案物品等を確認する。 

□ 市内業者へ棺・ドライアイス・アルコール綿他資機材の手配を実施する。協定締結 

業者については、要請書に基づき要請を行う。 

 

ＳＴＥＰ２ 遺体の検視・検案 

□ 死因が、生前に患っていた疾病に関連したものと明らかでない場合は、異常死と

なり、全て検視・検案が必要となる。 

□ 遺体を予め定めた遺体検案場所へ搬送（遺族等による）する。その際には所持品を

併せて携行する。 

□ 警察に遺体の検視を要請する。 

□ 警察の指示に基づき、検案を医師へ要請する。医師は救護所に配備されている医

師等とする。 

□ 警察の指示に基づき、身元確認に必要な髪の毛や血液等を採取する。 

□ 検視・検案後、死体検案書の作成を要請し、遺族へ渡す。 

 

ＳＴＥＰ３ 遺体の処理 

□ 洗浄、縫合、消毒などの処置、遺体の識別確認のため写真撮影、遺品を保存する。 

□ 災害救助法に基づく関係書類(資料参照)を作成・管理する。 

 

ＳＴＥＰ4 検案が済んだ遺体の身元確認 

□ 身元不明の遺体、焼骨遺体は身元確認の難航が予想されるため、警察と連携を図

る。 

□ 災害救助法に基づく関係書類(「災害救助法の手引き」参照)を作成・管理する。 

 

ＳＴＥＰ５ 引き渡し、搬送 

□ 引き取りがない場合、安置。（おおむね５日間、夏場３日間）身元判明時の着衣、所

持金品等ともに遺体を速やかに遺族に引き渡す。（遺体及び所持金品引取書を徴

収） 

□ 遺体取扱いは、死者に対する礼を失わないように注意、また遺体を放置し、一般か

ら指弾を受けることのないよう心掛ける。 

□ 搬送用の車両を動員班より確保する。 

 

ＳＴＥＰ６ 埋火葬の実施 

□ 遺族がいても処理能力がない場合、または一定期間経過後引き取り者がない場合、

遺骨、遺留品を保管し、警察の許可、埋火葬許可書を受けて、火葬場、他市町火葬
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場等へ搬送し、火葬する。 

□ 災害救助法に基づく関係書類(資料参照)を作成・管理する。 

 

ＳＴＥＰ７ 県への応援要請 

□ 資機材等を市内で十分調達できない場合、県への応援の要請を統制班もしくは医

療班より FUJISAN システム経由で依頼する。（資料参照） 

□ 火葬場の使用不能期間が長期となる場合は、他市町への応援を統制班を通して県

へ要請する。（静岡県広域火葬計画に基づく） 

 

ＳＴＥＰ８ 火葬場の応急復旧計画の確立 

□ 火葬場の被害状況、電力、燃料、施設周辺道路等の状況等により、応急復旧、使用

可否の判断をする。 

□ 関係業者、保守点検業者と協議し、応急復旧計画を作成する。 

 

 

 

[関係書類] 

地域防災計画、裾野市遺体措置計画 

 

[資料１] 遺体収容予定場所 

施設名 住所 電話 
デジタル防災 

行政無線 

福祉保健会館 石脇 524－1 992－5711 408 

市民体育館武道場 稲荷２４ ９９３－０３０３ ４０６ 

 

[資料２] 協定業者 

協定業者 

施設名 住所 電話 備考 

株式会社平安 御宿３０７－４ ９９５－１４４１  

市内業者一覧表 

施設名 住所 電話 備考 

セレモニーホール 

裾野平安会館 

御宿３０７－４ ９９５－１４４１  

ＪＡなんすん 

天翔苑裾野 

平松５８０－１ ９９５－０００１ フリーダイヤル 

０１２０－93－2121 

裾野市民葬祭  

あそか 

上ケ田 155-10 997-5500 フリーダイヤル 

0120-727-722 

[資料３] 資機材の備蓄 

遺体収納袋（納体袋） 31 式 

 

[資料４] 県への応援を要請する場合の記載事項 

□ 捜査・処理・埋葬それぞれの対象人数 
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□ 応援要請地域 

□ 埋火葬施設の使用可否 

□ 必要な輸送車両の数 

□ 遺体処理に必要な資機材の品目別数量 

 

[資料５] 災害救助法に基づく整備書類 

（１）遺体処理時 

□ 救助実施記録日計票（県様式４） 

□ 物資受払状況（死体処理）（県様式６） 

□ 死体処理台帳（県様式２０） 

□ 死体処理経費支出関係証拠書類 

（２）埋火葬時 

□ 救助実施記録日計票（県様式４） 

□ 物資受払状況（埋葬）（県様式６） 

□ 埋葬台帳（県様式１９） 

□ 埋火葬経費支出関係証拠書類 
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19 ごみ処理マニュアル 

[担当部] 現地対策部 衛生班   統制部 統制班 

 

ＳＴＥＰ１ ごみ処理関連施設等の被害状況の情報収集 

 □美化センター、最終処分場の施設・要員等の被災状況を確認する。 

 □ごみ収集業者（委託業者）の車両・要員等の被災状況を確認する。 

 □市内ごみ許可収集業者の車両・要員等の被災状況を確認する。 

 □被災状況を調査し、ごみ発生量の予測をする。 

 

ＳＴＥＰ２ 仮置場の確保・決定 

 □避難所ごと又は市内の数箇所に仮置場のスペースを確保する。 

 

ＳＴＥＰ３ ごみの収集計画の作成 

 □ごみの収集日程、収集ルート、確実な分別回収の計画を作成する。 

 □ごみの消毒、防臭等衛生面について関係部署と協議する。 

 □ごみ収集のための車両を確保する。 

 

ＳＴＥＰ４ 仮集積場の確保・決定 

 □県の「市町災害廃棄物処理計画マニュアル（令和 2 年 7 月 13 日改定）」を基に予め定めた

応急処理計画により、仮集積場スペースを確保する。 

 □仮集積場の選定に関しては、地下水汚染を生じることの無いよう、県の保健福祉センター

（☎０５５－９２０－２１０６）等と協議する。 

 □仮集積場には職員を配置する。 

 

ＳＴＥＰ５ 応援要請（市の稼働力が及ばない場合） 

 □ごみの収集・運搬・処理（焼却・埋立）において、市の稼働力が及ばない場合は、統制部を通

して他市町へ処理委託（応援要請）、または民間業者へ委託する。 

 □市において対応が困難な場合は、統制部を通じて県へ斡旋を要請する。 

 

ＳＴＥＰ６ 住民、自主防災会へごみ処理方法を周知・広報 

 □同報無線、広報誌、広報車、自治会、避難所を通じて、収集方法、確実な分別回収の収集作

業の協力を要請する＜広報文例２３＞。 

 □自己処理による応急埋立方法等を広報する。 

 

ＳＴＥＰ７ ごみ処理関連施設が使用不能な場合、応急復旧計画の確立 

 □応急復旧の可否、復旧見通しを作成する。 

 □復旧資機材、保守点検業者、協力業者への応急復旧の応援を要請する。 
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 □復旧までの応急対策を確立する。 

 

 

 

[関係書類] 

 地域防災計画、第 3 章第 15 節 清掃及び災害廃棄物処理計画 

 

[資料１] 仮集積場予定地 （令和 3 年度の災害廃棄物処理計画策定時に調整） 

集積所 住所 管理者 

一般廃棄物最終処分場 須山２８００ 裾野市 

   

 

[資料２] 市内ごみ収集運搬許可業者一覧表 

業者名 施設の住所 電話 備考 

(有)山水創業 二ツ屋４７－６ ９９２－１５６１  

(株)富士クリーンサービス 今里３５４－４ ９９７－６１００  

豊富士商事(株) 伊豆島田３４１－１ ９９２－４１１２  

田口ライフサービス(株) 富沢９４ ９９３－７７２８  

(有)横山造園 須山２３１１－１ ９９８－０３４７ Ｒ2.12 廃業 

大島造園土木(株) 今里２８６－２ ９９７－２３２２  

(有)富士美装グリーンサービス 下和田１０６９－２ ９９７－５４８０  

有限会社 エコリンクス 御宿９５－１   

 

[資料３] 建物被害及び災害廃棄物量（第４次被害想定より） 

 駿河トラウ・南海トラフ沿いで発生する地震 相模トラフ沿いで発生する地震 

レベル１ 

の地震 

●東海地震、東海・東南海地震、東海・東南海・南

海地震の場合 

・揺れによる全壊棟数：約１００棟 

・火災による棟数：約１０棟 

・災害廃棄物量：２３，０００トン 

●大正型関東地震の場合 

・揺れによる全壊棟数：約４００棟 

・火災による棟数：約１００棟 

・災害廃棄物量：６２，０００トン 

レベル２ 

の地震 

●南海トラフ巨大地震の場合 

・揺れによる全壊棟数：約２００棟 

・火災による棟数：約５０棟 

・災害廃棄物量：３２，０００トン 

●元禄型関東地震の場合 

・揺れによる全壊棟数：約１，１００棟 

・火災による棟数：約４００棟 

・災害廃棄物量：１６３，０００トン 

 

［資料４］ 県に清掃作業の応援を要請する際の記載事項 

 ○処理対象物名及び数量 

 ○処理対象戸数 
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 ○市の処理場の使用可否 

 ○必要資機材 

  ごみの収集車、車種、要請台数、運転要員の要否 

 

〔業務継続フロー〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発災

●職員の安否確認
問題なし ★業務継続
問題あり けが人あり 業務継続可能

業務継続不可能
消防通報
市対策本部通報

●施設の損傷確認 ※傷病者の搬送方法について協議を要する。

接道
　　 問題なし

問題あり 市対策本部通報
　 道路復旧開始

焼却施設
問題なし
問題あり 市対策本部通報 現場修繕可能か

可能
不可能

※接道に問題ありの場合 ★業務応援要請
資機材（車両等）
　　 問題なし

問題あり 現場修繕可能か
　　可能
　 不可能

●委託業者の状況確認
　　 人的・物的被害の有無

問題なし
問題あり ごみ収集経路の調整

調整可能
調整不可能

●市内道路状況の確認
道路被害状況の確認

地区ごみステーションとの位置
問題なし
問題あり 仮ごみ置き場の設置検討

※道路寸断によりステーションへ行けない。 ごみ収集経路の検討
※ごみステーションが利用できない状況あり。

応急復旧の可否、復旧見通しを作成する。

復旧資機材、保守点検業者、協力業者への応急復

の応援を要請する。

復旧までの応急対策を確立する。

斡旋を要請する。

との無いよう、県保健福祉センター等と協議する

市において対応が困難な場合、総括部を通して県

仮集積所の選定に関しては、地下水汚染を生じる

協議する。

【直後の対応】

被災状況を調査し、ごみ発生量の予測をする。

ごみの収集日程、収集ルート、確実な分別回収

の計画を作成する。

仮置場、仮集積所が必要な場合、用地の確保をす

ごみの消毒、防臭等衛生面について関係部署と

ごみの収集・運搬・処理（焼却・埋立）において

市の稼働力が及ばない場合は、総括部を通して他

町へ処理要請、または民間業者へ委託する。
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２０ し尿処理マニュアル 

[担当部] 現地対策部 衛生班   統制部 統制班 

 

ＳＴＥＰ１ し尿処理場関係施設の被害状況の情報収集 

□ し尿処理場関係施設及び周辺道路の被害状況を確認する。 

□ 終末処理場の施設・要員等の被災状況を確認する。 

□ し尿収集運搬許可業者の施設・車両・要員等の被災状況を確認する。 

 

ＳＴＥＰ２ 処理計画 

□ 断水等による水洗トイレの使用不可区域を特定する。 

□ 避難所、救護所等への簡易トイレ、仮設トイレの設置、素掘り、応急埋立て処理等の

実施を検討する。（衛生面、防疫面にも考慮） 

□ 一般の住宅に加えて、避難所、救護所等のし尿収集体制を確立する。 

 

ＳＴＥＰ３ 住民・自主防災組織へし尿処理方法を周知・広報 

□ 下水道担当と連携し、防災行政無線、広報紙、自治会、避難所等を通じて、し尿処

理方法等を広報する。 

□ 自己処理による応急埋立て方法を広報する。 

 

ＳＴＥＰ４ 応援要請（市の稼動力が及ばない場合） 

□ し尿の収集・運搬・処理において、市の稼動力が及ばない場合は、統制班を通じて

他市町村へ処理委託（応援要請）、又は民間業者へ委託する。 

□ 市において対応が困難な場合は、統制班を通して県へ斡旋を要請する。（必要記載

事項は、資料参照） 

 

ＳＴＥＰ５ し尿の収集の実施 

□ 避難所、救護所等に設置された簡易トイレ及び仮設トイレのし尿を収集・処理する。 

 

ＳＴＥＰ６ し尿処理場関連施設等の使用不能時における応急復旧計画の確立 

□ 下水道関連施設・終末処理場等の応急復旧の可否を決定する。 

□ 復旧資機材、関係業者への応急復旧を依頼する。 

 

ＳＴＥＰ７ し尿処理場関連施設等の復旧の見通し等の決定 

□ 処理施設保守管理業者、関係業者と協議し、復旧予定を発表する。 
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[関係書類] 

市地域防災計画、地震時し尿及びごみ処理対策マニュアル（し尿処理編）、流域下水道地震対

策マニュアル 

 
 
[資料１] 市内し尿処理収集運搬許可業者一覧表 

業者名 住所 電話 

(有)山水総業 二ツ屋４７-６ ９９２-１５６１ 

(株)富士クリーンサービス 下和田９３５-３ ９９７-６１００ 

 

[資料２] 処理施設保守管理業者 

業者名 住所 電話 

株式会社クリタス 中島苑内：裾野市深良 963 

営業所：長泉町下土狩 20-3 

中島苑内：997-0625 

営業所：９８９-１９００ 

 

[資料３] 市内簡易トイレ保有数  

施設名 
個数（組立トイレ） 便袋セット 

大便 小便 便座 便袋（凝固ｼｰﾄ付） 

西小学校   ３０ ９,２００ 

南小学校 ９ ２ ２２ １０,０５０ 

裾野高校 ６ ６ １０ ４,８００ 

東小学校 ４  ２４ １４,５００ 

向田小学校 １  ３ ２,４００ 

深良小学校   ３６ ４,２００ 

生涯学習センター   ４ ４,０００ 

富岡第一小学校 ３ ３ １２ ８,０００ 

富岡第二小学校   ８ ３,８００ 

千福が丘小学校 ２  ４ ５,４００ 

須山小学校   ４ ３,４００ 

計 25 １１ １５７ ６９,７５０ 

 

[資料４] 推定災害し尿量(第４次被害想定より)⇒下記は３次想定時に算出したもの。要修正 

仮設トイレ過不足量（基数） 

避難者生活数(人) 
トイレ水洗

化人口 

（千人） 

仮設トイレの過不足を基数で評価した場合(基) 

需要数 
備蓄数 

過不足数 

１日後 １週間後 １日後 １週間後 １日後 １週間後 

5,400 9,000 4.1 108 450 0 108 450 

※避難所におけるトイレの確保・管理ガイドライン（平成 28 年 4 月・内閣府）より算出 

トイレの個数（目安）：発災当初約 50 人当たり 1 基、その後約 20 人当たり 1 基 
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[資料５] 県に清掃作業の応援を要請する際の記載事項 

□ 処理対象物名及び数量 

□ 処理対策戸数 

□ 処理場の使用の可否 

□ その他必要事項 

必要な資材の要請 

ア バキュームカー 

□ 車種 

□ 要請台数 

□ 緊急度 

□ 運転要員の要否 

イ 仮設トイレ 

□ 容量 

□ 要請数量 

□ 緊急度 
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２１ ボランティア対応マニュアル 

[担当部] 現地対策部 福祉班 

 

ＳＴＥＰ１ 災害ボランティアセンターの設置場所の提供 

□ 災害ボランティアセンター設置予定場所である福祉保健会館の被害状況を確認し、

市災害ボランティアセンター設置場所として提供する。 

 

ＳＴＥＰ２ ボランティア受入組織と活動について協議 

□ 社会福祉協議会と災害ボランティアセンターの体制、受け入れ態勢について検討

する。 

 

ＳＴＥＰ３ 災害ボランティアセンターに市職員の派遣 

□ 災害対策本部から職員(連絡調整員)を派遣し、災害ボランティアセンターで定期

的に運営に関する課題を協議、情報交換を実施する。 

□ 運営にあたっては社会福祉協議会職員、災害ボランティアコーディネーター等で構

成する。 

 

ＳＴＥＰ４ 災害ボランティアセンターに必要な資機材等を貸与 

□ ボランティア活動に必要な備品、通信機器等、資機材の収集、提供に努める。 

 

ＳＴＥＰ５ 活動拠点(前線基地)の提供 

□ 必要な場合、被害の大きい地域等の適当な施設に、活動内容の指示等を行なう拠

点を提供する。 

 

ＳＴＥＰ６ 情報の提供・連絡調整 

□ 災害対策本部よりライフライン、公共交通機関、交通規制、行政施策等のボランテ

ィア活動に必要な情報を提供する。 

□ 災害ボランティアセンターと発生した課題について、調整する。 

 

ＳＴＥＰ７ ボランティアの斡旋 

□ 災害対策本部にボランティアの希望・問合せがあった場合、速やかに災害ボランテ

ィアセンターに斡旋、紹介する。 

 

[関係書類] 

市地域防災計画、「裾野市社会福祉協議会災害ボランティア本部立上げマニュアル」 ※要確認 

 

[資料 1] ボランティア支援本部設置予定場所 

施設名 住所 管理者 電話  

福祉保健会館 石脇５２４－

１ 

社会福祉協議会事務

局長 

９９２－５７５０  
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２２ 防疫マニュアル 

[担当部] 現地対策部 衛生班・医療班 

 

ＳＴＥＰ１ 市内の衛生状況の把握 

□ 災害による衛生環境の変化を調査する。 

□ 防疫を必要とする地域を把握し、防疫活動に必要な人数、資機材及び薬剤等の数

量に関する情報収集を行う。 

 

ＳＴＥＰ２ 防疫用薬品、防疫用紙資機材の備蓄数量の確認、確保 

□ 市内備蓄数量の把握、人員、資機材等の搬送車両を確保する。 

□ 資機材等の必要量を勘案し、不足分を県へ要請する。 

 

ＳＴＥＰ３ 防疫活動方針の決定 

□ 消毒地域の優先順位、消毒方法、必要人員の確保、実施日程の作成、防疫薬品等

の配布方法、配布場所の選定を行なう。 

□ 市が実施できない場合は、統制班を通して県へ応援を要請、必要に応じて他市町

又は自衛隊へ応援を要請する。 

 

ＳＴＥＰ４ 防疫活動の実施 

□ 災害規模に応じ、防疫班を編成する。 

□ 避難所、ごみ集積場、し尿処理場、現況の衛生状況を放置することができない地域

に薬剤を散布する。 

□ 床下、庭へは逆性石鹸を散布、溝、水たまりにクレゾール液を散布、井戸等へは次

亜塩素酸ナトリウムを投入する。 

 

ＳＴＥＰ５ 感染症発生時の対応 ⇒新型コロナ対策は別途定める 

□ 感染症の発生及び疑いがあることを知った場合、ただちに保健所に連絡する。 

□ 保健所と連携し、必要なときは感染症指定病院への搬送・入院の支援及び患者の

自宅や地域等の消毒の支援を行う。 

□ 集団発生したときは、保健所長の指示に基づき２次感染防止の措置を実施する。 

□ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に基づく生活用水の

制限の措置が講じられた場合、生活用水の供給体制を実施する。 

 

ＳＴＥＰ６ 食品衛生の監視 

□ 炊き出しその他食品等の衛生監視、業者に対する食品監視指導、水質調査を実施

する。 

□ 季節により食中毒予防、注意の広報を実施する。 

 

ＳＴＥＰ７ 保健指導の実施、広報 

□ 自主防災会、避難所等を巡回し、衛生及び健康に関する指導を実施する。必要に

応じて避難者の健康診断、被害激甚地域住民の健康調査を実施する。 
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□ 防災行政無線・広報車等により市民への広報を実施する。 

[関係書類] 

市地域防災計画 

 

[資料１] 県に応援する際の要請事項 

□ 防疫期間 

□ 防疫を要する世帯数 

□ 必要な防疫班 

□ 派遣場所 

□ その他必要事項 

 

[資料２] 防疫薬品の備蓄数  ⇒以下数量等は、衛生班と医療班で調整し要記入。 

施設名 薬品名 個数 

福祉保健会館 

シオエ 

（ベンザルコニウム塩化物液 逆性石鹸消

毒液 10％） 

6 個 

福祉保健会館 消石灰 20 ㎏ 

 

[資料３] 防疫資機材の備蓄数 

施設名 資機材名 個数 

福祉保健会館 消毒用噴霧器 8 個 

福祉保健会館 バケツ 2 個 

福祉保健会館 目盛付き秤 ８個 

福祉保健会館 じょうろ ３個 

 

[資料５] 協力業者 

業者名 住所 電話 

豊富士商事(株) 裾野市伊豆島田 341 番地の 1 055-992-4112 

(株)富士美装グリーンサービス 裾野市下和田 1069 番地の 2 055-997-5480 
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２３ 応急危険度判定マニュアル 

[担当部] 復旧対策部 建築班 

 

ＳＴＥＰ１ 被害情報の確認及び応急危険度判定（以下、判定）実施の宣言 

□ 災害対策本部（以下、本部）長が判定実施の必要性を判断するための情報の収集

及び判定実施計画策定のための情報を収集し、被災状況を防災地図等に記載す

る。 

□ 確認した被災情報を統制班へ報告し、本部長に判定実施の要・否を問う。 

□ 本部長が判定実施を宣言した場合、統制班から県東部方面本部へ報告し、県災害

対策本部長（知事）並びに地域の建築関係団体等に、判定実施決定の連絡を示達

する。本部復旧対策部に判定実施本部を置く。 

 

ＳＴＥＰ２ 判定実施計画の策定 

□ 被害状況等に基づき、判定実施区域、優先順位等の検討を行い、判定実施計画を

策定する。 

□ 本部復旧対策部職員を判定コーディネーターとする。 

 

ＳＴＥＰ３ 判定実施の住民等への周知 

□ マスコミ、広報無線等による判定実施、関連情報の被災者への周知。 

 

ＳＴＥＰ４ 地元判定士の参集 

□ 地元判定士等を、予め定めている連絡網を使い招集する。(参集場所、時間等を流

す)。連絡網が使えない場合は、広報無線等により呼び掛けを行なう。 

□ 参集した判定士から被災状況を聞き取り、情報を収集のうえ、参集者名簿を作成

する。 

□ 被害状況に照らし、市内判定士総数でも対応の困難が予想される場合は、統制班

を経由し、県東部方面本部へ判定士等の派遣を要請する。〈ふじのくに防災情報共

有システム（FUJISAN）〉 

 

ＳＴＥＰ５ 判定士の受入体制と地元調達判定資機材の準備・確認・判定実施 

□ 判定拠点予定建物や需要建築物など、判定優先建築物の応急危険度判定を実施

する。 

□ 判定士の輸送手段、宿泊場所、食料の準備状況を確認する。 

□ 判定資機材の準備調達を行い、判定士への配分リスト等を作成する。 

□ 地震の規模により不足資機材が生じた場合は、本部へ支援要請する。〈ふじのくに

防災情報共有システム（FUJISAN）〉 

□ 判定レベルの統一を図るため、具体的な判定方法、調査票の記入方法等について、

ガイダンスを行なう。 

 

ＳＴＥＰ６ 判定結果の集計 

□ 判定結果は、判定実施日時毎に集計し本部長及び統制班に報告する。 
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ＳＴＥＰ７ 住民への広報及び相談窓口の設置 

□ 判定実施結果の広報〈広報文●〉と判定結果に対する住民相談窓口を設置する。 

 

[関係書類] 

地域防災計画、判定士ハンドブック・被災建築物応急危険度判定必携、地震被災建築物応急危

険度判定情報伝達訓練実施要領 

 

[資料１] 応急危険度判定士実施体制 

裾野市地震被災建築物応急危険度判定実施体制一覧表参照(まちづくり課) 

応急危険度判定課長  まちづくり課長 

判定士リーダー    地区長等 

 

[資料２] 判定実施計画の内容 

被災建築物応急危険度判定必携 ３８ページ参照 

 

[資料３] 標準判定資機材 

被災建築物応急危険度判定必携 １４９ページ参照 

 

[資料４]判定コーディネーターの業務 

□ 判定実施準備 

□ 判定士の受入準備 

□ 判定士の受付 

□ 判定実施チーム及び班の編成 

□ 判定資機材の配布 

□ 判定士に対する判定作業の説明 

□ 判定業務の開始 

□ 判定結果の取りまとめ、実施本部への結果報告 

 

[資料５]応急危険度連絡網 

裾野市地震被災建築物応急危険度判定実施体制一覧表参照(まちづくり課) 
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２４ 応急仮設住宅マニュアル 

[担当部] 復旧対策部 建築班 

 

ＳＴＥＰ１ 必要戸数の把握 

□ 管内の一般住宅・公営住宅・他の公的住宅・民間住宅等の被災状況を調査する。 

□ 被災戸数を、統括部を通して県東部方面本部へ報告する。〈ふじのくに防災情報共

有システム（FUJISAN）〉 

 

ＳＴＥＰ２ 建設用地の確保 

□ 飲料水・保健衛生・交通の利便・教育・生業等上の問題を考慮して、建設予定地を

必要量確保する。 

 

ＳＴＥＰ３ 市営住宅の利用可能戸数の把握 

□ 市営住宅の建物に被害が生じている場合、業者を手配し、補修工事を行なう 

□ 仮設住宅を補う等目的で、利用可能な空戸数を把握し、県東部方面本部健康福祉

班に報告する。 

 

ＳＴＥＰ４ 入居対象者の把握 

□ 広域避難地班は、避難生活世帯に対し、入居希望の有無を確認する。（入居要件に

留意） 

□ 入居希望者を集計し、｢応急仮設住宅入居予定者名簿｣を作成する。〈災害救助の

手引き 様式８の２〉 

□ 上記様式により、県東部方面本部健康福祉班へ入居希望者数及び概算の設置必

要戸数を報告する。 

 

ＳＴＥＰ５ 建築業者、建築資機材の調達と応急仮設住宅の設置 

□ 市長が行なう場合は、県東部方面本部建築住宅班を通じプレハブ建築協会の協力

を得て、関係業者等の手配、資機材の調達等に取り掛かり、速やかに応急仮設住

宅の建設に着手する。着工した場合、着工届、工事請負契約書写しを県東部方面

本部健康福祉班に提出する。 

 

ＳＴＥＰ６ 福祉仮設住宅の設置 

□ 高齢者・障害者が生活支援を受けながら生活することが出来る、福祉仮設住宅を

設置する。 

 

ＳＴＥＰ７ 県への調達要請 

□ 応急仮設住宅の建設に必要な建築業者や建築資機材が不足する場合は、県に斡

旋又は調達を要請する。 
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[関係書類] 

地域防災計画、応急仮設住宅標準マニュアル、災害救助の手引き 

 

[資料１] 建設予定地 

南小学校  敷地面積 ９，７５２㎡  建設可能戸数 （P 無）88 戸 （P 有）60 戸 

西小学校  敷地面積 ９，３４６㎡  建設可能戸数 （P 無）80 戸 （P 有）56 戸 

想定必要建設戸数 ２００戸   建設可能戸数 ３０２戸 

  

東小学校・西小学校・深良小学校・富岡第一小学校・須山小学校・市民文化センター・ 

市総合グランド・裾野高校・千福が丘小学校・南小学校 

建設可能戸数 （Ｐ無）１，４０５ （Ｐ有）１，０４３ 

 

[資料２] 応急仮設住宅入居予定者名簿（災害救助の手引き 様式８の２） 

                                   市町名 

番

号 

被災者 

台帳番号 
世帯主氏名 

人 

員 
職業 被災世帯内訳 市町村民税 

備

考 

    

被
補
護 

身

障 

老

人 

要
保
護 

母

子 

そ
の
他 

非
課
税 

均
等
割 

所
得
割 

 

              

計              

 

[資料３] 応急仮設住宅入居対象者要件 （応急仮設住宅標準マニュアル参照） 

（１）住家が、全焼、全壊又は流失した者。住家以外（小屋、工場、倉庫等）のみが被害を受けた

場合は対象外である。 

（２）居住する住家がない者 

（３）自らの資力を持って住家を確保することの出来ない者 

 

[資料４] 応急仮設住宅の入居優先対象者 （応急仮設住宅標準マニュアル参照） 

（１）特定の資産のない老人、病弱者並びに身体障害者 

（２）生活保護法の被保護者並びに要保護者 

（３）特定の資産のない母子世帯 

（４）全各号に準ずるもの（ソーシャルミックスに配慮し、柔軟に運用する） 

 

[資料５] 県への調達要請に必要な事項 

□被害世帯数（全焼、全壊、流失） 

□設置を必要とする住宅の戸数 

□調達を必要とする資機材の品名及び数量 

□派遣を必要とする建築業者数 

□連絡責任者 
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□その他参考となる事項 

 

（参考）応急仮設住宅の供与を市町村長が行なう場合について、応急仮設住宅の供与は県知事

が実施することが原則だが、市長が行なうことが適当な場合は、市長が行なうことが出来る。 

市長の実施とした場合、工事施工が市の義務となるが応急仮設住宅の均質化を図るために、

規格、規模、構造、単価等を県が定め、設計書等を示す。 

市長の実施とした場合であっても、広域的な調整を行なうために、設置戸数は県が決定する。

また中立性を確保するために、入居者の選定も県が行なう。 

応急仮設住宅の供与については、特に県との連絡を蜜にする。 

 

※ 連絡先：くらし・環境部建築住宅局住まいづくり課  

電話０５４－２２１－３０８１ ＦＡＸ ０５４－２２１－３０８３ 

 

(連絡先：健康福祉部 企画経理室 TEL 054-221-2445 FAX 054-221-3264） 
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２５ 障害物除去・がれき等処理マニュアル 

[担当部] 復旧対策部 土木班  現地対策部 衛生班 

 

ＳＴＥＰ１ 被災状況の把握 

□ 市内全域が被災している場合は、緊急処理を要する地域を選定する。 

□ がれきの量を被害状況により算出する。（第４次被害想定参照） 

 

ＳＴＥＰ２ 仮置場の確保 

□ あらかじめ定めてある仮置場及びアクセス道路の状況を調査する。 

□ 被害状況により選定してある仮置場から、２次災害の発生防止に留意し、がれき量

から必要面積を複数箇所に分散して確保する。 

 

ＳＴＥＰ３ 住宅等に運び込まれた障害物の除去 

□ 住宅等に流入した土石、竹木等障害物の除去作業を建設業者に依頼する。（「災害

救助の手引き」参照） 

□ 床下浸水による泥水等の除去作業については、自力の除去を住民に周知する。 

 

ＳＴＥＰ４ 建築物等の倒壊により発生したがれき等の処理 

□ がれき等が発生した時は、処理計画「①がれき等の収集・運搬（可燃物と不燃物の

区分けをする）②可燃物・不燃物のそれぞれの処分先、処分方法を選定③処理に

必要な施設の確保及び管理方法」を策定し、危険性、緊急性、公共性等を配慮のう

え優先順位を定め建設業者へ依頼する。 

□ 公共・公益施設（道路・鉄道・公営住宅等）のがれきは、各施設管理者へ処理を依頼

する。 

 

ＳＴＥＰ５ 処理方法及び収集方法の周知 

□ 情報部広報班に住民への収集作業の協力要請、収集方法の呼び掛けを依頼する。

〈広報文例２３〉 

 

ＳＴＥＰ６ 処理施設の被害状況の把握 

□ 被害の状況を調査し、稼動可能等を確認する。 

□ 稼動不可能のときは、復旧の目処を確認し、がれきの量を再度検討し推定する。 

 

ＳＴＥＰ７ 県への応援要請 

□ 必要な機材、施設等が不足する場合は、県に応援を要請する。〈FUJISAN〉 
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[関係書類] 

地域防災計画、静岡県がれき・残骸物処理マニュアル、倒壊家屋木質廃材処理システム、中間

処理及び仮置場設置指針、被災建築物の緊急解体マニュアル、静岡県がれき・残骸物処理指針 

[資料１] 推定災害廃棄物量(第４次被害想定より)⇒下記は３次想定時に算出したもの。要修正 

躯体残骸物 
水害ごみ 堆積土砂量 合計 

小計（千トン） 焼失 焼失以外 

２１９ １ ２１８ ０ ０ ２１９ 

 

[資料２] 仮置場予定地 

仮置場名 住所 
収容可能 

見込み容量 
補足 

最終処分場 裾野市須山 2800 180,000 ㎥ 地主の承諾必要 

総合グランド 裾野市御宿 880 17,500 ㎥  

深良グランド 裾野市深良 336‐1 27,500 ㎥ 地主の承諾必要 

運動公園グランド 裾野市今里 1616‐1 19,000 ㎥ 
ヘリポート兼自衛隊集結地 

地主の承諾必要 

運動公園 裾野市今里 1616‐1 21,000 ㎥ 地主の承諾必要 

水ヶ塚駐車場 裾野市須山 2308‐5 5,000 ㎥ 環境省と協議必要 

 

[資料３] 市内ごみ収集運搬許可業者 

業者名 住所 電話 

豊富士商事(株) 伊豆島田３４１－１ ９９２－４１１２ 

田口建設（株） 富沢９４ ９９３－７７２８ 

アセットライフサービス(有) 須山２３１１ ９９８－０３４７ 

(有)富士美装グリーンサービス 下和田１０６９－２ ９９７－５４８０ 

大島造園土木(株) 今里２８６－２ ９９７－２７７５ 

 

[資料４] 裾野市建設業協会 会員一覧 

市地域防災計画 資料編 資料 5-7 参照 

 

[資料５] 障害物除去の状況記録簿 

仮置場名 がれきの内容 数量 

   

   

 

[資料６] 障害物除去にあたり県へ斡旋要請する際の記載事項 

□除去を必要とする住家戸数（半壊、床下浸水別） 

□除去に必要な人数 

□除去に必要な期間 

□除去に必要な機械器具の品目別数量 

□集積場所の有無 推定災害廃棄物量（第３次被害想定より） 
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２６ 応急教育対策マニュアル 

[担当部] 教育対策部 教育対策班 

 

ＳＴＥＰ１ 児童生徒及び教職員の被災状況の把握 

□ 児童生徒の対策状況を学校から収集し、下校・保護人数を把握する。〈県様式 

333-2〉 

□ 児童生徒及び教職員の被災状況を各学校から収集し、被災人数を把握する。 

□ 〈県様式 333、学校の防災対策マニュアル〉 

□ 被災状況は本部及び静東教育事務所へ報告する。 

□ 児童生徒の避難先の把握と一覧表の作成を指示する。 

 

ＳＴＥＰ２ 施設・設備の安全確保 

□ 学校の諸施設等の被害状況を把握し、施設使用の可否を災害対策本部へ報告す

る。〈県様式 333-2、学校の防災対策マニュアル〉 

□ 各施設の被害状況により、施設及び設備の応急復旧を業者へ依頼する。 

□ 施設の損傷が激しい場合は、学校長等に立ち入り禁止の措置をとらせる。 

 

ＳＴＥＰ３ 避難所運営の支援 

□ 施設を避難所等に提供していることから、市職員及び避難所責任者と避難生活計

画を考慮した中で施設の利用及び避難所運営について、学校関係者に協力支援

を依頼する。 

□ 学校教育の早期再開に向けて、学校施設に必要な部屋（校長室、事務室等）を確保

させる。 

 

ＳＴＥＰ４ 臨時休業期間の設定 

□ 災害の規模により各学校長と協議を行い、必要に応じて臨時休業を設ける。 

□ 休業の連絡は、メール、各校ウェブサイトへの掲載、広報無線及び学校(避難所)、

公民館等へ貼紙で知らせる。 

 

ＳＴＥＰ５ 教育再開の決定 

□ 学校ごとに、施設・通学路の安全性、児童生徒の被災状況等を総合的に判断し、学

校関係者と応急計画を協議作成し、教育再開の時期及び方法を決定する。 

□ 教育再開に向けて、教科書の滅失及びき損状況を把握し、不足教科書を確保する。 

 

ＳＴＥＰ６ 給食業務の再開にむけた準備 

□ 電気、ガス、水道等のライフラインの復旧状況を把握する。 

□ 施設・設備の点検確認を業者へ依頼する。（ボイラー、機械器具等） 

 

ＳＴＥＰ７ 県への要請 

□ 応急教育の実施等が困難な場合は、総括部を通して県東部方面本部へ要請する。

（県様式５を作成し総括部へコピーを渡す〉 
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[関係書類] 

市地域防災計画、学校の「防災対策マニュアル」、教育委員会「大規模災害時に関する情報伝達

実施要領」 

 

[資料１] 学校建物一覧表 

 

[資料２] 市長の要請等に基づく県の要請事項 

□応急教育施設の斡旋確保 

□集団移動による応急教育の斡旋及び応急教育の実施指導 

□応急教育の指導及び応急教育施設の復旧指導 

□教職員の派遣充当 

□学校給食に替わる食事に必要な食料等の斡旋 

□除去に必要な期間 

□除去に必要な機械器具の品目別数量 

□集積場所の有無 推定災害廃棄物量(第４次被害想定より) 
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２７ 被災調査マニュアル 

[担当部] 管理部 税務班 

 

 

税務班の活動については、下記マニュアルを別途定める。 

 「災害時初動マニュアル（税務班）」 

 

上記マニュアルに定めのないことについては以下に定める。 

 

 

ＳＴＥＰ１ 消防部との活動調整（調査担当） 

□ 出火延焼による全焼、半焼家屋の被災調査は実施時期、実施順序等を調整した上

で、消防部に実施を依頼し、調査結果を入手する。 

 

ＳＴＥＰ2 被害情報の報告（情報管理担当） 

□ 毎日被害調査結果を集計し、統制班へ被害情報として送る。 

□ 全ての被災調査が完了したら、被害総括情報としてまとめ、統制班へ送る。 

 

 

[関係書類] 

災害救助の手引き・災害に係る住家の被害認定基準（内閣府）・災害時初動マニュアル（税務班）  
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２８ ペット同行避難対応マニュアル 

[担当部] 現地対策部 衛生班・広域避難地班 
 
ＳＴＥＰ1 被害状況の把握 

□ 初動要員を確保し、ペットと特定動物に関する情報収集を行う。 

□ 保健所や獣医師会、ボランティア団体との連絡体制を確保する。 

 

ＳＴＥＰ2 避難者の誘導(呼びかけ) 

□ ペット同行避難者を、ペット受入体制整備済みの避難所(資料１)へ誘導する。 

□ 受付における事故防止のため、ペット同行避難者用受付窓口を設置し、ペット同行

避難者をそこへ誘導する。また、各避難所のペットの受入スペースは別紙参照。 

□ 飼い主とペットを飼養スペースへ移動させた後、改めて飼い主を一般の避難者用

受付に案内する。 

 

STEP3 飼い主の責務 

□ ペットの避難所生活におけるルールを記載した同意書について説明し、必要な情

報を記入してもらう。また、飼い主にケージ札を渡し、記入の上ケージに装着して

もらう。 

 

STEP4 「飼い主の会」を立ち上げる 

□ 飼い主が協力してペットの飼養管理及び飼養スペースの運営を行えるように、避難

した飼い主全員で飼い主の会を立ち上げる。 

□ 飼い主全員から数名の代表者を選出する。 

 

ＳＴＥＰ5 飼い主への支援 

□ 負傷動物に対しては、獣医師による適切な医療を提供する。 

□ 入院等により飼い主による飼養が困難なペットの一時預かりの支援を行う。一時

預かり先として、必要に応じて飼い主の会にも協力を依頼する。 

□ ペットの飼養用品の支援物資が届いた場合には飼い主に提供する。配分は、飼い

主の会から聞き取ったニーズに基づいて行う。 
 
ＳＴＥＰ6 放浪ペットへの対応 

□ 飼い主とはぐれたり、自宅から逃げ出してしまった動物の保護と保管を行う。必要

に応じて、保健所などでの保管や、獣医師(資料２)・ボランティア団体等(資料３)

による保管も視野に入れる。 

□ 保護したペットの飼い主への返還は、ウェブサイトや貼り紙を利用して公示を行う。

保護犬については、畜犬登録原簿を利用する。 
 

ＳＴＥＰ7 ペットに関する情報窓口の一元化 

□ 災害時のペット対策に関連する問い合わせや相談を受ける窓口を設置し、情報収

集と発信を一元化する。 

□ ペット相談窓口で収集した必要な支援内容の情報を整理し、関係団体等と調整し 
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て支援を要請する。 

[関係書類] 

・（静岡県作成）ペット同行避難ガイドライン 

・人とペットの災害対策ガイドライン(環境省) 

・広域避難地レイアウト 

 

[資料１] ペット受入体制整備済の避難所 

施設名 住所 電話 

西小学校 佐野 1143 992-0138 

南小学校 伊豆島田 806-5 995-1373 

裾野高校 佐野 900-1 992-1125 

東小学校 茶畑 399 992-0049 

深良小学校 深良 655 992-0242 

生涯学習センター 深良 435 992-3800 

富岡第一小学校 御宿 600 997-0343 

富岡第二小学校 下和田 890 997-1022 

千福が丘小学校 千福が丘 4-12-1 993-8222 

須山小学校 須山 165 998-0021 

向田小学校 茶畑 1133 993-7050 

 

[資料 2] 関係機関連絡先 

施設名 住所 電話 

東部保健所 沼津市高島本町 1-3 920-2106 

パル動物病院※ 伊豆島田 843-5 993-3135 

すぐろ動物病院※ 
平松 389 

SP ビル 1F 
957-8123 

イエロークリーク動物病院 佐野 1401-2 993-1118 

※裾野市内の駿東獣医師会所属病院 

 

[資料 3]ボランティア一覧 

・保護ねこ ピリカ 

・キャットテール 

・腹ペコねこの会 
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